
国分寺市子育て・子育ちいきいき計画　平成28年度実績（全体）　

A

B

C

D

E

量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題

１-① 1 子どもの権利に
関する啓発の推
進

児童の権利に関する条約に基づ
く子どもの権利に関して，学校
内での周知を行い，普及啓発に
努め，人権教育を推進してい
く。

全校が人権教育
の全体計画と年
間指導計画を作
成し，計画に基
づき実施する。

人権教員推進委
員会において指
導資料等を作成
し，全校に周知
する。

学校指導
課

全校が人権教
育の全体計画
と年間指導計
画を作成し，
計画に基づき
実施する。

人権教員推進委
員会において指
導資料等を作成
し，全校に周知
する。

全校が教育課
程作成時に，
人権教育の全
体計画と年間
指導計画を作
成し，計画に
基づき実施し
た。

人権教員推進委
員会において指
導案を含む指導
資料等を作成
し，全校に配布
した。

a 全校が教育課程作成
時に，人権教育の全
体計画と年間指導計
画を作成し，年間を
通して，計画に基づ
き実施した。計画的
に人権教育を推進し
た。

c 人権教員推進委員会
において指導案を含
む指導資料等を作成
し，全校に配布し
た。
しかし，当該資料
を，実際の授業改善
のために，一層，役
立てていく必要があ
る。

B 全校で，教育課
程作成時に，人
権教育の全体計
画と年間指導計
画を作成するこ
とにより，年間
を通して計画的
に人権教育を推
進する。

人権教員推進委
員会において具
体的な学習指導
案を含む指導資
料を作成する。
学校指導課訪問
や校長連絡会を
通して全校に周
知し，活用を促
す。

１-① 2 子どもの権利に
関して，子ども
を含む市民への
普及・啓発

児童の権利に関する条約に基づ
く子どもの権利について，子ど
もを含む市民へ，普及・啓発を
図る。

子どもを含む市
民に条約に基づ
く子どもの権利
について情報を
提供し，考える
機会を設ける。

子どもの権利に
対する理解が深
められている。

子ども若
者計画課

子育てガイド
配布件数
1500

多くの方に子ど
もの権利を知っ
ていただく機会
を少しでも増や
してもらう。

子育てガイド
配布件数
1700

子育てガイドに
子どもの権利に
関する情報を掲
載し，妊娠届提
出者または市役
所窓口等で配布
し，子育て世帯
への情報提供を
行った。

c 妊娠届提出者全て配
付を行っている。ま
た，児童手当等申請
者に対しても配付を
行い，子どもの権利
についての周知を
図った。

c 子育て世代に対し，
子どもの権利に関す
る周知を図った。今
後，多くの市民へ周
知ができるよう様々
な機会を通して。さ
らなる周知を図って
いく必要がある。

C 子育てガイド配
布件数　3,000
部

子育てガイドの
みならず，家族
の日などの機会
をとらえながら
HPや市報にて，
市民への周知を
図っていく。

１-① 3 子どもの権利に
関して，市職員
への普及・啓発

児童の権利に関する条約の内容
に基づき，子どもの視点に立っ
た施策の展開をする必要がある
ことから，全職員を対象とした
研修を実施し，普及・啓発を図
る。

研修の実施 子どもの視点に
立った施策が展
開されている。

子ども若
者計画課

普及・啓発方
法等の検討

子どもの権利
に関する普
及・啓発手法
について，検
討を行った。

c 効果的な普及啓発を
図るための手法等の
検討を行った。今
後，設置する子ども
の居場所づくり推進
会議には子ども施策
に関わる関係各課が
委員となる予定であ
ることから，その場
を活用し子どもの権
利の関する周知を
図っていく。

e 子どもの権利に関す
る周知が実行され結
果として，31年度質
的目標を満たすこと
から，各年度の目標
設定は行うことがで
きなかった。

D 庁内の掲示板等
を活用し，子ど
もの権利に関す
る周知を図る。

子どもの居場所
づくり推進会議
の検討結果を関
係各課へ情報提
供しながら，子
どもの権利の理
解につなげる。

１-① 4 子どもの権利に
関して，市内施
設関係職員への
普及・啓発

子どもも市民であるという前提
に立ち，市内で公共施設の運営
を行う者（指定管理事業者等含
む。）に対して，施設が子ども
の居場所として機能できるよう
にすることを求めるなど，子ど
もの権利の普及・啓発を図る。

公共施設の運営
を行う者に対
し，子どもの居
場所に関する説
明の実施（市内
の全ての公共施
設に対して）。

子どもの権利が
尊重された施設
運営がなされて
いる。

子ども若
者計画課

普及・啓発方
法等の検討

子どもの権利
に関する普
及・啓発手法
について，検
討を行った。

c より効果的な普及啓
発を図るための手法
等についての検討を
行った。子どもの権
利は，子どもの施策
を推進するにあた
り，市民の理解は必
要となっる。既存ま
たは新規設置の会議
等において，併せて
検討してく。

e 子どもの権利に関す
る周知が実行され結
果として，31年度質
的目標を満たすこと
から，各年度の目標
設定は行うことがで
きなかった。

D 子どもの居場所
づくり推進会議
にて，検討して
いるガイドライ
ン等の普及啓発
を図る。

量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

31年度目標達成に向けて非常に大きな改善が必要である。

28年度
所管課

施策の分野の達成状況にかかる評価基準（自己評価結果）

31年度目標達成に向けて非常に順調に進展している。または，目標達成済みである。

31年度目標達成に向けて順調に進展している。

31年度目標達成に向けて何らかの改善が必要である。

31年度目標達成に向けて改善が必要である。
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量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

１-② 5 妊娠期，子育て
子育ち各種相談
への対応事業

妊娠期の方からの相談，子ども
自身からの相談，子育て中の保
護者からの相談など，各種の相
談を受け入れ，訪問・面接・電
話などにより対応実施する。必
要に沿った施策に結び付けて，
支援を実施する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全9,000
件
（妊娠期の相
談：30件，
子ども自身の
相談：50
件，虐待通
告：150件，
いじめ相談：
30件）

妊娠期から，保
護者が相談しや
すい環境を整え
る。
子ども自身が気
軽に相談できる
場所にして，子
ども自身が自分
を大事にできる
ようにする。

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全
10495件
（妊娠期の相
談：20件，
子ども自身の
相談：36
件，虐待通
告：15４
件，いじめ相
談：2件）
新規相談受理
件数：580件
（相談担当）
市立小中学校
への出前啓発
活動：全15
校

関係機関との連
携を深めること
で，確実に相談
につないでもら
うことを心掛け
た。各機関との
連絡会も積極的
に行った。子ど
も自身に極力話
を聴くなどの工
夫もした。

a 31年度目標に向けた
28年度取組目標を達
成し,相談受け入れ対
応の目標値を大きく
上回った。

b 健康推進課と特定妊
婦や要保護児童の進
行管理を実施し，妊
娠期からの支援が増
加した。子ども自身
に面談できるように
積極的に働きかけ
た。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件

切れ目ない支援
を意識して，妊
娠期から青年期
までの支援をつ
ないでいく。特
に，ゆりかご事
業からの妊娠期
のつなぎを確実
にする。

１-② 6 子ども総合相談
窓口の設置

子ども家庭支援センターを総合
相談窓口として，子育て・子育
ちに関する各種相談の窓口を運
営する事業。開館時間を火曜日
～土曜日を，月曜日～土曜日に
する方向で検討する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全9,500
件
（妊娠期の相
談：30件，
子ども自身の
相談：50
件，虐待通
告：150件，
いじめ相談：
30件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全
10,495件
（妊娠期の相
談：20件，
子ども自身の
相談：36
件，虐待通
告：15４
件，いじめ相
談：2件）
新規相談受理
件数：580件
（相談担当）
市立小中学校
への出前啓発
活動：全15
校

母子手帳を子ど
も家庭支援セン
ターでも交付で
きるようにして
妊婦からの相談
が増えるよう工
夫したり，小中
学校全てに，子
ども家庭支援セ
ンターのキャン
ペーンを実施し
て，相談を促し
た。

a 31年度目標に向けた
28年度取組目標を概
ね達成し,相談受け入
れ対応の目標値を大
きく上回った.

a 妊娠期から青年期ま
でを切れ目なくつな
ぐ支援を実施した。
子ども自身に面談で
きるように積極的に
働きかけた。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件

切れ目ない支援
を意識して，妊
娠期から青年期
までの支援をつ
ないでいく。特
に，ゆりかご事
業からの妊娠期
のつなぎを確実
にする。

1-③ 7 子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

実施 さまざまな世代
の市民が参加し
て，子どもの居
場所に対する理
解を深まる。

未実施 e 今後の市民ワーク
ショップのあり方等
について関係団体等
と調整を行ってきた
が，実施するに至ら
なかった。

e 未実施のため E 同種の会議との
役割を明確に
し，本事業の在
り方を整理す
る。

子どもたちが参
加することでの
達成感や充実感
を持てるものと
していく。

1-④ 5
再掲

妊娠期，子育て
子育ち各種相談
への対応事業

妊娠期の方からの相談，子ども
自身からの相談，子育て中の保
護者からの相談など，各種の相
談を受け入れ，訪問・面接・電
話などにより対応実施する。必
要に沿った施策に結び付けて，
支援を実施する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全9,500
件
（妊娠期の相
談：30件，
子ども自身の
相談：50
件，虐待通
告：150件，
いじめ相談：
30件）

小中学校全て
に，子ども家庭
支援センターの
キャンペーンを
実施して，子ど
も自身の相談を
促進する。

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全
10495件
（妊娠期の相
談：20件，
子ども自身の
相談：36
件，虐待通
告：15４
件，いじめ相
談：2件）
新規相談受理
件数：580件
（相談担当）
市立小中学校
への出前啓発
活動：全15
校

小中学校全て
に，子ども家庭
支援センターの
キャンペーンを
実施して，相談
を促した。

b 31年度目標に向けた
28年度取組目標を概
ね達成し,相談受け入
れ対応の目標値を大
きく上回った。しか
し，子ども自身がか
けて良い，子ども専
用相談電話の件数は
伸びなかった。

b 毎年のキャンペーン
により，子ども専用
相談電話の知名度は
上がっている。いざ
という時に電話でき
るような意識づけが
できつつある。

B 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件
子ども専用相談
電話：キャン
ペーン市内小中
学校15校。

市内小中学校向
けのキャンペー
ンでは，各学校
の教諭にも参加
してもらうこと
で，関心を高
め，より一層，
児童・生徒自身
が自ら身を守る
ために速やかに
SOSが出せるよ
うにする。
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量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

1-④ 8 親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

相談できるス
タッフがいて，
子育て世代の同
じような境遇の
利用者同士で共
有・共感できる
環境を整える。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127
件）

相談できるス
タッフがいて，
子育て世代の同
じような境遇の
利用者同士で共
有・共感できる
環境を整えた。

a 事業が定着したこと
から，31年度目標に
向けた28年度取組目
標をおおむね達成
し，利用者延べ数と
父親利用延べ数の目
標値は，大きく上
回った。

a 児童虐待の防止・予
防対策の充実に向
け，また，31年度目
標に向けた28年度取
組目標を達成するに
当たり，親子ひろば
事業の市職員，指定
管理者及び委託事業
者スタッフの全職員
を対象に研修を行っ
た。利用者ニーズや
実態を把握し，適切
な研修内容で適時行
い続けることが課題
である。

A 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：500名，相
談件数計：
5,000件）

31年度目標に向
けて非常に順調
に進展している
が，今後もニー
ズや時代に耳を
傾け，30年度も
昨年に引き続き
父親の利用増を
目指し保育展示
会での広報等，
適正なものを適
時に伝え，安心
して集える居場
所づくりを行
う。

1-④ 9 育児不安を持つ
母親支援グルー
プ

育児不安を持つ母親同士が集ま
り，孤立化を防ぎ育児力を互い
に高めあうようグループワーク
を実施する事業。グループで話
すことで子育てのつらさを安心
して話せ，また同じ立場の人の
話を聞くことで自分を振り返
り，育児力を高める機会になっ
ている。

年12回実施 育児不安を持つ
母親の不安・孤
立感が軽減し，
安心して子育て
ができる

健康推進
課

年12回実施 育児不安を持つ
母親の不安・孤
立感が軽減し，
安心して子育て
ができる

年12回実施
参加者：延べ
51人

育児不安の軽減
が必要な方に，
保健師が個別に
紹介し安心して
子育てができる
よう支援した。

b 目標達成のため b グループに参加する
ことで一人で育児を
するのではなく，必
要な支援を活用しな
がら子育てできるよ
う意識の変化・行動
かがなされたため。

B 年12回実施 育児不安を持つ
母親の不安・孤
立感が軽減し，
地域で安心して
子育てができる

1-④ 10 子どものいじめ
と虐待に関する
啓発活動

「国分寺市子どもいじめ虐待防
止条例」に基づく，いじめと虐
待に関する啓発事業の実施
①市報・ホームページ掲載
②ポスター配布・パンフレット
の配布③虐待防止オレンジリボ
ン配布
④講演会の実施
⑤全小中学校への訪問啓発
⑥街頭での防止キャンペーンの
実施

①～④の各１回/
年実施

いじめ・虐待は
してはいけない
ことと認識でき
るよう，子ども
を含む市民に十
分周知され，発
生が減少してい
る。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全9,500
件
（妊娠期の相
談：30件，
子ども自身の
相談：50
件，虐待通
告：150件，
いじめ相談：
30件）

各種相談の受け
入れがしやすい
状況が設定さ
れ，それぞれの
状況に応じて，
課題が解決され
ている。

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全
10,495件
（妊娠期の相
談：20件，
子ども自身の
相談：36
件，虐待通
告：15４
件，いじめ相
談：2件）
新規相談受理
件数：580件
（相談担当）
市立小中学校
への出前啓発
活動：全15
校

小中学校全て
に，子ども家庭
支援センターの
キャンペーンを
実施して，相談
を促した

b 31年度目標に向けた
28年度取組目標を概
ね達成し,相談受け入
れ対応の目標値を大
きく上回った。しか
し，子ども自身がか
けて良い，子ども専
用相談電話の件数は
伸びなかった。

b 毎年のキャンペーン
により，子ども専用
相談電話の知名度は
上がっている。いざ
という時に電話でき
るような意識づけが
できつつある。

B 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件
子ども専用相談
電話：キャン
ペーン市内小中
学校15校。

市内小中学校向
けのキャンペー
ンでは，各学校
の教諭にも参加
してもらうこと
で，関心を高
め，より一層，
児童・生徒自身
が自ら身を守る
ために速やかに
SOSが出せるよ
うにする。

1-④ 11 子どものいじめ
と虐待に関する
早期発見と早期
対応

子どものいじめと虐待に関する
早期発見と早期対応が可能とな
るように，関係スタッフのスキ
ルアップを図る。これにより，
必要とされる解決策へ導く。
スタッフのスキルアップのため
の研修を実施する。

研修の実施：２
回/年

早期に発見さ
れ，早期に対応
できるためのス
タッフの力量が
備わっている。
これにより，解
決が早く，求め
られる対応がで
きているととも
に，再発が防げ
ている。

子育て相
談室

研修の実施：
２回/年

早期に発見さ
れ，早期に対応
できるためのス
タッフの力量が
備わっている。
これにより，解
決が早く，求め
られる対応がで
きているととも
に，再発が防げ
ている。

研修の実施：
２回/年

講演会と研修会
を年２回企画実
施し，早期発見
に結びつけるた
めの知識を得
て，実践に活か
した。

a 講演会と研修会を年
２回企画実施し，早
期発見に結びつける
ための知識を得て，
実践に活かすことが
できた。

b 研修会は，庁内の各
課１名出席を促した
が，全課からの参加
は未達成であった。
民生・児童委員の関
心が高かった。

A いじめや虐待を
早期発見できる
ような，識見者
による講演会を
年１回実施す
る。いじめと児
童虐待防止を主
題にした内容を
一年おきに実施
する。

講演会を充実さ
せ，識見の深い
講師と懇談もで
きるようにし，
より理解が深ま
るようにする。
児童虐待防止マ
ニュアルを改訂
したので，関係
機関に浸透させ
る工夫をしてい
く。
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1-④ 12 いじめ防止に関
する対応事業の
推進

「国分寺市子どもいじめ虐待防
止条例」を受け，「国分寺市い
じめ防止基本方針」（案）を作
成する等いじめの防止及びいじ
めが発生した際の対応等を行
う。

いじめの発生件
数を可能な限り
少なくする。

いじめのない学
校になってい
る。

学校指導
課

いじめの発生
件数を可能な
限り少なくす
る。

いじめのない学
校になってい
る。

いじめの発生
件数が減少
し，特に中学
校では，取組
の成果が見ら
れた。

各校がいじめの
未然防止・早期
対応を図ってい
る。

a いじめの未然防止を
図るため，基本方針
を踏まえて各学校と
密接に連携した取組
を展開した。
年間３回のいじめ調
査の実施と調査後の
丁寧な対応を行っ
た。
小学校５年生，中学
校１年生の全クラス
において弁護士によ
るいじめ予防授業を
実施した。
いじめ防止対策審議
会を年間３回実施し
た。
これらの取り組みを
通して，いじめの予
防と早期発見・早期
対応に努めて，年度
末にはいじめに関す
る全ての事案が解消
された。

a 第３回いじめ調査で
は，認知に至らな
かった事案につい
て，各校から事例調
査するなど，調査が
形骸化しないように
意識を高めた。
些細な出来事であっ
ても，いじめの芽と
なり得ることに各校
が早期に対応し，い
じめの未然防止を
図っている。

A ・いじめ防止対
策審議会を年間
３回実施し，提
言を市のいじめ
問題への対策に
反映させる。
・いじめ調査を
年間３回実施
し，いじめの芽
を鋭敏に感知す
ることで，未然
防止・早期対応
につなげる。
・小学校５年
生，中学校１年
生の全クラスに
おいて弁護士に
よるいじめ予防
授業を実施す
る。
・いじめ防止児
童会生徒会
フォーラムを実
施し，児童・生
徒，教員，学識
経験者，行政が
総がかりでいじ
め問題について
審議し，保護者
や地域社会にも
広く公開する。

いじめのない学
校にするため
に，国分寺市い
じめ防止対策審
議会の提言を踏
まえ，
・各校の「学校
いじめ防止基本
方針」を学校評
価に入れる
・いじめの定義
を，国や都の定
義を踏まえて明
確に定める
・弁護士による
いじめ予防授業
の内容を，発達
段階に応じたも
のにする
・年間３回のい
じめ調査では，
認知の在り方を
再考し，調査が
形骸化しないよ
うに意識を高め
る。

1-④ 13 要保護児童対策
地域協議会の運
営等連携事業

要支援・要保護児童，特定妊婦
に係る支援のための関係機関連
携組織，要保護児童対策地域協
議会の運営・充実を図るととも
に，いじめに関する関係機関の
連携も図り，特に，いじめ発生
時の対応策について，十分な連
携を図る。

要保護児童対策
地域協議会の
ケース会議開催
数：60回
いじめに関する
関係機関連携会
議開催回数：５
回

関係機関の連携
会議が効果的に
開催され，課題
の解決に結びつ
いており，支援
者への十分な支
援に反映してい
る。

子育て相
談室

要保護児童対
策地域協議会
のケース会議
開催数：60
回
いじめに関す
る関係機関連
携会議開催回
数：５回

関係機関の連携
会議が効果的に
開催され，課題
の解決に結びつ
いており，支援
者への十分な支
援に反映してい
る。

要保護児童対
策地域協議会
のケース会議
開催数：45
回
いじめに関す
る関係機関連
携会議開催回
数：1回

要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議については，
回数は前年度よ
り減少している
が，内容は濃い
ものとなってい
る。

b 要保護児童対策地域
協議会の個別ケース
検討会議について
は，回数は前年度よ
り減少しているが，
実務者会議に位置づ
けた「進行管理部
会」を年４回実施し
て，要保護ケースの
全件について検討し
た。

b 要保護児童対策地域
協議会の個別ケース
検討会議について
は，回数は前年度よ
り減少しているが，
内容は濃いものと
なっている。

B 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件
要保護児童対策
地域協議会の
ケース会議開催
数：50回
いじめに関する
関係機関連携会
議開催回数：1
回

要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議については，
実務者会議の進
行管理部会も年
４回実施するの
で，そこでも確
認していく。

1-⑤ 14 養育家庭普及事
業

里親（養育家庭）の拡充。子ど
も家庭支援センターで広報・啓
発活動を実施。

受け入れ家庭：
２世帯の増

都の事業への支
援が十分にでき
て，啓発がいき
わたり，受け入
れ家庭が増えて
いる。

子育て相
談室

受け入れ家
庭：６家庭

都の事業への支
援が十分にでき
て，啓発がいき
わたり，受け入
れ家庭が増えて
いる。

養育家庭：５
家庭
養育家庭体験
発表会を年1
回，土曜日に
駅近いホール
で実施した。

養育家庭受け入
れ世帯の増減は
なかった。

c 養育家庭体験発表会
は，土曜日に駅近い
ホールで実施したた
め，他市民の参加者
も多かった。
しかし，実際の養育
家庭を増やすことは
できなかった。

c 養育家庭について，
質問や問い合わせは
あるが，実際の受け
入れ家庭数は伸びな
いので，具体的にイ
メージできるような
工夫が必要であっ
た。

C 養育家庭体験発
表会開催数：年
１回

養育家庭世帯の
受け入れ家庭増
加のために，体
験発表会の参加
者を増やす。

受け入れ家庭：
６家庭

実際の受け入れ
家庭数がさらに
増えるよう，具
体的にイメージ
できるような工
夫を東京都事業
であることから
児童相談所と検
討していく。

4 / 50 ページ



量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

1-⑤ 15 子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
50％

運営協議会第７
期答申の課題に
対し，子ども家
庭支援センター
の運営と所管事
業の見直しを図
る。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
60％

運営協議会第７
期答申の課題に
対し，子ども家
庭支援センター
の運営と所管事
業の見直しを
図った。

a 運営協議会第７期答
申において，関係機
関との組織を越えた
連携強化の必要性が
挙げられ，市内の子
育て支援活動者が集
う国分寺子ども・子
育て支援円卓会議に
参加し，また親子ひ
ろば等のネットワー
クづくりはおむね築
くことができ連携強
化となった。

a 運営協議会第７期の
答申に挙げられた課
題に対し，子ども・
子育て支援コーディ
ネーターの職員増配
置や，国分寺子ど
も・子育て円卓会議
を市民と市が共に開
催できるう，協定締
結を目標に市内の子
育て支援活動者と話
し合いを重ね準備を
行った。

A 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。
【地域担当】子
ども・子育て支
援コーディネー
ターに加え子育
て応援パート
ナーの役割につ
いて広く周知
し，より一層連
携強化の礎とな
り得る存在にす
る。

1-⑥ 16 児童館での中高
生自身の活動の
支援や中高生向
け事業

バンド・ダンスだけでなく，バ
スケ・卓球などニーズに合わせ
た活動場所の提供を行うととも
に，ステージ発表の場を設定・
企画する事業

６館で実施 児童館が中高生
にとって，ニー
ズに合った活動
場所であり，ま
た，ステージ発
表の場を提供し
ている。

子ども子
育て事業
課

6館 中高生向け行事
企画実施

6館 中高生タイムの
実施
ジョイントライ
ブの開催

b 全児童館19時まで開
館し，中高生が活動
しやすいよう，企画
設定を行う。

c 施設・備品の充実に
は，限界があり，参
加しやすい行事企画
の検証をしていく必
要がある。

B 6館 中高生向け行事
企画実施

1-⑥ 17 少年少女スポー
ツ祭等の開催

日頃地域で活動している小学生
の交流を目的に，野球・サッ
カー・バレーボール・バドミン
トンの大会を開催する事業。

市内全小学校か
らの参加があ
る。

スポーツを通じ
て小学生同士の
交流が図られて
いる。

スポーツ
振興課

　バレーボー
ルやバドミン
トンなどの各
種の競技が各
校からの参加
があること。

　スポーツを通
じて小学生同士
の交流が図られ
ている。

全校小学校か
らの参加が
あった。

　試合を通じて
小学生同士の交
流が図られてい
る。

a 　既に市公立小学校
全校からの参加があ
り，量的実績を達成
している。

b 　試合などを一緒に
行うことにより，技
術を確かめ合うこと
で交流することがで
きている。一方でよ
り交流を深めるた
め，どのような手法
を行うかが課題であ
る。

A  バレーボールや
バドミントンな
どの各種の競技
が各校からの参
加がある。

　競技中のみな
らず，他の時間
を活用し，交流
を図る。
　また，健常者
のみならず，障
がいのある方々
とも競技を通じ
交流を図ってい
く。

1-⑥ 18 地域住民主導に
よる総合型地域
スポーツクラブ
の設立を支援

小・中学校を拠点とし，地域住
民主導による総合型地域スポー
ツクラブを市内に設立すること
を支援する事業。会員となるこ
とにより，いつでも誰でもス
ポーツに親しむことができるよ
うにする。

会員数：200人 いつでも誰でも
スポーツに親し
むことができる
ようにする。

スポーツ
振興課

会員数：130
人

数多くの種目を
用意し，身近な
場所でスポーツ
に親しむ環境を
整える

会員数：100
人

　六小バドミン
トン：20回410
名，シニアバラ
ンスボール＆ノ
ルディック
ウォーキング：
12回212名，月
曜チアダンス：
32回130名，走
り方教室（3日連
続）：2回408
名，走り方教室
（毎月一回）：7
回63名，ボッ
チャ：4回37
名，ひかりスポ
レク広場：6回
57名，クラブま
つり：1回99
名，その他イベ
ント：5回57名
計89回1518名
（平成28年度）
７施設で実施
（六小，いきい
きセンター，武
蔵国分寺公園，
ひかり公民館，
ひかりスポーツ
センター，市民
スポーツセン
ター，戸倉野球
場）

c 地域クラブ自体の目
的や広報が十分では
なかったことが，会
員の増加に影響した
と考えられる。

a 　「こくぶんじ地域
クラブ」には，主に
施設面での支援を実
施しているが，活動
場所として既存の施
設のさらなる活用を
検討する必要があ
る。

B 会員数130人 　市内の小中学
校を拠点とし
て，現状実施し
ている事業の更
なる活性化。
　ニュースポー
ツをはじめとす
る新規種目を取
り入れ既存施設
をより活性する
よう活動を広め
る。
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1-⑥ 19 スポーツセン
ター，プールの
個人開放

スポーツセンター，プール等を
個人に開放し，多くの市民にス
ポーツに親しむ機会を提供する
事業。それにより，生涯スポー
ツ社会の実現を目指す。

スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

スポーツ
振興課

スポーツ団体
に加入してい
ない個人，
ファミリーで
もスポーツを
親しむ機会を
提供する。
個人使用
市民スポーツ
センター：
41,500人
ひかりスポー
ツセンター：
22，500人
室内プール：
67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

個人使用
市民スポーツ
センター：
51,541人
ひかりスポー
ツセンター：
24，512人
室内プール：
73,006人

子どもが個人で
参加できる個人
開放の種目は，
卓球・バスケッ
トボール・バド
ミントン・バウ
ンドテニス等が
ある。

a 目標としている人数
に達している。

b プールについては達
成している。スポー
ツセンター及びグラ
ウンドの個人開放に
ついては，対象種目
と日程が限られてい
るため，ニーズに十
分対応しているとは
言えない。

A 　市民スポーツ
センター：
53,087人
ひかりスポーツ
センター：
25,247人
室内プール：
75,196人
（28年度を基に
3%増）
スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。
　各体育施設の
個人利用者の個
人利用数の更な
る増加。

　子どもが個人
でもスポーツに
親しめる環境が
充実している。

1-⑥ 20 公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：10団
体
ライブ開催回
数２回

中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

中高生スタジ
オ利用グルー
プ数：12団
体
ライブ開催回
数２回

中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

b 中高生バンドグルー
プがスタジオをよく
利用している。

b スタジオ利用グルー
プを中心にして中学
生から年長者まで幅
広い年齢層が音楽を
通して学びあうライ
ブ事業を実施するこ
とができた。

B 中高生スタジオ
利用グループ
数：10団体
ライブ開催回数
２回

中高生バンドグ
ループの防音ス
タジオ利用の促
進と，スタジオ
利用グループを
中心にしたライ
ブ事業を実施。

1-⑥ 21 青少年育成地区
委員会への補助
金交付

市内５地区の青少年育成地区委
員会の活動に対し補助金を交付
する事業。

補助金額：
1,125,000円

各地区委員会
で，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

子ども若
者計画課

補助金額：
1,100,000
円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，青
少年のための活
動が活発に行わ
れている。

補助金額：
1,100,000
円

市内各地区委員
会活動で，対象
地域中学校の生
徒会に行事進行
を任せたり，
キャンプ活動に
おいて，小学生
に中学生以上の
リーダーを付け
て共同生活を体
験する場を提供
し活動した。

c 5地区中，１地区にお
いて市補助金額に対
し下回る充当額と
なったことから，補
助金額が25,000円
減額した。地区ごと
に見合った補助金額
を精査する必要があ
る。

b 各地区委員会におい
て，異年齢の子ども
たちの関わりを生か
し，参加者としてで
はな，ボランティア
として活動に参加す
る青少年を積極的に
受け入れた。

B 補助金額：
1,125,000円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，地
域の特色を生か
し，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

1-⑥ 22 地域活動連絡会
への補助金交付

心身に障害のある児童・生徒の
余暇活動の充実を図るため地域
活動連絡会に対して補助金を交
付する事業。

補助金
額:1,995,000
円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動が充実
している

社会教育
課

補助金額:1,769,000円 活動団体に補助
金を交付し，活
動の支援を行う

補助金
額:1,769,00
0円

補助金を交付
し，活動の支援
を行った

b 31年度目標値が補助
金額となっており，
これまで31年度目標
値と同額の補助金を
支出してきたが，補
助金等審査会の意見
を踏まえ，226,000
円を減額した予算額
にて支出した

b 補助額が減少するこ
とになったが，活動
への支援は行えた

B 補助金対象事業
を精査し，適正
な補助額とする

補助金を活用す
る事業と他団体
による取組を切
り分けることに
より，余暇活動
の充実を図る。
また，補助金の
目的に沿った活
動となるよう団
体に改善を求め
る。
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1-⑦ 3
再掲

子どもの権利に
関して，市職員
への普及・啓発

児童の権利に関する条約の内容
に基づき，子どもの視点に立っ
た施策の展開をする必要がある
ことから，全職員を対象とした
研修を実施し，普及・啓発を図
る。

研修の実施 子どもの視点に
立った施策が展
開されている。

子ども若
者計画課

普及・啓発方
法等の検討

子どもの権利
に関する普
及・啓発手法
について，検
討を行った。

c 子どもが参画し，子
どもの視点に立った
事業の実施に向け，
啓発等の方策につい
て検討した。

e 未実施のため D 庁内の掲示板等
を活用し，子ど
もの権利に関す
る周知を図る。

子どもの居場所
づくり推進会議
の検討結果を関
係各課へ情報提
供しながら，子
どもの権利の理
解につなげる。

1-⑦ 20
再掲

公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

b 恋ケ窪エコまつり
（恋ケ窪）
夜の公民館・図書
館・児童館探検
（光）
子ども農業体験講座
（並木）
子どもまつり（並
木）
子どもまつり体験講
座（並木）

b 青少年を対象にした
事業を実施し，小中
高校生が自ら企画・
運営し参加する事業
を実施することがで
きた。

B 実施事業数：５
事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

1-⑦ 23 児童館におけ
る，ボランティ
ア受け入れ事業

児童館において，通常の運営以
外に，春・夏・冬休み期間中
に，社会福祉協議会登録者のボ
ランティアを受け入れる事業。
中学生の体験学習や，近隣の各
高校や大学からの実習生の受け
入れをする。

ボランティア体
験学習の受け入
れ数：合計80人

ボランティアや
体験学習の実習
者が児童館での
体験を人生に活
かしている。

子ども子
育て事業
課

６０人 ボランテシア体
験を通して子ど
もへの対応を経
験してもらう

42人 ボランティアや
体験学習の実習
者は意欲的に参
加していた。

c ボランティアセン
ター・学校と連携し
て，門戸を開いてい
るが，希望者がいな
い。

a ボランティアや体験
学習の実習者は意欲
的に参加していた。

B ５０人 ボランティアや
体験学習の実習
者が意欲的に参
加してもらう。

1-⑧ 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

子どもの考えを
尊重する等，子
どもを主体とし
た子育てを充実
するため，交流
の場だけでな
く，子育てに役
立つ講座を実施
したり，研修を
積んだスタッフ
を配置し，相談
もできる場とし
て子育て支援を
行う。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127
件）

子どもの考えを
尊重する等，子
どもを主体とし
た子育てを充実
するため，交流
の場だけでな
く，子育てに役
立つ講座を実施
したり，研修を
積んだスタッフ
が，相談できる
場として子育て
支援を行った。

a 事業が定着したこと
から，31年度目標に
向けた28年度取組目
標をおおむね達成
し，利用者延べ数と
父親利用延べ数の目
標値は，大きく上
回った。

a 子育てが子どもの最
善の利益に資するよ
う全親子ひろばで，
この31年度目標に向
けた28年度取組目標
を達成するため，足
並みを揃え進めてい
くよう28年度から正
式に始まった利用者
支援事業の業務も加
え子育て支援を行え
た。課題としては，
利用者支援事業を定
着させることであ
る。

A 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：500名，相
談件数計：
5,000件）

親子ひろば事業
は定着してき
た。次は，平成
28年度から開始
された利用者支
援事業の定着を
目指す。親子ひ
ろばに限らず，
市内子育て支援
団体者と横のつ
ながりが強化
し，要支援・要
保護とならない
健康群を増や
し，子どもの虐
待予防を推進す
る。

1-⑧ 24 子ども野外事業 ①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

①６箇所
②５箇所

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子ども子
育て事業
課

①4箇所 ①市内公園で遊
びを促す活動を
行い自主的な遊
びや生活に根ざ
した遊びを展開
する。

①4箇所 ①市内公園で遊
びを促す活動を
行い自主的な遊
びや生活に根ざ
した遊びを展開
する。

c ①実施公園を増やす
検討がされ，実現に
むけて調整を行う。

a 市内公園で遊びを促
す活動を行い自主的
な遊びや生活に根ざ
した遊びを展開す
る。

B ①９公園 青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。
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1-⑧ 25 子育ち・子育て
支援市民活動団
体の支援

市民活動センターにおいて，各
種相談，印刷機や会議室の提供
など活動の支援，事業展開のた
めの利子補助などの支援を行う
事業。

市民活動セン
ターに登録して
いる団体が200
団体に増えてい
る。

市民活動団体の
活動が活発化
し，多くの団体
が市民活動セン
ターを活用して
いる。多くの協
働事業が実施さ
れている。

協働コ
ミュニ
ティ課

市民活動セン
ターに登録し
ている団体が
150団体に増
えている。

未登録団体への
声かけや市報に
センター情報を
掲載しPRを図
る。また，庁内
の「協働研修」
内容の充実を図
り職員への意識
啓発に努める。

登録団体数が
147団体とな
り，昨年より
4団体増え
た。

未登録団体への
声かけや，セン
ターHPをリ
ニューアルし情
報発信を充実さ
せるなどして
PRを図った。
また，庁内の
「協働研修」内
容の充実を図り
職員への意識啓
発に努めた。

c 目標量を達成しな
かったため。
市民自治の推進のた
め，公共・公益な活
動をする市民活動団
体を支援する必要が
ある。市民活動セン
ター登録団体のヒア
リング等で引き続き
市民や団体の現状や
ニーズを把握してい
く。

b 市民活動団体の活動
の場としてミーティ
ングルーム，印刷機
等が活用され，利用
率も増加したため。
交流会の参加団体数
も多く，市民活動
フェスティバルの参
加人数等も前年度比
で向上した。

B 市民活動セン
ターに登録して
いる団体が157
団体に増えてい
る。

 市民活動セン
ターに関して
は，総合ビジョ
ンでは段階的に
運営を委託化す
る方針が出てい
る。30年度は
コーディネー
ターを設置し，
今後の市民活動
センターのあり
方について利用
者の声をうかが
いつつ検討作業
を行い，市民活
動団体や活動し
ている市民に
とってより利用
しやすい施設と
なるよう取り組
んでいく。

1-⑨ 26 「国分寺子ども
白書」の刊行

第１版（平成22年３月）で取
り上げたテーマ「子どもの居場
所」について，３～５年ごとに
一度程度のアンケートを実施
し，子どもたちの状況を把握す
る。

白書発行回数：
１回

白書の内容が各
施策に反映され
ている。

子ども若
者計画課

白書発行に関
する方法等の
検討

子ども白書に
向け，関係団
体とその方法
について検討
した。

e H26年度に行った子
どもの計画における
アンケートの内容を
もとに，子ども白書
作成に向け，関係団
体等と調整したが，
作成には至らなかっ
た。

e 発行されていないた
め，各施策への反映
がされているとはい
えないため

E 計画策定のため
のアンケート調
査において，よ
り市内の状況を
把握できる設問
等の検討を行
う。

32年度からの計
画策定のための
実態調査を行う
ため，前回まで
のアンケート調
査結果を整理，
分析を行う。ま
た，関係機関に
て実施している
調査結果等，情
報収集し，現状
分析を行う。

2-① 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

親子ひろば事業
対象者は，主に
0～３歳児のお
子さんとその保
護者，そして，
妊娠期の方であ
り，要支援・要
保護児童の予備
軍を早期に発見
ができる場であ
るため，利用者
を増やす。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127件

親子ひろば事業
対象者は，主に
0～3歳児のお
子さんとその保
護者，そして，
妊娠期の方であ
り，要支援・要
保護児童の予備
軍を早期に発見
ができる場とし
て，利用者増に
成功した。

a 事業が定着したこと
から，31年度目標に
向けた28年度取組目
標をおおむね達成
し，利用者延べ数と
父親利用延べ数の目
標値は，大きく上
回った。

a 親子ひろば利用者を
増やすため，安心し
て集える居場所を整
えると共に，広報
（市報・市ＨＰ・ツ
イッター・ポス
ター・配架チラシ）
に力を入れたこと。
また，親子ひろば，
市内子育て支援活動
団体等と横のつなが
りが構築でき始め，
双方の広報に繋がっ
たことが利用の増員
に繋がったと評価す
る。今後は，妊娠期
の利用者を増やすこ
とが課題である。

A 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：500名，相
談件数計：
5,000件）

親子ひろば利用
者に妊娠期の方
を増やすため，
健康推進課と連
携できるよう双
方の所管業務を
理解し，共に顔
が見える関係に
していく。
親子ひろば職員
（スタッフ）
が，親子ひろば
の本来の目的を
達成できるよう
研修等で方向性
を理解する。
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28年度
所管課

2-① 27 法内制度に基づ
く子どもの発達
相談事業

発達に心配のある児童に対し
て，医療・心理・言語・運動機
能・子育ての相談を行う。
また，通園教室については，
27年度に法内制度に移行す
る。早期療育が必要な児童に対
して，申請により児童発達支援
事業（通園事業）のサービス提
供を行う。

医療：12回，機
能：44回，言
語：24回，感覚
統合訓練：20
回，摂食指導：
４回，療育：10
回，（専門相談
回数）
相談受け入れ
数：850 件

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができてい
る。

子育て相
談室

医療：12
回，機能：
44回，言
語：12回，
感覚統合訓
練：15回，
摂食指導：４
回，療育：
10回，家庭
支援相談員：
22回（専門
相談回数）

平成27年度，
通園教室を児童
発達支援事業に
移行するととも
に，相談支援事
業所を新たに開
設したことによ
り，相談対象を
18歳未満まで
拡大する。利用
対象者のニーズ
を把握し，ニー
ズに合った専門
相談をサービス
提供するととも
に，利用する相
談者数が増え，
発達に心配のあ
る児童の支援に
繋げる。

医療：12
回，機能：
44回，言
語：12回，
感覚統合訓
練：15回，
摂食指導：４
回，療育：
10回，家庭
支援相談員：
22回（専門
相談回数）
相談受け入れ
数：402 件

通園教室を児童
発達支援事業に
移行するととも
に，相談支援事
業所を新たに開
設したことによ
り，相談対象を
18歳未満まで
拡大している。
利用対象者の
ニーズを把握
し，ニーズに
合った専門相談
をサービス提供
できるように努
めた。専門相談
を利用する相談
者数が増え，発
達に心配のある
児童の支援に繋
がった。

b 児童福祉法内の事業
発達支援事業として
の通園教室のおいて
は，安定した専門相
談の支援を提供でき
た。就学後の専門相
談について，相談内
容に対する支援に対
応できる専門相談員
を増やし，支援の幅
が増えた。

b 18歳未満までの相談
支援を初めたことに
よる教育相談室との
棲み分けについて
は，利用者が選べる
窓口が増えたこと
は，一定理解を得
て，教育相談室との
連携が深くなった。

B 医療：13回，機
能：44回，言
語：12回，感覚
統合訓練：17
回，摂食指導：
４回，療育：8
回，家庭支援相
談員：22回，
（専門相談回
数）
相談受け入れ
数：420件

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができるよ
う，利用者の
ニーズに合った
専門相談の回数
を増やす等の対
応を講じる。就
学後の専門相談
について，認知
度も高まってき
たが，引き続き
広報活動に力を
入れると共に，
受け入れ体制も
整備していく。

2-① 28 こどもの発達セ
ンターつくしん
ぼ法内制度移行
に伴う相談支援
事業

障害児相談支援事業(障害児支
援利用計画作成）及び特定相談
支援事業(障害児の一般的な支
援及びサービス等利用計画作
成）を展開する。

サービス利用計
画作成数：60件
障害児支援利用
計画作成：20件

18歳未満までの
児童の心身の発
達に心配ある方
の相談に十分対
応でき，途切れ
のない支援がで
きている。

子育て相
談室 障害児支援利

用計画作成：
100件
モニタリング
報告書作成件
数：50件

18再未満の児
童が，児童発達
支援事業及び放
課後等デイサー
ビス等のサービ
スを利用するた
めの利用計画を
作成し，障害福
祉サービスを受
けられるための
支援を行う。

障害児支援利
用計画作成：
139件
モニタリング
報告書作成件
数：64件

18再未満の児
童が，児童発達
支援事業及び放
課後等デイサー
ビス等のサービ
スを利用するた
めの利用計画を
作成し，障害福
祉サービスを受
けられるための
支援を行った。

a 障害児支援利用計画
作成件数について
は，すでに目標の約7
倍に達している。
サービス利用計画に
おいては，成人のた
めの利用計画のため
作成することはな
い。モニタリング報
告書作成件数を評価
の対象として実施し
ていく必要がある。

a 18再未満の児童が，
児童発達支援事業及
び放課後等デイサー
ビス等のサービスを
利用するための利用
計画を作成し，障害
福祉サービスを受け
られるための支援を
行った。すでに，目
標に達している。相
談支援専門員も1名増
員され，サービスが
必要なときに受けら
れる体制が整った。

A 　
障害児支援利用
計画作成：222
件
モニタリング報
告書作成件数：
174件,

相談支援専門員
が増員された
が． 児童発達支
援や放課後等デ
イサービスを利
用する児童がさ
らに増えてきて
いる現状があ
る。障害福祉課
と連携し，市全
体の需要等を把
握しながら，途
切れのない支援
を行っていく。

2-① 29 親子の遊びの教
室・集団指導教
室・個別指導教
室

遊びを通して親子のコミュニ
ケーションを育む場を提供する
事業。また，児童だけの定期的
な集団の場も提供する。

グループ数：７
グループ

子どもの発達に
心配ある方の相
談に十分対応で
き，早期からの
療育が実施で
き，成長に伴っ
た流れるような
支援ができてい
る。

子育て相
談室

グループ数：
６グループ

遊びを通しての
コミュニュケー
ションを育む場
を提供する事
業，また，児童
だけの定期的な
集団の場も提供
する。

グループ数：
６グループ

遊びを通しての
コミュニュケー
ションを育む場
と，児童だけの
定期的な集団の
場も提供した。

c 遊びを通してのコ
ミュニュケーション
を育む場と，児童だ
けの定期的な集団の
場も提供できた。し
かし，週５日療育が
必要な児童に対応し
た通園教室は定員の
縛りがあるため，利
用できない児童は，
集団指導教室（経過
観察グループ）に
て，週１回のサービ
スを受けている。必
要なサービスを必要
なとき提供できてい
ない。

c 定員がある通園教室
は，サービス提供に
枠があるため，希望
した時に必要なサー
ビス提供ができな
かったが，それ以外
の様々なグループ運
営により，遊びを通
してのコミュニュ
ケーションを育む
場，児童だけの定期
的な集団の場を提供
し，子どもの発達状
況に合った支援が提
供できた。

C グループ数
6グループ

週1回の親子の
遊びの教室等を
利用すると同時
に，近隣市の民
間の児童発達支
援事業所を併用
する利用者が増
えている。利用
者のニーズに
合ったサービス
が受けられるよ
う，事業所間と
障害福祉課と連
携をとり，必要
な支援を提供す
る。
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2-① 30 市内関係機関へ
の，専門的視点
での指導・援助

①民間を含めた，保育所・幼稚
園・学童保育所・児童館などへ
の施設訪問によるスタッフへの
助言。②主催研修会の企画立案
と参加啓発③施設での実習参
加・見学者受け入れの実施。

①施設訪問総
数：150件
②研修会受け入
れ人数：150人
（３回実施）
③実習生等の受
入数：延べ260
人

各施設での，発
達に心配のある
子どもへの対応
について，各ス
タッフへの専門
的視点での指
導・援助が十分
にできており，
市内全体のスキ
ルがアップして
いる。

子育て相
談室

①施設訪問総
数：10０件
②研修会受け
入れ人数：1
５０人
（３回実施）
③実習生等の
受入数：延べ
150人

①保育所等への
支援として，発
達に心配のある
子どもへの対応
及び施設への支
援やつくしんぼ
を利用している
児童の母集団へ
の連携支援を行
う。②③長年に
わたり培った療
育指導技術を外
部機関に発信
し，伝えてい
く。

①施設訪問総
数：108件
②研修会受け
入れ人数：
105人
（2回実施）
③実習生等の
受入数：延べ
296人

①保育所等への
支援として，発
達に心配のある
子どもへの対応
及び施設への支
援やつくしんぼ
を利用している
児童の母集団へ
の連携支援を
行った。②③長
年にわたり培っ
た療育指導技術
を外部機関に発
信し，伝えるこ
とができた。

b ①について，目標値
に達しており，②に
ついて，1回の研修内
容が，通園教室の通
園児に対しての事例
研究の内容だったの
で，外部の方を対象
としなかったため，
人数が増えなかっ
た。③について，実
習生の受け入れ数に
ついては，昨年度の2
倍以上になった。

a 保育所等において，
発達に心配のある子
どもへの対応につい
て，施設への支援や
つくしんぼを利用し
ている児童の母集団
への連携支援を行う
ことができた。ま
た，長年にわたり
培った療育指導技術
を外部機関に発信
し，伝えることがで
きた。

A ①施設訪問総
数：140件
②研修会受け入
れ人数：240人
（４回実施）
③実習生等の受
入数：延べ300
人

引き続き，保育
所等への支援と
して，発達に心
配のある子ども
への対応及び施
設への支援やつ
くしんぼを利用
している児童の
母集団への連携
支援を行う。ま
た，長年にわた
り培った療育指
導技術を外部機
関に発信し，広
報していく。ま
た，発達につい
ての知識を広く
市民に広報して
いく市民講演会
を恒例化して，
実施していく。

2-① 31 法内制度に基づ
く児童発達支援
事業

通園教室は，27年度に法内制
度に移行し，児童発達支援事業
（通園事業）を実施する。専門
職を配置し，専門的視点から発
達支援を行う。

療育日数：215
日

通園教室児童へ
の対応につい
て，専門的視点
での指導・援助
が十分にできて
いる。療育事業
への申請に，十
分な形で応えら
れており，子ど
もの発達と家族
を支援できてい
る。

子育て相
談室

療育日数：
217日

夏季家庭療育期
間への移行支援
として，8月の
初めに親子療育
日を設定し，療
育日数を増やし
た。

療育日数：
217日

8月に実施して
いたプール開放
を，親子療育と
し，療育日数を
増やした。

a 親子療育を実施し，3
日間の療育日数を増
やした。

a 夏季家庭療育期間に
入る前の親子の生活
リズムを整える等の
療育的観点から，親
子療育日を設定し，
療育日数を増やし
た。子どもの発達と
家族を支援した。詳
細の運営の部分で，
検討が必要だった。

A 療育日数：21５
日（平成30年度
は，日曜日が祝
日にあたる日が
多く,月曜日の振
替祝日が多いた
め，療育日数が
減る。）

夏季家庭療育期
間に入る前の親
子の生活リズム
を整える等の療
育的観点から，
親子療育日を設
定し，療育日数
を増やしてい
る。保護者が諸
事情で参加でき
なくても，保護
者支援の観点か
ら，児童のみの
受け入れを検討
していく。

2-① 32 心理経過観察事
業

１歳６か月児・３歳児健診の結
果等で，必要とされた幼児とそ
の保護者に対して継続的な心理
経過観察を行うことにより，子
どもの健全な発育を図る事業。
発達障害のスクリーニング・保
護者の受容と理解・適切な育児
促進への支援，適切な医療・療
育への橋渡し。

事業評価は数値
化しづらい。

心理経過観察の
必要な児童に対
して適切な支援
を行い，保護者
の不安が軽減で
きる。適切な療
育・医療との連
携が行えてい
る。

健康推進
課

事業評価は数
値化しづら
い。

心理経過観察の
必要な児童に対
して適切な支援
を行い，保護者
の不安が軽減で
きる。適切な療
育・医療との連
携ができる。

１歳６箇月以
上３歳未満の
幼児：34回
176人，３歳
以上の幼児：
75回376
人，
合計109回，
552人実施

必要な児童に対
して継続的な支
援が行えてお
り，保護者の不
安軽減につな
がった。また，
必要に応じて医
療や療育と連携
できた。

b 心理経過観察が必要
な児童や保護者に対
し，継続的に適切な
回数の心理相談を実
施できた。

b 発達に特徴のある未
就学児を育てている
保護者が，心理経過
観察における相談に
より，不安軽減する
とともに.，適切な時
期に療育や医療など
の支援につながるこ
とができた。

B 事業目標は数値
化しづらい。

心理経過観察の
必要な児童に対
して適切な支援
を行い，保護者
の不安が軽減で
きる。適切な療
育・医療との連
携ができる。

2-① 33 心理相談ケース
連絡会

健康推進課やこどもの発達セン
ターつくしんぼ等で対応してい
る個別ケースについて，情報共
有と支援方針確認。

年３回実施 健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で支援している
ケースについ
て，情報・支援
方針を共有し，
連携して支援が
行われている。

健康推進
課

年３回実施
（６・10・
１月）

健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で支援している
ケースについ
て，情報・支援
方針を共有し，
連携して支援で
きる。

年３回実施
（６・10・
１月）

つくしんぼと共
有しているケー
スについての支
援方針が全ケー
ス行えた。

b 年3回実施し，支援方
針を検討できた。

b ケースについて情報
共有し，支援方針を
定期的に検討するこ
とで，支援の連携が
スムーズにできた。

B 年３回実施 健康推進課とこ
どもの発達セン
ターつくしんぼ
で支援している
ケースについ
て，情報・支援
方針を共有し，
連携して支援で
きる。
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2-① 34

乳幼児育成事業

健康診査等において，「要心理
経過観察」とされた幼児及びそ
の保護者に対し，遊びを通じた
グループワーク及び心理相談員
や保健師による個別相談で必要
な指導を行うことにより幼児の
心身の健全な発育を促し，保護
者の育児不安の解消を図る事
業。

年12回実施 事業を通して児
童の経過観察だ
けでなく，保護
者への具体的な
助言や支援，的
確な処遇の判断
ができる。

健康推進
課

年12回実施 事業を通して児
童の経過観察だ
けでなく，保護
者への具体的な
助言や支援，的
確な処遇の判断
ができる。

年12回実
施。
来所対象児
42人
（実）・178
人（延），
保護者179人
（延），その
他26人
（延），
計384人
（延）。

年間29名の新
規児がおり，健
診フォロー，心
理相談の中で明
確な目的のもと
利用している。

b 年12回実施し，継続
的に支援できた。

b この事業（集団での
様子観察）が必要な
方への推奨，実施は
できており，グルー
プワークを通して，
児の経過観察だけで
なく，保護者への具
体的な助言や支援，
的確な処遇決定につ
ながっている。ま
た，グループワーク
終了後はつくしんぼ
に移行するケースが
多いが，会議や情報
提供など実施し連携
がとれている。

B 年12回実施 事業を通し，児
童の経過観察を
保護者と専門職
がともに実施し
共 有 す る こ と
で，保護者に適
切 な 助 言 や 支
援，児の処遇の
判断ができる。

2-① 35 障害児保健福祉
連絡会

保健センター（健康推進課）・
こどもの発達センターつくしん
ぼ・教育相談室，子ども家庭支
援センター等で対応している
ケースについての連絡会であ
る。（平成21年度より保健所
の参加はなし。）

年６回実施 障害児の支援に
関わる関係課が
集まり，情報交
換やケース検討
を行うことで，
一貫した支援に
つながる。

健康推進
課

年６回実施 障害児の支援に
関わる関係課が
集まり，情報交
換やケース検討
を行うことで，
一貫した支援に
つながる。

年6回実施 関係機関が集ま
り，情報交換，
ケース検討を
行った

b 年6回，関係課が集ま
り会議を実施でき
た。

b 情報交換，ケース検
討を通し，関係機関
の連携を図ることが
できた。また，要綱
設置について意見交
換することで，会議
内容について検討す
ることができた。

B 年６回実施 障碍児の支援に
かかわる関係課
が集まり，情報
交換やケース検
討を行うこと
で，一貫した支
援や切れ目ない
支援ができる。

2-① 36 障害者を理解し
受け入れる地域
づくり

障害者週間にあわせ，啓発に係
る行事，広報を実施している。
また，地域活動支援センターⅠ
型の事業として，地域住民ボラ
ンティア育成，普及啓発等の事
業等を実施している。

地域活動支援セ
ンターⅠ型設置
箇所：３箇所
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

継続
障害に対する地
域の理解を深め
る。
虐待予防や早期
発見の担い手と
なる地域の担い
手を確保する。
【活動指標】
・講演会等啓発
行事の実施。
・地域活動支援
センターⅠ型に
てボランティア
の育成

障害福祉
課

地域活動支援
センターⅠ型
設置箇所３箇
所について
は，平成2８
年度前に目標
を達成してい
る。

①障害に対する
地域の理解を深
める。
②虐待予防や早
期発見につなが
る地域の担い手
を確保する。
【活動指標】
①講演会等啓発
行事の実施。
②地域活動支援
センターにてボ
ランティアの育
成

地域活動支援
センターⅠ型
設置箇所は３
箇所
①つばさ
②虹
③プラッツ
障害者週間行
事を行い啓発
を行った。

相談支援，レク
リエーション等
の障害者の自主
的な活動及び地
域住民との交流
を図るための場
の提供等を行っ
た。

b 設置箇所３箇所の目
標は達成している。
障害者週間行事を実
施し，障害者理解へ
の啓発を行った。

b 設置箇所の３箇所の
目標は達成している
が，虐待予防や早期
発見につながる地域
の担い手を確保する
ことや，地域活動支
援センターにてボラ
ンティアを育成する
ことについては，継
続した取組が必要と
なる。

B 理解促進啓発事
業実施回数：1
回
地域活動支援セ
ンターⅠ型設置
件数：３箇所

障害に対する地
域の理解を深め
るために，講演
会等啓発行事を
実施する。
虐待予防や早期
発見つながる地
域の担い手を確
保するため，地
域活動支援セン
ターⅠ型にてボ
ランティアの育
成を図る。

2-② 37 学童保育所中学
生障害児保育

最長中学校３年生までの障害児
を学童保育所で受け入れる事
業。中学生障害児の放課後の受
け入れについて，今後のニーズ
に対応するため，学童保育所以
外の事業の取入れなど，各課連
携して市の方針を検討してい
く。

定員：児童館併
設学童保育所４
施設で各４人
（事業に支障の
ない範囲で定員
を超えての受け
入れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児の
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

子ども子
育て事業
課

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児が
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

買い物体験・所
外保育等自立に
向けた行事を設
定する。

a 定員：児童館併設学
童保育所４施設で各
４人とし，事業に支
障のない範囲で定員
を超えての受け入れ
を行っている。

b 学童保育所が，中学
生障害児の放課後の
居場所となってい
る。受け入れ経験の
浅い施設もあるた
め，他施設と連携し
職員のスキル向上を
図る必要がある。

A ①９公園 青空ひろば事業
に移行。小学生
が野外での遊び
から生きる力を
身に付ける。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

2-② 38 学童保育所の障
害児の受け入れ
拡充

学童保育所での障害児の受け入
れを行い，保護者の就労等の支
援を行う。職員の技量の向上等
により障害児保育の質の向上を
図る。

学童保育所の増
設等に伴い定員
増を図る。障害
児保育に資する
研修を実施す
る。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

子ども子
育て事業
課

童保育所の増
設等に伴い定
員増を図る。
障害児保育に
資する研修を
実施する。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

各施設（16
施設）定員：
低学年１人高
学年１人（事
業に支障のな
い範囲で定員
を超えての受
け入れを行っ
ている。）研
修の実施：有

障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

a 各施設（16施設）定
員：低学年１人高学
年１人（事業に支障
のない範囲で定員を
超えての受け入れを
行っている。）研修
の実施：有

c 学童保育所入所要件
を満たしている児童
は全員入所している
が，狭隘状況が発生
している。

B 各施設（16施
設）定員：低学
年１人高学年１
人（事業に支障
のない範囲で定
員を超えての受
け入れを行って
いる。）研修の
実施：有

障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

2-② 39 特別支援学級児
童生徒スクール
バス運行

特別支援学級への児童・生徒の
通学及び学校行事の参加等に際
し，その安全を図るため，送迎
を行う事業。

100%
（乗車人数／希
望者数）

希望者について
は，100%乗車
できることを目
標とする。

教育総務
課

100%
（乗車人数／
希望者数）

希望者について
は，100%乗
車できることを
目標とする。

100%(53人
／53人）

希望者について
は，100%乗
車できた。

a 希望者については，
100％乗車できてお
り，目標は達成し
た。

a 特別支援学級に在籍
する児童・生徒の安
全のため，希望者に
ついては，すべて乗
車できる体制を整え
ることが最優先であ
り，達成できた。

A 100%(乗車人数
／希望者数）

特別支援学級に
在籍する児童・
生徒の安全のた
め，今後も希望
者全員が乗車で
きるように運行
を継続してい
く。
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2-② 40 障害福祉サービ
ス

居宅介護（ホームヘルプ），短
期入所（ショートステイ）等の
障害福祉サービスを希望する場
合に，サービスの必要性を総合
的に判定するため，障害支援区
分の認定を受け，サービスの支
給決定をする事業。

(単位：月毎平均
利用者数）
居宅介護：154
人
行動援護：６人
福祉型短期入
所：90人
医療型短期入
所：19人
※障害福祉サー
ビス事業一部抜
粋
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

障害があっても
地域で安心して
自立した生活が
できている。

障害福祉
課

(単位：月毎平
均利用者数）
居宅介護：
152人
行動援護：５
人
短期入所：
98人

本人の意向と生
活実態に合わせ
て切れ目なく継
続的にサービス
が提供されるよ
う地域で包括的
なネットワーク
を構築するなか
で，ニーズを吸
い上げ，適切に
サービスの支給
決定がされてい
る。

(単位：月毎平
均利用者数）
居宅介護：
108人
行動援護：６
人
短期入所：
87人

重層的な相談支
援ネットワーク
の構築を進める
なかで，利用者
のニーズを把握
し，適切なサー
ビス支給決定を
行った。

c 平成31年度目標達成
に向けた平成28年度
の取組目標数値を下
回ったため。よりき
め細やかなケアマネ
ジメントの実施。

b 居宅介護の利用者減
少は，同居家族のい
る家事援助に対する
給付の適正化を行っ
た影響等もある。給
付費の適正化を図り
つつも，目標は下
回ってはいるが，
サービスを必要とし
ている方に必要な
サービス量の支給決
定を行なえている。

B 顕在化しつつあ
る利用ニーズに
対して，適切な
サービス提供が
行われるよう，
事業所と連携
し，短期入所等
のサービス提供
基盤の確保に努
める。

引き続き，自立
支援協議会の運
営を通じて，地
域のネットワー
ク強化に努め，
よりきめの細や
かな相談支援・
サービスの提供
を行う。

2-② 41 補装具給付事務
事業

身体障害者手帳をお持ちの方及
び対象とされている難病等によ
る障害のある方に，職業その他
日常生活の利便をはかることを
目的として，補装具費（購入・
修理）を支給する事業。 補装
具費（購入・修理）の支給を受
ける時は，その適否について東
京都心身障害者福祉センター等
の判定が必要。  世帯の所得に
応じて自己負担金（原則一割負
担）がある。

補装具給付件
数：260件
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は次期障害者
計画実施計画に
よる。

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

障害福祉
課

補装具給付件
数：260件

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

補装具費支給
決定件数：
231件

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

c 目標件数260件に達
しなかったため。

b 目標件数には達して
いないが，日常生活
動作などに制限が加
わる部位を補装具で
補完することで，生
活の質の向上が図ら
れているため。

B 補装具費給付件
数：264件

身体障害により
日常生活動作な
どに制限が加わ
る部位を補装具
で補うことで，
生活の質の向上
が図られてい
る。

2-② 42 日常生活用具事
務事業

在宅重度心身障害者(児)及び対
象とされている難病等による障
害のある方の日常生活を容易に
するため，日常生活用具を給付
（貸与）する事業。ただし，入
院中または施設入所中の場合
は，原則対象にならない。 日
常生活用具の給付（貸与）を受
けるには，障害の種類・部位お
よび程度の制限と，世帯の所得
に応じて自己負担金（原則一割
負担）がある。

2,013件（成人
含む）
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

日常生活用具を
給付すること
で，障害があっ
ても日常生活を
容易に過ごすこ
とができるよう
になる。

障害福祉
課

日常生活用具
給付決定件
数：2,013件

日常生活用具を
給付すること
で，障害があっ
ても日常生活を
容易に過ごすこ
とができるよう
になっている。

日常生活用具
給付決定数：
1,997件

日常生活用具を
給付すること
で，障害があっ
ても日常生活を
容易に過ごすこ
とができるよう
になっている。

c 目標件数2,013件に
達しなかったため。

b 目標件数には達して
いないが，日常生活
用具を給付すること
で，障害があっても
日常生活を容易に過
ごすことができるよ
うになり，生活の質
の向上が図られてい
るため。

B 日常生活用具給
付件数：2,144
件

在宅重度心身障
害者(児)及び難
病等による障害
のある方に対
し，日常生活用
具を給付するこ
とで，障害が
あっても日常生
活を容易に過ご
すことができる
ようになり，生
活の質の向上が
図られている。

2-② 43 意思疎通支援事
業

手話通訳：聴覚に障害のある方
が，市の主催行事およびそれに
準ずる催し等に参加する時，ま
たは健聴者との意志疎通を円滑
にするため手話通訳を必要とす
る場合に，手話通訳者を派遣す
る事業。
要約筆記：聴覚障害者団体およ
び聴覚障害者で手話による意志
疎通が困難な方に要約筆記者を
派遣する事業。盲ろう者の通
訳・介助者　視覚と聴覚の両方
に障害がある方に，その方の障
害の特性に応じたコミュニケー
ションしやすい方法で通訳を行
う通訳・介助者を派遣する事
業。

派遣延人数：
188人
※平成29年度目
標
※平成3年度以降
は後記」障害者
計画による

聴覚障害や視覚
障害があるため
コミュニケー
ションがとれな
い方に，その障
害特性に応じた
方法や手話通訳
者など人的派遣
により，意思疎
通を行って自立
した社会生活が
営めるようにな
る。

障害福祉
課

派遣延べ件
数：188件

聴覚障害や視覚
障害があるため
意思疎通が困難
な方に，手話通
訳者などを派遣
することによ
り，意思疎通を
図り自立した社
会生活が営める
ようになる。

手話通訳者等
派遣延べ回
数：335回

聴覚障害や視覚
障害があるため
意思疎通が困難
な方に，手話通
訳者などを派遣
することによ
り，意思疎通を
図り自立した社
会生活が営めて
いる。

b 目標派遣件数を達成
しているため。

b 聴覚障害や視覚障害
があるためコミュニ
ケーションがとれな
い方に，その障害特
性に応じた方法や手
話通訳者など人的派
遣により，意思疎通
を行って自立した社
会生活が営めるよう
になっているため。

B 意思疎通支援事
業利用人数等
①手話通訳者・
要約筆記者派
遣：333人
②指文字通訳者
派遣：9人
③対面朗読者派
遣：36人

聴覚障害や視覚
障害があるため
意思疎通が困難
な方に，手話通
訳者などを派遣
することによ
り，意思疎通を
図り自立した社
会生活が営めて
いる。
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2-② 44 障害児通所支援 児童福祉法に基づく障害のある
子どもが通所により利用できる
サービス（児童発達支援，医療
型児童発達支援，放課後等デイ
サービス，保育所等訪問支援）

（単位：月毎の
平均利用者数）
医療型児童発達
支援：６人
放課後等デイ
サービス：140
人
保育所等訪問支
援：１人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

障害があっても
地域で安心して
自立した生活が
できている。

障害福祉
課

（単位：月毎
の平均利用者
数）
児童発達支
援：28人
医療型児童発
達支援：６人
放課後等デイ
サービス：
137人
保育所等訪問
支援：１人

本人の健全な発
達のための適切
な療育的内容を
伴った各種サー
ビスが提供され
ている。

（単位：月毎
の平均利用者
数）
児童発達支
援：53人
医療型児童発
達支援：４人
放課後等デイ
サービス：
145人
保育所等訪問
支援：０人

適切な療育のた
めの良質なサー
ビスが提供され
るよう，サービ
ス提供事業所等
と個別に情報交
換を実施した。

b 目標数値にほぼ到達
しているため。

b 適切な療育のための
良質なサービスが提
供されるよう，サー
ビス提供事業所等と
個別に情報交換を実
施した。今後は，事
業所間の連携を深め
ていくことで全体の
質の向上を図る必要
がある。

B 計画的な事業所
の整備誘導

市内及び近隣の
サービス提供事
業所との定期的
な情報交換及び
連携強化のため
の取組を実施す
る。

2-② 45 移動支援事務事
業

社会生活上必要な外出等障害者
又は障害児の自立生活及び社会
参加を促進するために，ガイド
ヘルパーを派遣する事業。

利用実人数：
171人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

障害福祉
課

利用実人数：
171人

ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

利用実人数：
166人

ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

b 目標件数にほぼ達し
ているため。

b ガイドヘルパー派遣
を受けたことによ
り，社会生活上必要
な外出をして自立し
た日常生活や社会参
加ができるように
なっているため。

B 移動支援事業利
用人数：183人

移動支援事業の
ガイドヘルパー
派遣を受けたこ
とにより，社会
生活上必要な外
出をして自立し
た日常生活や社
会参加ができる
ようになってい
る。

2-② 46 日中時間預かり
事業

居宅において介護者が疾病等に
より，65歳未満の身体障害者
手帳，愛の手帳，精神保健福祉
手帳をお持ちの方の介護が，一
時的にできない場合に，日中の
時間，障害者支援施設等に入所
することができる事業。

利用実人数：
115人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等には安心を，
利用者には日常
的な安定した生
活を送ることが
できている。

障害福祉
課

利用実人数：
115人

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等には安心を，
利用者には日常
的な安定した生
活を送ることが
できている。

利用実人数：
92人

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等には安心を，
利用者には日常
的な安定した生
活を送ることが
できている。

c 目標件数に達してい
ないため。

b 目標件数には達して
いないが，保護者等
に代わって施設等で
一時的に預かり介護
を行うことにより，
保護者等には安心
を，利用者には日常
的な安定した生活を
送ることができてい
るため。

B 日中時間預かり
事業（日中一時
支援事業）利用
人数：102人

保護者等に代
わって施設等で
一時的に預かり
介護を行うこと
により，保護者
等は安心した生
活を，利用者は
日常的な安定し
た生活を送るこ
とができてい
る。

2-② 47 重度心身障害者
（児）巡回入浴
サービス

家庭で入浴することが困難なね
たきり等の重度心身障害者(児)
に対し，定期的に巡回入浴車が
お宅へ訪問し，部屋の中に浴槽
を持込み，専門スタッフが入浴
の介護を行う事業。 重度心身
障害者(児)でねたきり等のため
入浴が困難な65歳未満の方
で，身体障害者手帳２級以上ま
たは愛の手帳２度以上所持者が
対象。

利用実人数：22
人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は後期障害者
計画による。

寝たきり状態に
ある障害者等の
体が清潔に保て
ているととも
に，日頃の保護
者等に対する入
浴介護の負担軽
減が図られてい
る。

障害福祉
課

利用実人数：
22人

寝たきり状態に
ある重度身体障
害者等の体が清
潔に保てている
とともに，日頃
の保護者等に対
する入浴介護の
負担軽減が図ら
れている。

利用実人数：
12人

寝たきり状態に
ある重度身体障
害者等の体が清
潔に保てている
とともに，日頃
の保護者等に対
する入浴介護の
負担軽減が図ら
れている。

c 目標件数に達してい
ないため。

b 寝たきり状態にある
重度身体障害者等の
体が清潔に保たれて
いるとともに，日頃
の保護者等に対する
入浴介護の負担軽減
が図られているた
め。

B 巡回入浴サービ
ス利用人数：12
人

家庭で入浴する
ことが困難な寝
たきり状態にあ
る重度身体障害
者等の体が清潔
に保たれている
とともに，日頃
の保護者等に対
する入浴介護の
負担軽減が図ら
れている。
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子ども子
育て事業
課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育サービスが
提供されてい
る。

年間延べ471
人

質の高い障害児
保育サービスが
提供されてい
る。

b 年間延べ471人 b 加配職員を配置した
障害児保育を実施し
ている。

B 障害児の受入人
数は増加した。
未実施の園もあ
るため，実施園
を増やしていく
必要がある。

全ての園で障害
児保育を実施す
るように促して
いく。

子ども子
育てサー
ビス課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。

待機児童：
102人
年間障害児受
入人数：471
人

公立保育園と私
立保育園を希望
した場合，公立
保育園希望児童
のために実施す
る，障害児入所
事前保育会に私
立園の園長に参
加の案内を行っ
た。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため。

c 私立園は，受入れ可
否の人員体制状況確
認を保護者自身に確
認をしてもらってい
るため。

B 施設整備がすす
み，毎年保育所
数が増加してい
ることから，既
存園も含め，新
規保育所にも積
極的に受入れを
してもらうよう
働きかけてい
く。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，入
所のための保育
所見学の日程調
整を行い，保護
者の負担軽減を
図っていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

子ども若
者計画課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育が施される
よう，基幹型保
育所システム事
業を活用した支
援体制がある。

待機児童：
102人
年間障害児受
入人数：471
人
認可保育所
25施設中16
施設で受け入
れ

基幹型保育所シ
ステム事業にお
いて，都と連携
して「保育コー
ディネーター研
修（全9回の講
義と１回の療育
見学）」を実施
し，認可外保育
施設含め26保
育施設から施設
長や保育士，看
護師らが参加し
たことで，各保
育施設におい
て，発達障害へ
の理解を深め，
保育現場で職員
間や保育環境を
コーディネート
できるよう支援
した。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため

b 保育コーディネー
ター研修は，今年度
初めて実施した事業
であったが，１日の
みのスポット研修と
は異なり，１年を通
じた研修開催とし
た。専門的知識や技
術を丁寧に学べるだ
けでなく，研修で習
得したことを現場で
実践し，実践したこ
と次回以降の研修で
フィードバックする
機会があり，質の高
い保育を実施する支
援体制を構築するこ
とができたため。

B 待機児童解消及
び全園受入れ

基幹型保育所シ
ステムの事業を
活用し，各保育
施設が，「こど
もの発達セン
ターつくしん
ぼ」との連携を
深められるよう
支援する。
（例：保育施設
職員がつくしん
ぼの施設を見学
する機会や実際
に業務に携わ
り，取組を理解
する機会を設け
る等）

2-③ 49 特別支援学級児
童就学奨励費支
給

特別支援学級の保護者の経済的
負担を軽減し，心身教育の振興
を図る事業。

対象者全員が申
請している。

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
ている。

学務課 対象者全員が
申請してい
る。

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
ている。

対象者全員が
申請した。
対象児童数：
80人
補助金額：
5,302,303
円

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
た。

a 学校を通じて申請書
を配付。対象者全員
から申請書の提出を
いただいたため。

a 特別支援学級の保護
者の経済的負担が軽
減されたため。

A 対象者全員が申
請している。

特別支援学級の
保護者の経済的
負担が軽減され
ている。

2-③ 50 特別支援学級児
童・生徒への校
外学習等参加費
補助

校外学習等への参加費を補助す
ることにより，特別支援学級に
在籍する児童・生徒の自立活動
の学校教育における支援を行う
事業。

小学校：30回
中学校：10回

体験活動の充実
を図ることがで
きている。

学校指導
課

小学校：30
回
中学校：10
回

体験活動の充実
を図ることがで
きている。

小学校：
20回
中学校：
17回

体験活動の充実
を図った。

a 障害に応じて，各校
で校外学習等が実施
された。
28年度の取組目標で
ある実施回数につい
て，小・中学校全体
としてほぼ達成され
た。

a 校外学習等への参加
費を補助することに
より，特別支援学級
に在籍する児童・生
徒の自立活動支援し
た。

A 障害種に応じ
て，適正に校外
学習を計画・実
行する。他の学
習活動における
ねらいとのバラ
ンスをとり，回
数のみにとらわ
れず，学習機会
の質の向上を目
指す。

校外学習等への
参加費を補助す
るのみならず，
障害種に応じた
校外活動の適正
な実行に向け
て，指導主事が
学習指導要領を
踏まえた指導を
することによ
り，特別支援学
級に在籍する児
童・生徒の自立
活動を支援す
る。

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。

2-② 48 障害児保育事業
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評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

2-③ 51 特定医療費の助
成

①指定難病の方（一部の難病は
生活保護の方を除く）②東京都
内に住所を有している方③医療
費助成の認定基準を満たしてい
る方へ支給する事業。東京都よ
り窓口事務が市に移譲されてい
る。

受給者見込数：
1,200人
※平成29年度目
標
※平成30年度以
降は次期障害者
計画実施計画に
よる。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

受給者数：
1,200人

難病医療を必要
とする方が，も
れなく利用でき
るようになって
いる。

受給者数：
1,214人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標件数に達してい
るため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害福祉ガ
イドブック，Ｈ
Ｐ等を通し制度
の広報に努め，
周知が図られて
いる。

2-③ 52 特殊疾病者福祉
手当支給事務事
業

東京都難病医療費等助成制度の
対象疾病に罹患し，難病の患者
に対する医療等に関する法律
（平成26年法律第50号）に規
定する医療受給者証，難病医療
助成の医療券及び小児慢性疾患
医療券の交付を受けた方に月額
6,000円の手当を支給する事
業。施設入所者等支給制限，所
得制限あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
特定医療及び難
病医療助成対象
者に対し制度の
案内を行うとと
もに，市報等を
利用し制度の周
知を図る。（市
報年1回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

難病に罹患して
いる一定所得額
以下の方に対
し，特殊疾病者
福祉手当を支給
し経済的負担の
軽減を図る。

受給者：621
人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

特定医療及び難
病医療助成対象
者に対し制度の
案内を行うとと
もに，市報等を
利用し制度の広
報（市報年1
回）に努め，周
知が図られてい
る。

2-③ 53 特別障害者手当
等（障害児福祉
手当）支給事務
事業

精神または身体に重度の障害が
あるため，日常生活において常
時介護を必要とする状態にある
20歳未満の児童に月額
14,380円支給する事業。施設
入所者等支給制限，所得制限あ
り。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

精神または身体
に重度の障害が
あるため，日常
生活において常
時介護を必要と
する状態にある
20歳未満の児
童に手当を支給
し経済的負担の
軽減を図る。

受給者数：
44人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の広報（市
報年1回）に努
め，周知が図ら
れている。

2-③ 54 重度心身障害者
手当支給事務事
業

重度の知的障害で，著しい精神
症状などのため常時複雑な介護
を必要とする方，あるいは，重
度の知的障害と身体障害１・２
級程度の障害が重複している
方，または重度の肢体不自由者
で両上肢・両下肢の機能が失わ
れ，座っていることが困難な方
に月額60,000円支給する事
業。所得制限あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

重度の知的障害
で，著しい精神
症状などのため
常時複雑な介護
を必要とする
方，あるいは，
重度の知的障害
と重度の身体障
害が重複してい
る方，または重
度の肢体不自由
者で両上肢・両
下肢の機能が失
われ，座ってい
ることが困難な
方に手当を支給
し経済的負担の
軽減を図る。

受給者数：
95人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の広報（市
報年1回）に努
め，周知が図ら
れている。
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量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

2-③ 55 心身障害者医療
費助成事務事業

身体障害者手帳１・２級（内部
障害者の３級の方も含む）また
は愛の手帳１･２度の方に対し
て，心身障害者医療費助成受給
者証（マル障）を発行し，病院
等で支払う保険の自己負担金の
一部を助成する事業。所得制限
あり。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手帳
１・２級（内部
障害者の３級の
方も含む）また
は愛の手帳１･
２度の方に対し
て，心身障害者
医療費助成受給
者証（マル障）
を発行し，病院
等で支払う保険
の自己負担金の
一部を助成する
ことにより，経
済的負担の軽減
を図る

受給者数：
776人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績が減少し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の広報（市
報年1回）に努
め，周知が図ら
れている。

2-③ 56 自立支援（精神
通院）事務事業

精神疾患を理由として通院医療
を受ける場合において，その医
療に必要な費用の一部を助成す
る事業。ただし，所得に応じて
月額上限負担額が異なる。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，精神障害者
保健福祉手帳取
得者への案内，
ＨＰ等を通し制
度の広報に努め
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。

申請件数（新
規・更新）：
482件

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，制度の
周知を行い，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 医療が必要な方に
ホームページや，障
害福祉ガイドブッ
ク，相談を通じて周
知を行い，申請手続
きを行った。

B さらなる周知を
図る

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

2-③ 57 小児精神入院事
務事業

精神障害のため精神病室に入院
治療を必要とする満18歳未満
の方の入院医療費を助成する事
業。食事療養費の標準負担額
は，自己負担となる。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，精神障害者
保健福祉手帳取
得者への案内，
ＨＰ等を通し制
度の広報に努め
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，精
神障害者保健福
祉手帳取得者へ
の案内，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努める。

申請件数:４件 障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，制度の
周知を行い，平成25
年度実績と同程度の
実績となった。

b 医療が必要な方に
ホームページや，障
害福祉ガイドブッ
ク，相談を通じて周
知を行い，申請手続
きを行った。

B 制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努める。

2-③ 58 心身障害者扶養
共済事務事業

心身障害者の保護者が死亡また
は重度障害状態になったときか
ら，障害者へ終身年金を支給
し，保護者の不安の軽減と障害
者の福祉の向上を図る事業。任
意加入の年金制度。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続
必要な方が加入
できるようにす
る。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
する制度の案内
を行うととも
に，障害者のし
おり等を利用し
制度の周知を図
る。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
する制度の案内
を行うととも
に，障害福祉ガ
イドブック等を
利用し制度の周
知を図る。

加入者数：
１口17人，
２口7人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
た。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時に対象者に
対する制度の案
内を行うととも
に，障害者のガ
イドブック等を
利用し広報に努
め，制度の周知
が図られてい
る。
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量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

2-③ 59 心身障害者通院
通所訓練等交通
費助成事務事業

身体障害者手帳１・２級（内部
障害者の３級の方も含む）また
は愛の手帳１･２度の方に対し
て，医学的治療のために通院あ
るいは機能回復訓練等のため通
所する，並びに社会参加を促進
するために公的機関が主催等す
る行事へ参加，地域活動へ参加
等する場合に，その交通費を月
額5,250円を上限に助成する事
業。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

対象者がもれな
く受給できるよ
うにする。
【活動指標】
身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の周知を図
る。（市報年1
回）

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

心身障害者(児)
の通院及び機能
回復訓練通所に
要する交通費並
びに社会参加の
ために必要な交
通費を助成し，
経済的負担の軽
減を図る。

利用延べ人
数：2,395人

障害福祉ガイド
ブック等を利用
し制度の周知を
図った。

c 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績が減少し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

身体障害者手
帳，愛の手帳取
得時対象者に対
し制度の案内を
行うとともに，
市報等を利用し
制度の広報に努
め，周知が図ら
れている。

2-③ 60 Ｂ型・Ｃ型ウイ
ルス肝炎イン
ターフェロン治
療医療費助成

都内に住所があり，都が指定す
る肝臓専門医療機関で，Ｂ型・
Ｃ型肝炎のインターフェロン治
療を要すると診断された方に，
インターフェロン治療にかかる
保険診療（入院・外来）の医療
費のうち，各所得区分における
自己負担限度額を超えた金額を
１年間助成する事業。

制度の性質から
目標数値の設定
は困難。

継続

医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

制度の性質か
ら目標数値の
設定は困難。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努める。

申請件数：
68件

障害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の周
知を図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

３-① 61 児童館の整備計
画

平成21年度策定の施設整備計
画に基づき，老朽化，狭隘化へ
の対応のため施設整備をしてい
く。

新たな整備計画
に基づく整備

児童館が整備さ
れ，児童や乳幼
児親子が様々な
遊びや活動を展
開している。

子ども子
育て事業
課

未実施 全庁的な計画の
見直しとなる。

未実施 全庁的な計画の
見直しとなる。

e 重要施設の位置づけ
にはなっているが具
体的な整備計画はな
い。

e 重要施設の位置づけ
にはなっているが具
体的な整備計画はな
い。

E 緊急修繕の把握
を行う。

緊急修繕を行
う。

３-① 62 児童館での乳幼
児・小学生・中
高生向け事業

各年齢，ニーズに対応した企画
を実施する事業。

全児童館の事業
数
：800回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

子ども子
育て事業
課

全児童館の事
業数
：800回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

全児童館の事
業数
：797回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

b 企画数はほぼ達成し
た。

b 部屋のㇾアウト変更
を行うなど，参加し
やすい環境を整え
た。

B 全児童館の事業
数
：800回

各年齢のニーズ
に対応した企画
が実施されてい
る。

３-① 63 地域の子どもの
居場所づくり

空き店舗や空き家を活用した子
どもの居場所づくりを行う。

２箇所の設置 児童が身近な居
場所でいきいき
と過ごしてい
る。

子ども若
者計画課

空き家対策部
署と連携し，
活用が可能物
件等の情報収
集を行う。

空き家対策部署
と連携し，活用
が可能物件等の
情報収集を行
う。

相談件数
１件

空き家対策部署
と連携し，活用
が可能物件等の
情報収集を行っ
た。

d 活用を希望する市民
活動団体からの相談
があり，関係各課等
の調整を行った。建
物における制限等が
あり，団体との希望
に合わなかったこと
から，活用には至ら
なかった。

d 市民が活用したい物
件が必ずしも，使用
できる物件ではない
ことから，市民の
ニーズ応じたマッチ
ングができるよう，
引き続き関係部署か
らの情報収集を行
う。

D 市民からの相談
に対し，適切に
空き家対策担当
部署へつなげて
いくようにす
る。

市民のニーズ応
じたマッチング
ができるよう関
係部署から，活
用が可能物件等
の情報収集に努
める。

３-① 64 児童館の開館日
の見直し

児童館の開館日（現行　月～土
曜日）の見直しを行う。

日曜・祝日開館
している施設：
１館

日曜日・祝日に
開館している児
童館で，児童や
平日の利用が難
しい親子がいき
いきと過ごして
いる。

子ども子
育て事業
課

日曜・祝日開
館している施
設：０館

休日に遠足や児
童館まつりを実
施する。

日曜・祝日開
館している施
設：０館

休日に遠足や児
童館まつりを実
施する。

e 実施施設なし。 c 遠足や児童館まつり
の参加は多かった。
職員体制の整備が必
要である。

D 検討課題とする。 休日に行事実施
する。

３-① 65 児童館運営委員
会の設置

全館を対象とした，事業評価・
課題抽出のための委員会を立ち
上げる。

開設状況：有 児童館運営委員
会が設置され児
童館の運営に関
する事業評価や
課題抽出がされ
ている。

子ども子
育て事業
課

単館で地域の
関係者による
意見聴収をす
る。

利用者からの意
見聴収の場を設
ける

1箇所 単館で地域の関
係者による意見
聴収をする。

e 運営委員会の設置は
なかったため，開催
ができなかった。

e 未実施 E 6館 子どもも含め，
利用者の意見を
聞く場の設定を
行い，地域関係
者へ働きかけて
参加を促す。
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子ども野外事業 ①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。

①６箇所 ①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。

子ども子
育て事業
課

4箇所 H29年度に事
業者の提案型協
働事業の実施に
向けて調整して
いく。

4箇所 H29年度9公園
での実施に向け
て調整する。

c H29年度9公園実施
に向けて調整する。

b H29年度提案型協働
事業として，9公園実
施に向けて調整でき
た。

B こくぶんじ青空
ひろば事業とし
て，9公園実施

乳幼児親子と小
学生の野外遊び
の提供

②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

②３箇所 ②屋内では物足
りない幼児が外
遊びができる
場，保護者は人
とつながれるよ
う交流の場，ま
た相談を行う場
の環境を整え
る。

②３箇所 ②屋内では物足
りない幼児が外
遊びができる
場，保護者は人
とつながれるよ
う交流の場，ま
た相談を行う場
の環境を整え
た。

c 平成26年度から３か
年契約の協働事業で
の「屋外型親子ひろ
ば」であったため，
現状の実施個所数で
ある。

a ②屋内では物足りな
い幼児が外遊びがで
きる場として土遊
び，水遊び，公園遊
具遊び，木の実を
取って遊ぶ等，プレ
イリーダーの支援の
もと提供できた。保
護者にはプレイリー
ダーがネットワーク
の一助になるよう仲
介し，また相談をし
やすい関係性を図る
よう努め利用者のリ
フレッシュするとい
う目的は達成した。

B 28年度で３か年
契約が完了「屋
外型親子ひろ
ば」事業は廃
止。
29年度では，子
ども子育て事業
課の子ども野外
事業「プレイ
キッズ」と統合
し，「こくぶん
じ青空ひろば」
で提案型協働事
業実施すること
になった。

外遊びを特化し
た「こくぶんじ
青空ひろば」で
公募型協働事業
で行われる予定
である。相談部
門は，子ども家
庭支援センター
が担うことと
し，午前中に実
施公園へ助産師
を派遣，保護者
のケアやスタッ
フの支援を行
う。

３-② 66 プレイステー
ション事業

青少年がいきいきと安全に遊べ
る冒険遊び場として，国分寺市
プレイステーションの管理･運
営を委託する事業｡

年間来場者数：
15,000人（単
年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きている。

社会教育
課

年間来場者
数：15,000
人（単年度）

遅滞なく指定管
理者と契約を締
結し，遊び場を
提供する

14,480人 青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きた

c 来場者数は年度に
よってばらつきがあ
るため，来場者数が
減少した理由を特定
することできない
が，事業内容は過去
と遜色ないため，よ
り利用者に魅力的な
事業の実施につい
て，事業者と協議を
行う。

a 火の使用制限による
影響はあるものの，
事業報告書によるア
ンケートから，満足
度が98%と高い結果
が得られた

B 年間来場者数：
15,000人（単
年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きるよう近隣住
民と協議を行
う。

３-② 67 プレイリーダー
講習会

子どもの遊びへの代弁者とし
て，または子どもたちを見守り
指導する役割を担うプレイリー
ダーの養成を実施する事業。

受講者数
：40人（大人）

子どもたちを見
守り，活動を支
える大人たちが
増え，子どもた
ちが安心しての
びのび遊べる環
境である。

社会教育
課

受講者数
：40人（大
人）

指定管理者に，
事業計画に基づ
いたプレイリー
ダー養成講習会
を実施するよう
管理する。

55人 予定通り講習会
が開催でき，受
講者数も増加さ
せることができ
た。

a 目標値である受講者
数40人を大きく上回
ることができた。

a 多くの子どもたちの
見守りや活動を支え
るプレイリーダーを
養成することができ
た。

A 受講者数
：40人（大人）

活動を支える大
人たちの充実だ
けでなく，講習
会の内容につい
ても充実させ
る。

３-② 68 公園緑地の整備 公園・緑地の整備，改修を行
い，子どもを含む利用者が，安
全に利用できるように進める事
業。

緑地：２箇所，
遊具改修適宜対
応

市民が憩える緑
地を整備し，子
どもたちが安
全・安心に利用
できる遊具の改
修の充実が図ら
れている。

緑と建築
課

緑地：
一部供用開始
1箇所
一部公有化1
箇所
遊具改修適宜
対応

市民が憩える緑
地を整備し，子
どもたちが安
全・安心に利用
できる遊具の改
修の充実が図ら
れている。

緑地：
一部供用開始
0箇所
一部公有化1
箇所
大規模遊具改
修1箇所

市民が憩える緑
地の一部公有化
をした。
子どもたちが安
全・安心に利用
できるよう大規
模遊具改修をし
た。

b 姿見の池緑地におい
ては，土地を占有さ
れていたため，一部
開園ができなかっ
た。
恋ヶ窪用水路周辺緑
地の一部を公有化を
した。
遊具改修は34箇所で
実施した。
以上のことから評価
をbとした。
遊具改修については
設置年数が古い公園
が多いため修繕の増
加が予測される。

b 緑地の一部を公有化
したことで平成31年
度目標に近づけた。
遊具修繕をしたこと
で，子どもの安全・
安心に利用できるよ
うになった。
以上のことから評価
はbとした。
姿見の池緑地につい
ては，今後も占用さ
れることが予測され
るが，適切に対応し
ていく。

B 緑地：
一部公有化1箇
所
供用開始1箇所

遊具改修適宜対
応。
施設の維持管理
計画に基づく管
理。

恋ヶ窪緑地を一
部公有化する。
恋ヶ窪用水路周
辺緑地の供用開
始をする。
遊具改修につい
て適宜対応する
とともに，施設
の維持管理計画
に基づき管理を
する。

３-② 24
再掲
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３-② 69 小・中学校の校
庭，体育館をス
ポーツ開放

スポーツやレクリエーション活
動の場として，小中学校の校
庭，体育館を団体に開放する事
業。

15校 体育館の利用時
間のコマを検討
しより多くの団
体が使用できる
ようにする。

スポーツ
振興課

15校で実施
する。

小学校体育館：
4,684件
小学校校庭：
1786件
中学校体育館：
843件中学校
校庭：695件
計8,008件
（27年度を基
に３％増）

15校で実施
した

小学校体育館：
4,878件
小学校校庭：
1,677件
中学校体育館：
951件
中学校校庭：
959件
計8,465件

a 15校での実施を達成
した。

b 中学校の校庭利用が
増えたことは評価で
きるが，学校によっ
てはさらに増やすこ
とも可能であると考
える。

A 　市内公立小中
学校全15校で実
施してる。

　小学校体育
館：5,024件
小学校校庭：
1,727件
中学校体育館：
979件
中学校校庭：
987件
計8,717件
（28年度を基に
3%増）
スポーツやレク
リエーション活
動の場として，
小中学校の校
庭，体育館を団
体に開放し，よ
り多くの市民に
対してスポーツ
の場の提供を図
る。

３-② 70 青少年地域リー
ダー養成講習会

地域に住む人々にとってぬくも
りのある人間性豊かな地域づく
りに積極的に貢献できる青少年
リーダーを育成する事業。

講座回数：６回
受講者数：15人

講座の受講生を
中心に地域の活
動が活発に行わ
れている。

社会教育
課

講座回数：６
回
受講者数：
15人

青少年 講座回数：５
回
受講者数：8
人

講座の受講生を
中心に地域の活
動が活発に行わ
れている

b 講習会内容の見直し
を図り，講座回数を5
回としたが，結果と
して受講者数が減少
してしまった

b 受講生が減少してし
まったが，これまで
の受講者による活動
が行われているため

B 講座回数：６回
受講者数：15人

受講者を増加さ
せるため，魅力
ある実践的な講
習会を企画し，
積極的に参加し
たくなる事業と
する。

３-② 71 放課後子どもプ
ランの実施

地域・学校・行政の連携による
学校等を利用した安全で安心な
子どもの居場所づくり事業「放
課後子どもプラン」を実施す
る。

市内全市立小学
校10校で実施

放課後に，子ど
もが安心して過
ごすことのでき
る居場所が提供
されている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施

放課後子どもプ
ランを実行委員
会に委託し，子
どもの居場所を
提供する

市内全市立小
学校10校で
実施

放課後に，子ど
もが安心して過
ごすことのでき
る居場所が提供
された

a 子どもが過ごす場所
として，全10校で実
施することができた

a 全10校での実施によ
り，子どもが安心し
て過ごせる場所が提
供できた

A 市内全市立小学
校10校で実施

目標値を達成し
ているが，さら
なる利用者の増
加を目指し，実
行委員会が活動
しやすい環境を
整備する。

３-② 18
再掲

地域住民主導に
よる総合型地域
スポーツクラブ
の設立を支援

小・中学校を拠点とし，地域住
民主導による総合型地域スポー
ツクラブを市内に設立すること
を支援する事業。会員となるこ
とにより，いつでも誰でもス
ポーツに親しむことができるよ
うにする。

会員数：200人 いつでも誰でも
スポーツに親し
むことができる
ようにする。

スポーツ
振興課

会員数：130
人

数多くの種目を
用意し，身近な
場所でスポーツ
に親しむ環境を
整える

会員数：100
人

　六小バドミン
トン：20回410
名，シニアバラ
ンスボール＆ノ
ルディック
ウォーキング：
12回212名，月
曜チアダンス：
32回130名，走
り方教室（3日連
続）：2回408
名，走り方教室
（毎月一回）：7
回63名，ボッ
チャ：4回37
名，ひかりスポ
レク広場：6回
57名，クラブま
つり：1回99
名，その他イベ
ント：5回57名
計89回1518名
（平成28年度）
７施設で実施
（六小，いきい
きセンター，武
蔵国分寺公園，
ひかり公民館，
ひかりスポーツ
センター，市民
スポーツセン
ター，戸倉野球
場）

c 地域クラブ自体の目
的や広報が十分では
なかったことが，会
員の増加に影響した
と考えられる。

a 　「こくぶんじ地域
クラブ」には，主に
施設面での支援を実
施しているが，活動
場所として既存の施
設のさらなる活用を
検討する必要があ
る。

B 会員数130人 　市内の小中学
校を拠点とし
て，現状実施し
ている事業の更
なる活性化。
　ニュースポー
ツをはじめとす
る新規種目を取
り入れ既存施設
をより活性する
よう活動を広め
る。
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３-③ 7
再掲

子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

実施 地域における子
どもの居場所が
増えていく。

未実施 e 今後の市民ワーク
ショップのあり方等
について関係団体等
と調整を行ってきた
が，実施するに至ら
なかった。

e 未実施のため E 同種の会議との
役割を明確に
し，本事業の在
り方を整理す
る。

子どもたちが参
加することでの
達成感や充実感
を持てるものと
していく。

３-③ 72 図書館の開館時
間延長

平成26年度＝本多図書館の平
日夜間開館（午後8時まで）に
加えて，光図書館でも平日水曜
日に夜間開館（午後8時まで）
を実施。今後も，一部業務委託
化の中で全館に夜間開館を拡
充。

５館
本多図書館：平
日午後８時まで
開館　地域館４
館：平日午後７
時まで開館

児童館と図書館
の閉館時間が同
一になり，児童
館利用者の図書
館利用の拡大。
学生・勤労者の
利用の拡大。

図書館課 2館
本多図書課：
平日午後8時
まで開館。地
域館（光図書
館）：午後7
時まで開館

光図書館におい
ては併設の児童
館と閉館時間が
同じになり児童
館関係者の利用
に供した。

2館
本多図書課：
平日午後8時
まで開館。地
域館（光図書
館）：午後7
時まで開館

光図書館におい
ては併設の児童
館と閉館時間が
同じになり児童
館関係者の利用
に供した。

a 予定通り時間延長を
達成した。他の地域
館への拡大について
統計数や光図書館の
現状を参考に検討が
必要。

a 併設の児童館の閉館
時間に合わせた開館
業務を実施。月曜日
祝日も17時まで開館
しているがさらなる
周知が課題。

A 2館
本多図書課：平
日午後8時まで
開館。地域館
（光図書館）：
午後7時まで開
館

光図書館以外の
地域館の時間延
長については，
利用者懇談会等
において利用者
の意見を聞きな
がら今後検討

３-③ 19
再掲

スポーツセン
ター，プールの
個人開放

スポーツセンター，プール等を
個人に開放し，多くの市民にス
ポーツに親しむ機会を提供する
事業。それにより，生涯スポー
ツ社会の実現を目指す。

スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。

個人使用
市民スポーツセ
ンター
：41,500人
ひかりスポーツ
センター
：22,500人
室内プール
：67,500人

子どもが個人で
もスポーツに親
しめる環境が充
実している。

スポーツ
振興課

　スポーツ団
体に加入して
いない個人，
ファミリーで
もスポーツを
親しむ機会を
提供する。
個人使用
市民スポーツ
センター：
41,500人
ひかりスポー
ツセンター：
22，500人
室内プール：
67,500人

　子どもが個人
でもスポーツに
親しめる環境が
充実している。

　個人使用
市民スポーツ
センター：
51,541人
ひかりスポー
ツセンター：
24，512人
室内プール：
73,006人

　子どもが個人
で参加できる個
人開放の種目
は，卓球・バス
ケットボール・
バドミントン・
バウンドテニス
等がある。

a 　目標としている人
数に達している。

b 　プールについては
達成している。ス
ポーツセンター及び
グラウンドの個人開
放については，対象
種目と日程が限られ
ているため，ニーズ
に十分対応している
とは言えない。

A 　市民スポーツ
センター：
53,087人
ひかりスポーツ
センター：
25,247人
室内プール：
75,196人
（28年度を基に
3%増）
スポーツ団体に
加入していない
個人，ファミ
リーでもスポー
ツに親しむ機会
を提供する。
　各体育施設の
個人利用者の個
人利用数の更な
る増加。

　子どもが個人
でもスポーツに
親しめる環境が
充実している。

３-③ 20
再掲

公民館青少年対
象事業

・青少年を対象にした事業の実
施。
・防音スタジオ（光公民館）で
の中高生バンドグループの利用
の促進。
・スタジオ利用グループを中心
にしたライブ事業の実施。

実施事業数：５
事業
スタジオ利用グ
ループ数：10団
体
ライブ開催回
数：２回

・青少年を対象
にした事業を実
施し，青少年の
活動ができてい
る。
・防音スタジオ
（光公民館）を
中高生バンドグ
ループがよく利
用している。
・スタジオ利用
グループを中心
にライブ事業が
開催され，中学
生から年長者ま
で幅広い年齢層
が音楽を通して
学びあう環境が
整備できてい
る。

公民館課 実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

実施事業数：
５事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

b 「ジュニアサロン本
多公民館学習室（小
中学生対象），ジュ
ニアサロン恋ケ窪公
民館学習室（小学生
対象）」
夏休み期間の「ジュ
ニアサロン子ども教
室」「夏休み子ども
クッキング」「夏休
み子ども料理教室」
「高校生のための学
校では学べない課外
講座」

b 青少年を対象にした
事業を実施し，小中
高校生に学習する機
会を提供することが
できた。

B 実施事業数：５
事業

青少年を対象に
した事業を実
施。

３-③ 73 公民館・学校施
設・スポーツセ
ンター等を利用
した子どもの居
場所づくり

学校の校庭や教室等に，安全･
安心して活動できる子どもの居
場所を設けることを目的に地域
子ども教室を実施する。

市内全市立小学
校10校で実施。
スポーツセン
ターで個人開
放・スポレク広
場実施

・放課後に子ど
もが安心して過
ごすことのでき
る居場所が提供
されている。
・決まった時間
に体育施設へ行
くとスポーツが
できる。

スポーツ
振興課

　スポレク広
場の利用人
数：348人
（27年度を
基に3%増）

体育施設がス
ポーツ利用だけ
でなく，子ども
の居場所となっ
ている。

　隔週でスポ
レク広場を実
施し，364人
利用（平成
28年度）

　スポーツセン
ターの開放は
行っている。ま
た，スポレク広
場・個人開放を
行っている。

b 　スポレク広場は定
着してきているもの
の，リピーターが多
い状況である。

b 　市民スポーツセン
ターのロビーの開放
は行っている。市民
スポーツセンター以
外の今後の活用方法
を考える必要があ
る，

B 　スポレク広場
の利用人数：
374人（28年度
を基に3%増）
市内全市立小学
校10校で実施。
スポーツセン
ターで個人開
放・スポレク広
場実施。

　個人開放や自
主事業の開催な
ど放課後のス
ポーツを実施す
る環境が整って
いる。
　体育施設の利
用のみならず，
ホールの開放な
ど，子ども達の
居場所としても
開放し，利用さ
れている。
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３-③ 74 公民館，地域セ
ンター等を活用
した「居場所」
づくり事業

公民館は小中学生も利用できる
施設であることを，小学生の
「社会科見学」や中学生の「職
場体験」で積極的にＰＲし，
「居場所づくり」事業を促進。

実施館数：５館 ・小中学生に向
けた夏季自習室
等の学習支援事
業を行い，子ど
もの「居場所」
づくりができて
いる。
・館内にあるフ
リースペースを
活用し，「居場
所」となりえる
場所を確保し，
地域の人とのふ
れあいの場と
なっている。

公民館課 実施館数：５
館

小中高校生を対
象に，全館で，
夏休みの期間
「ジュニアサロ
ン夏季自習室」
を実施。

実施館数：５
館

小中高校生を対
象に，全館で，
夏休みの期間
「ジュニアサロ
ン夏季自習室」
を実施。

b 小中高校生の「居場
所づくり」を公民館
全館で取り組むこと
ができた。

b 夏休み期間に小中高
校生の居場所を確保
することができた。

B 実施館数：５館 小中高校生を対
象に，全館で，
夏季期間「ジュ
ニアサロン夏季
自習室」を実
施。

３-④ 75 子どもの居場所
づくり推進会議
の設置

「子どもの居場所づくりに関す
る市民ワークショップ」におけ
る検討を踏まえ，市民に子ども
を見守る目が醸成され，市内の
様々な場所が子どもの居場所と
なりうるよう推進組織を設置し
て，居場所づくりを具現化して
いく。

設置 子どもたちが市
内各所を居場所
として，いきい
きと過ごしてい
る。

子ども若
者計画課

設置に向けた
準備を行う。

設置に向け関
係団体等と調
整を行った。

c 関係団体との協議を
行い設置き向けた準
備を行った。

e 設置し議論を深める
ことにより結果とし
て，31年度質的目標
を満たすことから，
各年度の目標設定は
行うことができな
かった。

D H29年度に設置
した子ども居場
所づくり推進会
議にて，子ども
の居場所につい
ての行政，団
体，市民の活動
を把握し，それ
ぞれの果たす役
割を協議する。

子どもの現状を
把握するため
に，実態調査等
子どもの意見収
集方法について
検討する。

４-① 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

子どもの成長や
発達について，
また，利用者自
身の相談に注意
を払い，少しで
も解消に繋げ
る。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127
件）

子どもの成長や
発達について，
また，利用者自
身の相談に注意
を払い，少しで
も解消に繋げら
れた。

b 事業が定着したこと
から，31年度目標に
向けた28年度取組目
標をおおむね達成
し，利用者延べ数と
父親利用延べ数の目
標値は，大きく上
回った。
相談件数は目標値に
達し，一定の評価は
できる。

b 様々な利用者がお
り，また相談はセン
シティブなものであ
るため，親子ひろば
職員（スタッフ）
に，話しやすい相
手，聞き受ける態勢
がとれるよう研修を
行い，解消すること
に近づけたと評価す
る。今後も安定した
相談しやすい環境や
職員（スタッフ）の
スキル，信頼関係の
構築が必要である。

B 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：50名，相談
件数計：5,000
件）

様々な状況を持
つ利用者に，相
談しやすい環境
と関係を構築で
きている。
母親向けに育児
の合間にできる
リフレッシュ体
操等を教えた
り，親子ひろば
で支援を行い，
要支援・要保護
とならない健康
群が増えてい
る。

４-① 76 健康に関する各
種相談事業

妊産婦や育児中の保護者に対
し，保健師など専門職が訪問・
面接等で行う相談。

出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

出生後120日以
内に全家庭を訪
問し，必要な支
援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

健康推進
課

出生通知書受
理100％，訪
問率100％を
目指す。

出生後120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

出生1034
名，出生通知
書受理1062
名（里帰り出
産も含む）。
新生児訪問
（こんにちは
赤ちゃん訪
問）971件。
母子保健の面
接（159
件）・訪問
（203件）・
電話（1,342
件）等による
個別支援
（25年度）

出生後120日
以内までの乳児
のいる家庭に対
して訪問し，子
どもの発育発達
の確認，および
産婦の育児不安
の解消に努め
た。また継続し
て支援が必要な
対象者にたいし
ては専門職が面
接等で支援を
行った。

b 里帰りなどさまざま
な理由で120日以内
に訪問できなかった
家庭に対しては3.4か
月健診において，児
の発育および育児状
況の確認を行い，継
続支援が必要な場合
は支援へつないだた
め。

b 訪問時に，育児や親
子の健康に関する知
識の普及を図り，支
援が必要な対象者に
対しては継続して支
援しているため。

B 出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

ゆりかご面接
（平成29年7月
～）で妊娠期か
らの切れ目のな
い支援を行う。
出生後は120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。
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４-① 77 乳幼児・妊産婦
健康診査

乳幼児・妊婦歯
科健診

各段階で健康診査を行うことに
より妊産婦及び乳幼児の健康管
理を行うとともに，疾病の早期
発見・乳幼児の健全育成・保護
者への育児支援を図る事業。

集団健診は受診
率100%を目指
す。

病気・障害・要
支援家庭の早期
発見と育児中の
保護者の育児不
安軽減など育児
支援につなが
る。

健康推進
課

集団健診の受
診率は100％
を目指す。

関係機関や各健
診等が積極的な
情報交換を行
う。

集団健診受診
率：
３～４か月児
健診 98.3％
1歳6か月児
健診　92.8%
（医）
92.7％
（歯）
3歳児健診
90.0%（医）
90.1％
（歯）

関係機関や各健
診等の情報を育
児交換に役立て
ることができ
た。

b 集団健診について
100％に満たない
が，90％以上の受診
率であった。受診で
きなかった児につい
ては後日電話やアン
ケート等で健康状態
を確認している。

b 関係機関や各健診等
の情報を共有するこ
とができた。
より効果的な情報共
有を図る。

B 集団健診の受診
率100%を目指
す。

妊婦歯科健診で
はゆりかご面接
での妊婦歯科健
診の勧奨を行
う。病気・障
害・要支援家庭
の早期発見と育
児中の保護者の
育児不安軽減な
ど育児支援を行
い，必要時，関
係機関や各健診
等が積極的な情
報交換を行う。

４-① 78 健康教育 両親学級，育児学級，離乳食講
習会（１回食，２・３回食）等
の各教室において，子どもと親
が健康に生活できるよう知識の
普及を図る事業。

両親学級：年10
回実施
こぶたクラス
（多胎児のクラ
ス）：年２回
乳児歯磨きクラ
ス：年12回
離乳食講習会：
年24回

育児中の保護者
が，地域で仲間
を作ることがで
きる。健康，育
児についての知
識・情報を得る
ことができる。

健康推進
課

両親学級：年
10回実施
こぶたクラス
（多胎児のク
ラス）：年２
回
乳児歯磨きク
ラス：年12
回
離乳食講習
会：年24回

育児中の保護者
が，地域で仲間
を作ることがで
きる。健康，育
児についての知
識・情報を得る
ことができる。

両親学級：年
10回550人
育児学級：こ
ぶたクラス年
２回　大人
25人子ども
30人
歯磨きクラス:
年12回　大
人171人子ど
も164人
離乳食講習会:
年24回
1,316人

各教室におい
て，子どもと親
が健康に生活で
きるよう知識の
普及が図れた。
また仲間づくり
の目的で親子同
士の交流の時間
も設けた

a 目標としている回数
の開催がなされた。

b 各教室において健
康・育児についての
知識・情報を得る機
会となっている。

A 両親学級：年10
回実施
こぶたクラス
（多胎児のクラ
ス）：年２回
乳児歯磨きクラ
ス：年12回
離乳食講習会：
年24回

育児中の保護者
が，地域で仲間
を作ることがで
きる。健康，育
児についての知
識・情報を得る
ことができる。

４-① 79 予防接種 BCG，四種混合，三種混合，
二種混合，ポリオ，水痘，麻
疹，風疹，日本脳炎，Hib，肺
炎球菌，子宮頸がん（HPV）
の予防接種を行う事業。医師会
に委託し，個別方式で実施す
る。法改正に伴い予防接種の種
類は変更となる。

接種率：20％～
約100％。高い
方が良いとされ
るが事業評価は
数値化しづら
い。

子どもたちの病
気予防が図られ
ている。

健康推進
課

接種率：
20％～約
100％。高い
方が良いとさ
れるが事業評
価は数値化し
づらい。

子どもたちの病
気予防が図られ
ている。

0～105％
（新規接種対
象者以外も含
んでいるため
100％を超え
る場合があ
る）

乳幼児イ
ンフルエンザに
対する市独自助
成を開始すると
ともに，他区市
町村での接種に
たいする費用償
還制度を創設
し，より幅広い
接種機会の提供
に成功してい
る。

b 全体的に接種者数は
微増
しており，予防接種
の実施とその勧奨に
より子どもの病気予
防に寄与している。

b 乳幼児インフルエン
ザに対する市独自助
成を開始するととも
に，他区市町村での
接種にたいする費用
償還制度を創設し，
より幅広い接種機会
の提供に成功してい
る。

B 数値化は難し
い。

乳幼児インフル
エンザに対する
市独自助成の対
象年齢層を拡大
し，より幅広い
接種機会の提供
を実現する。

４-① 80 低出生体重児の
届出・未熟児訪
問

体重が2,500グラム未満の乳児
に対して家庭訪問を実施する事
業。

事業評価は数値
化しづらい。

小さく生まれた
児童が，健やか
に成長していく
ことができる。
また，保護者
が，安心して子
育てできる。

健康推進
課

事業評価は数
値化しづら
い。

退院後すみやか
に新生児訪問
し，地域資源の
情報提供ができ
る。

低出生体重児
届出：１１１
人
未熟児訪問：
延べ65人

病院から
NICU，GCUの
報告の際，地区
担当保健師にて
情報確認し，新
生児訪問の指示
票に記載。

b 新生児訪問として計
上しており，未熟児
訪問単独ては計上不
可。

b 訪問を行い安心して
子育てできるよう，
引き続き支援してい
く。新生児訪問後の
医療機関と連携継続
する必要がある。

B 新生児訪問とし
て計上してお
り，未熟児訪問
単独では計上不
可。

病院からNICU，
GCUの報告の
際，地区担当保
健師にて情報確
認し，新生児訪
問の指示票に記
載。退院後すみ
やかに新生児訪
問し，地域資源
の情報提供がで
きる。

４-① 81 児童・生徒の保
健衛生事務

児童・生徒の保健衛生にかかわ
る事務を行う。

対象者全員に実
施しており，健
診が多岐にわた
るため数値化で
きない。

健診により健康
状況の把握，疾
病の早期発見が
可能となる。
その結果に基づ
き予防，治療が
でき，健康管理
が容易になる。

学務課 対象者全員に
学校保健安全
法に基づく健
診を実施す
る。

健診により健康
状況の把握，疾
病の早期発見が
可能となる。
その結果に基づ
き予防，治療が
でき，健康管理
が容易になる。

全員を対象に
実施してい
る。健診が多
岐にわたるた
め数値化しづ
らい。

学校保健安全法
に規定されてい
る健康診断（結
核，心臓，腎
臓，脊柱側弯
等）を実施し児
童・生徒の健康
管理に努めた

a 学校保健安全法に規
定されている健康診
断を全児童・生徒を
対象に実施してい
る。現状課題等はな
い。

a 学校保健安全法に規
定されている健康診
断を全児童・生徒を
対象に実施してい
る。現状課題等はな
い。

A 全児童・生徒に
学校保健安全法
に規定されてい
る健康診断を実
施する。

健診により健康
状況の把握，疾
病の早期発見が
可能となる。
その結果に基づ
き予防，治療が
でき，健康管理
が容易になる。
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４-① 15
再掲

子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
50％

運営協議会第７
期答申に挙げら
れた課題に対
し，虐待の予防
や子どもと親の
健康を確保す
る。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
60％

運営協議会第７
期答申に挙げら
れた課題に対
し，虐待の予防
や子どもと親の
健康を確保す
る。

b 子ども家庭支援セン
ターと保健センター
の連携していくため
に，親子ひろばや市
内子育て支援事業者
を対象に国分寺市の
母子保健事業につい
て，健康推進課職員
による研修を実施。

b 主に親子ひろばと保
健センターがより連
携できるよう健康推
進課職員にいる講義
はかなり有効だっ
た。
今後はさらなる連携
を取るべく風通しを
良くすることが課題
であり，顔が見える
存在になるよう双方
の意識が必要であ
る。

B 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。
【地域担当】親
子ひろば利用の
市民の声が保健
センターへ届け
られるよう連携
が密に図れるよ
うになってい
る。

４-② 76
再掲

健康に関する各
種相談事業

妊産婦や育児中の保護者に対
し，保健師など専門職が訪問・
面接等で行う相談。

出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

出生後120日以
内に全家庭を訪
問し，必要な支
援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

健康推進
課

出生通知書受
理100％，訪
問率100％を
目指す。

出生後120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

出生1034
名，出生通知
書受理1062
名（里帰り出
産も含む）。
新生児訪問
（こんにちは
赤ちゃん訪
問）971件。
母子保健の面
接（159
件）・訪問
（203件）・
電話（1,342
件）等による
個別支援
（25年度）

出生後120日
以内までの乳児
のいる家庭に対
して訪問し，子
どもの発育発達
の確認，および
産婦の育児不安
の解消に努め
た。また継続し
て支援が必要な
対象者にたいし
ては専門職が面
接等で支援を
行った。

b 里帰りなどさまざま
な理由で120日以内
に訪問できなかった
家庭に対しては3.4か
月健診において，児
の発育および育児状
況の確認を行い，継
続支援が必要な場合
は支援へつないだた
め。

b 訪問時に，育児や親
子の健康に関する知
識の普及を図り，支
援が必要な対象者に
対しては継続して支
援しているため。

B 出生通知書受理
100％，訪問率
100％を目指
す。

ゆりかご面接
（平成29年7月
～）で妊娠期か
らの切れ目のな
い支援を行う。
出生後は120日
以内に全家庭を
訪問し，必要な
支援が受けられ
る。育児や親子
の健康に関する
知識の普及を図
り，健康保持・
増進に努める。
地域の身近な相
談場所で相談で
き，育児不安の
軽減ができる。

４-② 82 各種栄養関連事
業（離乳食講習
会・両親学級・
食育講座など）

各種栄養関連事業を食育事業に
位置づけ，食育の推進を図る事
業。

離乳食講習会：
年24回両親学級
わくわくクラ
ス：年４回以上
栄養講座：年２
回以上
食育講座：年３
回以上

妊婦・乳幼児・
保護者の健康の
保持・増進を図
る。参加者が今
後の食生活や子
育てなど自信が
持てるきっかけ
や方法を学ぶ。

健康推進
課

離乳食講習
会：年24回
両親学級わく
わくクラス：
年４回以上
栄養講座：年
３回以上
食育講座：年
３回以上

参加者が，健康
に生活できるよ
う知識の普及を
図る。

離乳食講習
会：1,316人
両親学級：
182人
栄養講座：
55人
食育講座：
82人

離乳食講習会・
両親学級につい
ては，育児不安
の軽減と健全な
発育の推進に
なっている。栄
養講座・食育講
座は，健康の保
持・増進につな
がっている。

b 離乳食講習会は，定
員を増やすことで希
望日に受講できるよ
う配慮した。参加者
の少ない講座に関し
ては，内容や周知の
検討を行う。

b 離乳食講習会につい
ては，知識の普及の
みならず，グループ
ワークを行うことで
他の児の様子も見る
ことができ子育ての
参考になっている。
その他の講座につい
ては，今後の食生活
を楽しく無理なく改
善できるよう内容を
工夫している。

B 離乳食講習会：
年24回両親学級
わくわくクラ
ス：年４回以上
栄養講座：年３
回以上
食育講座：年３
回以上の継続

参加者が集まり
やすい内容，よ
りよい実施方
法，周知方法に
ついて検討しな
がら行ってい
く。

４-② 83 個別栄養相談 管理栄養士による個別相談を実
施する事業。

年10回実施 参加者の健康の
保持・増進につ
ながり，食事・
栄養の疑問・悩
みが解消でき
る。

健康推進
課

年12回 毎月実施し，相
談希望日の選択
肢を増やす。

45人/12回
（うち妊産婦
1人）

毎月実施するこ
とから選択肢が
増え，希望月に
相談ができ，継
続の場合もある
程度の期間を経
ての希望月に相
談ができる

a 毎月実施することで
年間実施数が増やせ
た

b 毎月の実施と共に，
相談者も増加するよ
う周知等の工夫が必
要。また市民の健康
保持目的に，食生活
における疑問の解決
の機会とできる用内
容の充実に努める

A 年12回の継続 講座等様々な機
会を活用しての
全世代への周知
と内容の充実を
さらに努める。

４-② 84 国分寺市栄養士
連絡会

保育園・学務課・小学校・健康
推進課の栄養士による食教育の
推進及び保健栄養等に関する連
絡・調整を行う。

年２回実施 関係機関との連
携を図り，継続
的な食育活動を
推進する。

健康推進
課

年2回実施 関係機関との情
報共有ができて
いる。

年2回実施
（5月・2
月）

関係機関との情
報共有ができて
おり，連携が深
まっている。

b 例年通り，年2回実施
できた。

b 関係機関と連携を図
り，情報共有ができ
ている。

B 年2回実施の継
続

関係機関との情
報交換を行い，
連携して食育活
動を推進してい
く。

４-③ 85 中高生を対象と
した，たがいの
性を理解し尊重
するための啓発
事業

児童館利用の中高生，学童保育
所で受け入れている中学生障害
児が男女たがいの性を理解し尊
重するための機会の提供をす
る。

行事等の機会を
捉え，実施

中高生が男女た
がいの性を理解
し尊重して，接
している。

子ども子
育て事業
課

１０回 館内宿泊で同じ
空間で過ごすこ
とにより，自然
に気遣いでき
る。

１０回 館内宿泊で同じ
空間で過ごすこ
とにより，自然
に気遣いでき
る。

b 中高生も参加しやす
い時期に行事設定す
る。

b 中高生が参加しやす
い行事の中で，自然
な気遣いができるよ
う，部屋割等子ども
主導で決定する。

B 6館 中高生も参加し
やすい時期に行
事設定する。
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４-③ 86 性の尊重やリプ
ロダクティブ・
ヘルス/ライツ
の意識の普及

男女平等推進センター主催事業
等で，性の尊重や性と生殖に関
する自己決定権についての講座
等を開催し，認識を広げる事
業。

毎年又は隔年で
１回の講座実施

性の尊重や生殖
に関する自己決
定権について定
期的に情報提供
や啓発する講座
を開催している
状態。

文化と人
権課

講座２回 女児の生理や男
児の心身の変化
について学ぶと
ともに親子で性
について話す機
会を作る。

講座２回 性についての知
識や情報提供と
ともに親子が話
し合う機会を作
れた。

a 【理由】28年度取組
目標のとおり実施し
たため。

a 【理由】講座参加者
アンケートでは，９
割の参加者が内容に
満足をしており，多
くの参加者が講座を
受けた後に自分の中
で変化したことがあ
ると回答しているた
め。

A 講座1回 性の尊重や生殖
に関する自己決
定権について情
報提供や啓発を
する。

４-③ 87 教育相談の充実 幼児から青少年までの様々な悩
みや課題に対し，個別に相談に
応じ，子ども・保護者の心理的
な課題の解決を支援する事業。

延べ相談件数：
4,000件

継続的な相談に
より，子ども・
保護者への心理
的支援をするこ
とができてい
る。

学校指導
課

延べ相談件
数：
4,000件

継続的な相談に
より，子ども・
保護者への心理
的支援をするこ
とができてい
る。

延べ相談件
数：
2,094件
他 全員面接対
象
小5 874名
中1 757名

継続的な相談に
より，子ども・
保護者への心理
的支援を行っ
た。

a スクールカウンセ
ラーによる通常の相
談に全員面接を加え
ると，3725件とな
る。
また，これとは別に
教育相談室における
教育相談が，のべ
350件実施された。

a 必要に応じて教育相
談室との連携を図り
ながら，継続的な相
談により，子どもや
保護者の心理的な変
容を把握できるよう
にした。

A 延べ相談件数：
4,000件

スクールカウン
セラーによる継
続的な相談によ
り，子どもや保
護者の心理的な
変容を把握でき
るようにする。
必要に応じて，
教育相談室や適
応指導教室，ス
クールソーシャ
ルワーカーとの
連携を図る。

４-④ 88 休日診療事務事
業

日曜・祝日・年末年始の昼間及
び準夜に外来急病患者に対する
診療を行う事業。医師会・歯科
医師会に委託し，市内医療機関
での輪番方式で実施する。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民が受診でき
ている。

健康推進
課

事業評価は
数値化しづら
い。

必要としている
市民が受診でき
ている。

年間医科:
休日3,629
人・準夜896
人
歯科:休日
284人・準夜
66人
薬科:休日
3,811人

昨年度に
引き続き，
医科，歯科，薬
科の連携のとれ
た事業を実施で
きた。

c 事業評価は数値化し
づらい。

c 予測できない疾病・
怪我に対し適切に対
応していることか
ら，市民の医療への
不安を解消すること
ができたため。

C 事業評価は数値
化しづらい。

市民が安心して
生活
できる医療環境
確保のため，休
日・夜間等の救
急医療体制は不
可欠であり，今
後も継続してい
く必要がある。

４-④ 89 歯科医療連携 かかりつけ歯科医を探すことが
困難な，障害者・在宅要介護者
等が身近な地域で適切な歯科医
療を受けられるよう，障害者等
歯科相談窓口で歯科衛生士が相
談を受け，歯科医師会コーディ
ネーターと連携して対応する事
業。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民が受診でき
ている。

健康推進
課

ニーズに応じ
て対応する事
業の為量的目
標を設定する
のは難しい。

状況に応じた適
切な対応や相談
を行い，要医療
の市民を受診に
つなげる。

障害者等歯科
相談及び連絡
調整件数
271件
（再掲）
歯科衛生士訪
問１２件
歯科医師訪問
１０件

要医療の市民を
歯科受診につな
げることができ
た。
障害児には継続
した歯科相談を
実施している。

b ニーズに応じて相談
を行うもので量的評
価は難しい。
実績値で考えると達
成している。
関係機関との連携強
化

b 障害児への相談の継
続が,歯科受診や歯科
疾患の予防につなが
り保護者の負担を軽
減した。
質の高い相談の実施

B ニーズに応じて
対応する事業の
為量的目標の設
定は難しい。
周知方法の検討

ニーズに応じた
相談や，個々の
身体的状況等に
対応できる歯科
医療機関の紹介
情報提供・情報
共有等を継続
し，関係機関と
の連携を強化す
る。

４-④ 90 小児救急医療 地域での小児初期救急医療体制
の構築・実現に向け関係機関等
と検討・調整を行う。

実施 小児医療が充実
していることで
安心して子育て
ができる。

健康推進
課

実施 小児医療が充実
していること
で，安心して子
育てができる。

未実施 未実施 e 近隣に小児総合医療
センターがあり，市
内にも夜間診療を行
う小児科があること
から，地域での小児
初期救急医療体制の
構築に向けた検討・
調整は実施していな
い。本事業のあり方
について検討する必
要がある。

e 近隣に小児総合医療
センターがあり，市
内にも夜間診療を行
う小児科があること
から，地域での小児
初期救急医療体制の
構築に向けた検討・
調整は実施していな
い。本事業のあり方
について検討する必
要がある。

E 近隣に小児総合
医療センターが
あり，市内にも
夜間診療を行う
小児科があるこ
とから，小児初
期救急医療体制
の構築に向けた
検討・調整を行
う必要性は低
い。

近隣に小児総合
医療センターが
あり，市内にも
夜間診療を行う
小児科があるこ
とから，小児初
期救急医療体制
の構築に向けた
検討・調整を行
う必要性は低
い。

24 / 50 ページ



量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

５-① 91 父親参加型育児
の啓発事業

各事業への父親参加が可能なよ
うに，設定の工夫を検討実施す
る。

父親参加可能な
事業数：20事業
父親の参加数：
100人（１事業
５人×20事業）

父親の参加可能
な事業が展開さ
れ，母親だけで
はなく，父親も
育児に参加で
き，その参加実
態が増えてい
る。

子育て相
談室

実施回数
①つくしんぼ
８事業　120
人(１事業15
人×８事業)
②子ども家庭
支援センター
３事業　述べ
計30人

①父親の参加可
能な事業が展開
され，母親だけ
ではなく，父親
も育児に参加で
きるよう，行事
を行い，育児へ
の参加の啓発を
行っていく。
②父親も育児に
参加でき，その
参加実態が増え
ている。

実施回数
①つくしんぼ
10事業　80
人(入園式７
人，保護者交
流会14名，
父親参観講演
会11人，親
子療育１人，
父子園内宿泊
訓練11人，
合同防災訓練
6人，戸外訓
練２人，親子
遠足1人，親
子行事10
人，卒園式
17人)
②子ども家庭
支援センター
３事業　述べ
計41人

①父親の参加可
能な事業が展開
され，母親だけ
ではなく，父親
も育児に参加で
きるよう，行事
を行い，育児へ
の参加の啓発を
行った。
②父親が参加し
やすい土曜日に
実施し，育児に
参加できる環境
を整備した。

c ①父親の仕事の関係
で，参加者が少な
かった。毎年参加人
数の変動があるが，
育児への参加の啓発
は，常に実施してい
く。
②父親向けの事業参
加は，増加傾向にあ
り，達成した。今後
は，イベントではな
く気軽に親子ひろば
の利用を増やすこと
が課題である。

b ①つくしんぼでは，
参加者の父親から，
親同士のつながりが
深まった。また，頑
張っている子どもの
成長が見られ，有意
義であったとの感想
が多くみられた。
②親子ひろばに足を
運んでもらえるよう
保育所入所説明会に
おいて，父親向けの
イベントの広報を
行った。
また，男性のみで行
うフリートーキング
は，子育てや家庭の
ことに留まらず，会
社の話まで情報交換
を行うなど交流は好
評であった。

B 実施回数
①つくしんぼ
10事業96人：
入園式10 人・
保護者交流会12
人・父親参観講
演会15人・親子
療育５人・父子
園内宿泊訓練15
人・合同防災訓
練８人・戸外訓
練２人・親子遠
足２人・親子行
事10人・卒園式
1７人
②子ども家庭支
援センター４事
業　述べ70人

①父親の参加可
能な事業が展開
され，母親だけ
ではなく，父親
も育児に参加で
きるよう，行事
を行い，育児へ
の参加の啓発を
行っていく。
②さらなる認知
と理解を導ける
よう広報を行
い，いつもの親
子ひろばに父子
で気軽に寄って
利用できる場に
なっている。

５-① 92 雇用における男
女平等に関する
講座等の開催

男女平等推進センター主催事業
として仕事と生活の両立支援に
関する講座を開催する事業。

毎年又は隔年で
１回の講座実
施。

男女平等推進セ
ンター主催事業
として仕事と生
活の両立支援に
関する講座を定
期的に開催でき
ている状態。

文化と人
権課

ママインター
ンを２期（講
座３回就業体
験２回で１
期）

結婚，妊娠，出
産等を機に離職
した女性が再就
職への行動を起
こせるようにす
る。

ママインター
ンを２期（講
座３回就業体
験２回で１
期）

再就職への行動
を起こそうとす
る女性を増やせ
た。

a 【理由】28年度取組
目標のとおり実施し
たため。

a 【理由】参加者アン
ケートでは，子育て
中に得たスキルがあ
ると思えた人９割な
ど，働く事への自信
を取り戻したという
結果が得られたた
め。

A ママインターン
を２期（講座３
回就業体験２回
で１期）

結婚，妊娠，出
産等を機に離職
した女性が再就
職への行動を起
こせるようにす
る。

５-① 93 特定事業主行動
計画の推進及び
啓発

平成21年度中に進捗状況を確
認し課題について見直しを行っ
た特定事業主行動計画の啓発を
行い，働きやすい職場環境の整
備を進める事業。

出産介護休暇に
ついては，特定
事業主行動計画
で取得率100%
の目標を掲げて
いる。育児参加
休暇について
も，対象者すべ
てが取得するこ
とが望ましい。
男性の育児休業
は，特定事業主
行動計画で取得
率10%を目標と
している。

職員が制度につ
いて十分に理解
するなど日常の
環境が整備さ
れ，働き易い職
場になってい
る。

職員課 ・出産介護休
暇取得率
80％以上
・育児参加休
暇取得率
80％以上
・男性育児休
業取得率８％
（Ｈ27年度
実績）以上

職員向けに休暇
制度を取りまと
め周知を行う。

・出産介護休
暇取得率
79％
・育児参加休
暇取得率
36％
・男性育児休
業取得率7％

休暇制度を取り
まとめ周知を
行った。

c 各取得率について，
いずれも目標値に達
することができな
かった。

a 休暇制度を取りまと
め周知を行ったた
め。

B ・出産介護休暇
取得率100%
・育児参加休暇
取得率100％
・男性育児休業
取得率10％

職員向けに休暇
制度の周知を更
に行い，職場環
境の改善を進め
る。

５-① 94 両親学級，プレ
ママプレパパセ
ミナ―

妊娠・出産・育児・保護者の健
康について，専門職による講
義・実習を行い，子供や自らの
健康や育児に関する知識の普及
を図るとともに地域での仲間づ
くりを進める。

両親学級：年10
回実施

地域での仲間づ
くりや健康育児
に関する知識・
情報を得て，安
心して出産・育
児ができる。

健康推進
課

年10回実施 地域での仲間づ
くりや健康育児
に関する知識・
情報を得て，安
心して出産・育
児ができる。

わくわくクラ
ス：4回
182名。　ひ
かりクラス：
6回　368
名。

妊婦とその家族
が妊娠・出産に
関する知識を得
ることができ，
地域で安心して
出産・子育てす
ることにつな
がっている。

b 目標回数10回実施で
きている。

b ひかりクラス，わく
わくクラスともに地
域に配慮し参加者の
グループを設定して
いる。また，必要な
方は個別で相談を受
け，安心して出産・
育児ができるよう努
めた。29年度から妊
婦の全数面接を開始
するため，事業同士
の連携を図ってい
く。

B 両親学級：年10
回実施

ゆりかご面接と
連動させる。妊
婦とその家族の
出産・育児への
不安の軽減を図
る。

５-① 95 児童館での家族
を対象とした
土・日曜日の事
業実施

平日に児童館施設を利用できな
い，家族・父親などが一緒に参
加できるような事業を企画す
る。

土・日曜日の行
事実施数
：18回

平日に児童館を
利用できない家
族が，児童館で
いきいきと過ご
している。

子ども子
育て事業
課

18回 土日曜日に遠足
や児童館まつり
を企画し，平日
に児童館を利用
できない家族
が，参加でき
る。

１６回 土日曜日に遠足
や児童館まつり
を企画し，平日
に児童館を利用
できない家族
が，参加でき
る。

b 雨天中止になってし
まった行事があった
が，行事企画数は目
標値に達していた。

b 児童館まつり・ごは
んフェス・土曜日カ
フェ・パパデイの行
事実施を行う

B １８回 土日曜日に遠足
や児童館まつり
を企画し，平日
に児童館を利用
できない家族
が，参加でき
る。
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５-① 96 子育てへの男女
共同参画に関す
る啓発

仕事と家庭との調和の意識作り
への情報提供や講座開催

毎年又は隔年で
１回の講座実施

仕事と家庭との
調和の意識作り
への情報提供が
なされ，定期的
に講座が開催さ
れている状態。

文化と人
権課

講座１回 男性が主体的に
家事・育児を行
うための意識を
醸成する。

講座１回 男女がともに家
事・育児を担う
意識の醸成がで
きた。

a 【理由】28年度取組
目標のとおり実施し
たため。

a 【理由】講座参加者
アンケートでは，全
ての参加者が内容に
満足をしており，多
くの参加者が講座を
受けた後に自分の中
で変化したことがあ
ると回答しているた
め。

A 講座１回 男女がともに家
事・育児を担う
意識を醸成す
る。

５-② 97 ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助をしたい市民（援助
会員）と育児の援助を受けたい
市民（利用会員）が育児の相互
援助活動を行う会員登録制の組
織事業。
育児利用時間に応じた謝礼金を
利用会員が援助会員に支払う。

援助会員数：
450人
利用会員数：
550人
両方会員数：20
人

利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

子ども子
育てサー
ビス課

援助会員数：
430人
利用会員数：
800人
両方会員数：
12人

利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

援助会員数：
228人
利用会員数：
1,088人
両方会員数：
14人

会員数のバラン
スの改善には結
びつかなかった
が，活動実人数
では依然充足さ
れているため,
昨年同様円滑に
援助活動に繋げ
ることができ
た。

b 利用会員の堅調な増
加により総会員数は
増加となった。しか
し援助会員は横ばい
であったため，会員
数のバランスが課題
ではあるが，現状援
助は充足されている
ため，事業の充実を
一定図れたと考えら
れるため。

c 今年度は援助会員の
更新登録対象者が多
かったことも影響し
ているが,会員数のバ
ランスを改善するこ
とができなかったた
め。

B 利用会員につい
ては今後も３～
4か月検診等で
の登録説明会を
継続していき，
市報等広報を強
化することで，
丁寧な周知を行
う。

課題となってい
る会員数のバラ
ンスを改善する
ため，援助会員
については講習
会の開催する場
所・日時・回数
や登録要件等を
見直すことで，
会員数を更に増
やしていく。

６-① 6
再掲

子ども総合相談
窓口の設置

子ども家庭支援センターを総合
相談窓口として，子育て・子育
ちに関する各種相談の窓口を運
営する事業。開館時間を火曜日
～土曜日を，月曜日～土曜日に
する方向で検討する。

相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全
9,500件
（妊娠期の相
談：30件，子ど
も自身の相談：
50件，虐待通
告：150件，い
じめ相談：30
件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

子育て相
談室

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全9,500
件
（妊娠期の相
談：30件，
子ども自身の
相談：50
件，虐待通
告：150件，
いじめ相談：
30件）

妊娠期や，子ど
もに関する相談
に関しては，総
合相談窓口で受
け入れているこ
とが周知され
て，相談がしや
すく，解決しや
すい状況となっ
ている。また，
ワンストップの
相談体制が構築
されている。

相談受け入れ
対応件数：
（新規を含
む）全
10,495件
（妊娠期の相
談：20件，
子ども自身の
相談：36
件，虐待通
告：15４
件，いじめ相
談：2件）
新規相談受理
件数：580件
（相談担当）
市立小中学校
への出前啓発
活動：全15
校

多岐に亘る相談
に対して，的確
な支援を実施す
ることができ
た。

a 相談受け入れ対応件
数は，31年度目標を
超えている。

a 年々，難易度が高く
なり，多岐に亘る相
談内容であるが，他
機関とも連携し，的
確な支援を実施する
ことができた。

A 相談受け入れ対
応件数：（新規
を含む）全件
10,000件

多岐に亘り，か
つ困難度の高い
相談に対して，
的確な支援を実
施するために，
係内のスキル
アップに努め
る。特に機関連
携の要となり，
信頼を得ること
を目的とする。

６-① 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

小学校区に１か
所の親子ひろば
の開設を行う。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127
件）

小学校区に１か
所の親子ひろば
の開設を行っ
た。

a 国分寺駅北口から国
分寺駅南口徒歩２分
の所に，移転したこ
とにより，28年度目
標を達成できた。

a 移転後の親子ひろば
の居室も広がり，今
までの狭隘は解消さ
れ，利用者にとっ
て，利用制限するこ
となく過ごしやすい
遊び場と交流の場の
サービスを提供でき
た。

A 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：500名，相
談件数計：
5,000件）

主に０～３歳と
その保護者，妊
娠期の方が，安
心して集える場
で，育児相談も
でき，友達関係
も作れるような
親子ひろばに
なっている。
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６-① 15
再掲

子ども家庭支援
センター運営協
議会の開催

市長の諮問により，子ども家庭
支援センターの運営，相談支援
係業務と地域支援係の各所管業
務・運営について，第三者的な
視点で評価を実施し，市長への
答申を提起するもの。これによ
り，市長は，答申を尊重し，課
題改善に努める。

２年間での，答
申内容への課題
解決進捗状況：
100％

答申課題への改
善進捗が進めら
れ，子ども家庭
支援センターの
運営・所管事業
が充実してい
る。

子育て相
談室

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
50％

地域における子
育て支援サービ
スの充実におけ
るサービス提供
できる環境を整
備する。

運営協議会第
７期答申内容
の課題解決進
捗状況：
60％

地域における子
育て支援サービ
スの充実におけ
るサービス提供
できる環境を整
備した。

b 運営協議会第７期答
申において，関係機
関との組織を越えた
連携強化の必要性が
挙げられ，市内の子
育て支援活動者が集
う国分寺子ども・子
育て支援円卓会議に
参加し，また親子ひ
ろば等のネットワー
クづくりはおむね築
くことができ連携強
化となった思う。

b 地域における子育て
支援サービスの充実
におけるサービス提
供できる環境を整え
るため，子ども・子
育て支援コーディ
ネーターの職員増配
置や，国分寺子ど
も・子育て円卓会議
を共に開催できる
う，市内の子育て支
援活動者と協定締結
を目標に度重なる話
し合いを行い準備し
てきた。

B 運営協議会第７
期答申内容の課
題解決進捗状
況：80％

【相談担当】
虐待防止に関わ
る専門性を高め
るための環境整
備をし，虐待予
防を推進する。

【地域担当】子
ども・子育て支
援コーディネー
ター，子育て応
援パートナーが
親子ひろばをは
じめ，市内の子
育て支援活動団
体を巡回し，顔
が見える関係と
なり連携強化で
きている。

６-① 98 児童館での乳幼
児向け事業

児童館が実施する乳幼児とその
保護者向けの各種事業。「親子
で遊ぼう」「親子のわ」「読み
聞かせ」「料理」「音楽会」な
ど。

全館実施事業数
計：550事業

多数の乳幼児親
子が児童館を利
用し，いきいき
と過ごしてい
る。

子ども子
育て事業
課

550回 乳幼児向け行事
企画する。

558回 親子のわ・水遊
び・人形劇・読
み聞かせなど乳
幼児向け行事企
画する。

a 乳幼児親子が参加し
やすい親子のわ・水
遊び・人形劇・読み
聞かせなど乳幼児向
け行事企画する。

b 年齢別での行事企画
等乳幼児親子が参加
しやすい内容にし
た。

A 500回 乳幼児向け行事
企画する。

６-① 99 子育てガイド
「ホッとおれん
じこくぶんじ」
の作成と普及

子育てに関する様々なサービス
の総合的な案内をするためのガ
イドブックを作成，配布する事
業。

作成回数：３年
に１回

利用者にとって
わかりやすく必
要な情報が掲載
されたガイド
ブックとなって
いる。

子ども若
者計画課

平成29年度
発行に向け，
準備を行う。

利用者にわかり
やすいガイドと
していくため
に，平成26年
度発行子育てガ
イドの情報の整
理を行う。

平成29年度
発行に向け，
協働発行事業
者を募集し
た。

平成29年度発
行に向け作成方
針を作成した。

c 概ね計画とおり進め
ることができた。

c より分かりやすく，
最新の情報を常に届
けることができるよ
う発行方法の見直し
等を図った。

C より新しい情報
が掲載された子
育てガイドを発
行する。
（3,000部発行
予定）

関係機関や団体
の協力を得なが
ら，より良い子
育てガイドとし
ていく。

６-① 100 公民館保育室事
業

・就学前の子どもがいる女性の
学習活動を支えるため，受講中
に保育を行う事業の実施。
・子どもの育ち･発達･生活等に
関する学びの場を提供し，親に
対する啓発事業を実施。

実施事業数：５
事業

・幼い子がいる
女性が学習活動
を通じ，親子と
もに仲間の中で
学ぶ機会を持つ
ことができてい
る。
・子育てをして
いる親が，子ど
もの育ち・発
達・生活等に関
することを学
び，自分自身の
これからの生き
方を見つめる機
会を持つことが
できている。

公民館課 実施事業数：
５事業

全館で「幼い子
のいる親のため
の教室」を実
施。

実施事業数：
５事業

全館で「幼い子
のいる親のため
の教室」を実
施。

b 「幼い子のいる親の
ための教室」を公民
館全館で実施するこ
とができた。

b 子どもの育ちや自分
自身の今後の生き方
を考える学習を保
育・託児事業で行
い，，親子ともに仲
間の中で学ぶ機会を
確保することができ
た。

B 実施事業数：５
事業

全館で「幼い子
のいる親のため
の教室」を実
施。

６-① 101 乳幼児母性健康
相談事業

妊産婦・乳幼児とその保護者を
対象とし，子供の身体測定，保
健・母性・栄養・歯科個別相談
を実施する。地域の親子ひろば
での出張ミニ相談会も実施。

乳幼児母性健康
相談：年９回
親子ひろばミニ
相談会：年22回

より身近な場所
で相談を受け，
育児に自身が持
てるようにな
る。

健康推進
課

乳幼児母性健
康相談：9回
実施
親子広場：
22回実施

より身近な場所
で相談を受け，
育児に自身が持
てるようにな
る。

乳幼児母性健
康相談：9回
実施　851名
（延）
親子広場：
18回実施
186名（延）

必要としている
市民が相談を利
用できた。

b 乳幼児母性健康相談
に関しては9回実施で
きている。親子ひろ
ばに関しては1回につ
き平均10人相談を利
用できており，地域
で相談が必要な市民
が相談を利用するこ
とができたため。

b 相談を必要としてい
る市民が各相談を利
用できているため。

B 乳幼児母性健康
相談：9回実施
親子広場：22回
実施

市民に身近な場
所で専門職が相
談を受けること
で市民が育児に
自信が持てるよ
うになる。
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６-① 97
再掲

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助をしたい市民（援助
会員）と育児の援助を受けたい
市民（利用会員）が育児の相互
援助活動を行う会員登録制の組
織事業。
育児利用時間に応じた謝礼金を
利用会員が援助会員に支払う。

援助会員数 利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

子ども子
育てサー
ビス課

援助会員数：
430人
利用会員数：
800人
両方会員数：
12人

利用したい会員
へのニーズと，
援助してくれる
会員数のバラン
スが良く取れて
おり，働き・支
援したいといっ
た声にも十分に
応えられる，市
民互助の実施が
なされている。

援助会員数：
228人
利用会員数：
1,088人
両方会員数：
14人

会員数のバラン
スの改善には結
びつかなかった
が，活動実人数
では依然充足さ
れているため,
昨年同様円滑に
援助活動に繋げ
ることができ
た。

b 利用会員の堅調な増
加によりそう会員数
は増加となった。し
かし援助会員は横ば
いであったため，会
員数のバランスが課
題ではあるが，現状
援助は充足されてい
るため，事業の充実
を一定図れたと考え
られるため。

c 今年度は援助会員の
更新登録対象者が多
かったことも影響し
ているが,会員数のバ
ランスを改善するこ
とができなかったた
め。

B 利用会員につい
ては今後も３～
4か月検診等で
の登録説明会を
継続していき，
市報等広報を強
化することで，
丁寧な周知を行
う。

課題となってい
る会員数のバラ
ンスを改善する
ため，援助会員
については講習
会の開催する場
所・日時・回数
や登録要件等を
見直すことで，
会員数を更に増
やしていく。

６-① 102 子育て中の親が
学ぶグループの
育成･支援事業

公民館で活動する子育て中の親
のグループに，学習活動のため
のグループ育成支援や保育支援
を行い，親子ともに仲間づくり
に取り組む事業。

活動グループ
数：20団体
グループ活動の
参加者数（就学
前の子と親）：
300人

親子それぞれに
仲間づくりを
し，子どもの育
ちや親の暮らし
のあり方など
を，仲間ととも
に考え合う機会
が持てている。

公民館課 活動グループ
数：20団体
グループ活動
の参加者数
（就学前の子
と親）：300
人

子どもの育ちや
暮らしのあり方
などを考える保
育室活動を実
施。

活動グループ
数：23団体
グループ活動
の参加者数
（就学前の子
と親）：380
人

子どもの育ちや
暮らしのあり方
などを考える保
育室活動を実
施。

b 本多：５団体，親53
人・子41人
恋ケ窪：５団体，親
33人・子31人
光：４団体，親44
人・子36人
もとまち：４団体，
親33人・子29人
並木：６団体，親44
人・子36人

b 子どもの育ちや暮ら
しのあり方などを考
える保育室活動を実
施することができ
た。

B 活動グループ
数：20団体
グループ活動の
参加者数（就学
前の子と親）：
300人

子どもの育ちや
暮らしのあり方
などを考える保
育室活動を実
施。

６-① 103 子育てサークル
の育成及び支援

親子の「わ」の事業やおもちゃ
図書館の事業を通じて，子育て
グループの育ちのきっかけを提
供したり，各自主保育グループ
等への活動場所の提供などの支
援をする事業。

自主グループや
親子の「わ」の
グループなどの
企画延べ回数：
450回

多数の乳幼児親
子が児童館を利
用し自主的にい
きいきと活動し
ている。

子ども子
育て事業
課

自主グループ
や親子の
「わ」のグ
ループなどの
企画延べ回
数：450回

多数の乳幼児親
子が児童館を利
用し自主的にい
きいきと活動し
ている。

391回 企画行事には積
極的に参加して
いる。

c 親子のわや年齢別親
子対象行事の実施に
より，仲間づくりし
やすい環境設定を行
うが目標値までいか
なかった。

c 子育てグループの育
ちのきっかけを提供
したり，各自主保育
グループ等への活動
場所の提供などの支
援をするが，自主活
動まで発展しない。

C 6館 児童館内での親
子ひろば開催実
施もあり，関係
課と連携し支援
していく。

６-① 104 地区連絡協議会
（地域の児童問
題について情報
交換及び協議等
を行う協議会）

児童相談センターにより設置さ
れた協議会で，児童委員が事務
局，市は協力の立場の事務局と
なっている。児童委員，児童相
談所，学校等の関係機関による
協議会。地域の児童問題につい
て情報交換及び協議等を行う事
業。

協議会参加人
数：180人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われ，十分な
連携が図られて
いる。

地域福祉
課

協議会参加人
数：180人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われ，十分な
連携が図られて
いる。

協議会参加人
数：182人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われた。

a 参加人数は年々増加
している。関係機関
が一堂に会し，児童
に関する意見発表，
情報交換をする貴重
な会とすることがで
きた。反面，各分散
会ごとの人数も増え
たため，十分な話し
合いに至らないとこ
ろもあった。

b メインテーマ「いじ
め虐待をなくすため
に」の最終年とし
て，「変化する社会
の中で，思いやりの
ある地域づくりをす
るには」をサブテー
マに，各地域の児童
に関する取り組みに
ついて意見交換し，
地域の児童や実情に
ついて協議すること
ができた。しかしな
がら十分な連携を図
るまでは至っていな
い。

A 協議会参加人
数：180人

四者協（児童委
員・児童相談
所・学校・子ど
も家庭支援セン
ターの四者によ
る地区連絡協議
会）で密に情報
交換・協議等が
行われ，十分な
連携が図られて
いる。

６-① 105 子ども家庭支援
センター地域
ネットワーク事
業

子育てをともに支えあえるまち
をつくるために，市内各親子ひ
ろばの運営拡充と，講習会，イ
ベント，広報活動，情報交流，
ボランティアの参加等を進めて
いく事業。各ひろば事業を展開
する市民活動団体等と市との連
携を強化し，全市課題解決に向
ける。子ども家庭支援センター
を中心とし，各スタッフとセン
ター職員がお互いに顔のみえ
る，相談しやすい環境を作り，
全体の底上げを行う。

各親子ひろば等
巡回数：
延べ100日
市と活動団体等
との連携事業の
企画立案・実施
数（研修会・イ
ベント・啓発活
動等）：２件

子育て・子育ち
に関する，市内
各活動団体等と
子ども家庭支援
センターが十分
につながり，市
内課題解決がで
きて，子育て・
子育ちしやすい
まちとなってい
る。

子育て相
談室

親子ひろば等
巡回数：
延べ320日

市と活動団体
等との連携事
業の企画立
案・実施数
（研修会・イ
ベント・啓発
活動等）：２
件

子育て・子育ち
に関する市内各
活動団体等と子
ども家庭支援セ
ンターが十分に
つながり，様々
な題解決ができ
て，子育て・子
育ちしやすいま
ちになってい
る。

親子ひろば等
巡回数：
延べ469日

市と活動団体
等との連携事
業の企画立
案・実施数
（研修会・イ
ベント・啓発
活動等）：３
件

子育て・子育ち
に関する市内各
活動団体等と子
ども家庭支援セ
ンターが十分に
つながり，様々
な課題解決がで
きて，子育て・
子育ちしやすい
まちの一助と
なった。

a 27年度での３人の地
域支援ワーカーに加
えて，子ども・子育
て支援コーディネー
ターの４人による親
子ひろばや市内子育
て支援活動団体等へ
の巡回は，順調に伸
びた。
市と活動団体等との
連携事業の企画立
案・実施数（研修
会・イベント・啓発
活動等）は，積極的
に子育て支援のスキ
ルアップを目的に研
修を増やした。

a 国分寺子ども・子育
て支援円卓会議を，
子ども家庭支援セン
ターが事務局とな
り，年12回開催，年
間延べ536人参加
し，市内子育て支援
活動団体との情報交
換及び親子ひろばの
充実や地域の子育て
環境の推進等につい
て活発な活動を行っ
た。
今後，この会議を子
ども家庭支援セン
ターの地域組織化事
業として，しっかり
位置づけることが重
要である。

A 親子ひろば等巡
回数：
延べ480日

市と活動団体等
との連携事業の
企画立案・実施
数（研修会・イ
ベント・啓発活
動等）：３件

子ども・子育て
支援コーディ
ネーター，子育
て応援パート
ナーが親子ひろ
ばをはじめ，市
内の子育て支援
活動団体を巡回
するとともに，
研修や地区連絡
会で地域で活動
している者同士
が顔が見える関
係の集まりを通
して相談しやす
い環境（連携環
境）となってい
る。
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６-① 106 保育所地域支援
事業

保育所の行事等に，保育所に入
所していない親子が参加し交流
を行う事業。

全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

子ども子
育て事業
課

全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

園庭・園舎開
放・プール開
放・出前保育
等を実施

地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

b 公設・民設，個々に
特色のある行事や講
座を実施し，地域と
の交流を深めてい
る。

b 近隣の農家さんのご
協力で芋ほりを行っ
たり,消防署への見学
等地域で働く方との
交流の実施してい
る。

B 全園実施 地域の実情に応
じた事業が展開
されている。

６-① 107 職員の地域会議
等への参加

児童館職員・学童保育所職員が
青少年地区育成や教育フォーラ
ム，各シンポジウム・地域子ど
も会や他施設利用者協議会，自
治会会議などへの参加をし，地
域の中での子育ち・子育て支援
の一役を担う。

地域会議等参加
数：240回

児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

子ども子
育て事業
課

200回 児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

177回 児童館・学童保
育所職員が地域
会議へ参加し，
情報を発信し，
地域の子育て支
援に貢献してい
る。

c 市民主導にすべく運
営委員会議出席等精
査し，目的に則した
会議出席にしたた
め，回数が少なく
なった。

c 児童館・学童保育所
職員が地域会議へ参
加し，情報を発信
し，関係団体と連携
し，行事参加した。

C 児童館6施設・
学童16施設

市民主導にすべ
く運営委員会議
出席等精査し，
目的に則した会
議出席にしてい
く。

６-① 108 ホームページ，
ツイッタ―によ
る子育て関連情
報の発信

ホームページやツイッタ―から
子育て・子育ちに関する情報を
タイムリーに発信する。

ホームページ
（「子育て支援
国分寺」のアク
セス数）：
2,200件/月
ツイッタ―：６
件/月

市民が利用しや
すいホームペー
ジ，ツイッタ―
になっている。

子ども子
育て事業
課

ホームページ
（「子育て支
援国分寺」の
アクセス
数）：1,900
件/月
ツイッタ―：
６件/月

市民が利用しや
すいホームペー
ジ，ツイッタ―
になっている。

ホームページ
（「子育て支
援国分寺」の
アクセス
数）：1,849
件/月ツイッ
タ―：４件/
月

ホームページお
よびツイッター
で情報発信す
る。

c 平成26年10月のHP
リニューアルに伴
い，子育て部門と教
育部門の混同してい
た部分が整理された
ため数値的には減
る。

c 行事情報等ををホー
ムページおよびツ
イッターで情報発信
したが，発信してい
ることの広報が足り
なかった。

C ホームページ
（「子育て支援
国分寺」のアク
セス数）：
1,849件/月ツ
イッタ―：４件/
月

ホームページお
よびツイッター
で情報発信す
る。

６-② 109 保育所定員数の
適正化

待機児童数に合わせ定員を変更
(増加)する事業。

認可保育所の整
備事業と併せた
定員変更

定員内訳の見直
しによる均衡の
とれた定員設定

子ども子
育てサー
ビス課

既存保育所の
定員変更

入所を希望する
者が入所しやす
い状態をつくる

定員変更なし 待機児童：
102人

e 定員変更による定員
増はなかったため

d 各保育施設の入所状
況や施設の状況を確
認し，定員変更可能
な保育施設の確認等
を行った。

D 定員変更により
９名の定員増を
図る。

入所を希望する
者が入所しやす
い状態をつくる

６-② 110 認証保育所事業 長時間保育，小規模保育等の多
様な保育スタイルを希望する家
庭に選択肢の一つとして用意す
る事業

４施設（現状維
持）

質の高い保育の
実施

子ども子
育て事業
課

４施設（現状
維持）

質の高い保育の
実施

４施設
A型３園（定
員総数：115
人）
B型１園（定
員総数：15
人）
合計定員130
人

多様な利用者
ニーズに対応で
きる環境を維持
する。

a 目標に向け維持でき
ている。

b 利用回数や保育時間
等の選択肢を多く設
定することで，利用
しやすい環境を維持
できている。

A ４施設（現状維
持）

質の高い保育の
継続実施

６-② 111 家庭的保育事業 家庭的保育を希望する家庭に選択肢
の一つとして用意する事業。

４施設（現状維持） 質の高い保育の実施 子ども子育
て事業課

4施設
総定員数：20人
(現状維持)

質の高い保育の実
施

4施設
(現状維持)

子ども達の成長に
合った環境づくり
を行う。

a 目標に向け維持できて
いる。

b 子供達の成長を保護
者・保育者・地域で見
守るという安心できる
環境が維持できてい
る。

A ４施設（現状維持） 質の高い保育の実施

６-② 112 待機児童解消の
ため認可保育所
の増設

子ども子育て支援事業計画に基
づき平成29年度待機児童を解
消する。

平成29年度まで
に待機児童を解
消する整備の実
施

地域偏在のない
適正な整備の実
施と状況に応じ
た整備数の変更

子ども若
者計画課

29年度まで
に待機児童を
解消するため
に保育所を整
備する。
244名定員拡
充

待機児童が多い
地域及び保護者
の利便性の高い
地域に整備をし
ていく

３施設整備
し，定員173
名の定員拡充
を図った。

国分寺駅徒歩
10分圏内に1
施設，国立駅徒
歩10分圏内に
2施設整備し
た。

d 子ども・子育て支援
事業計画に基づく定
員数の拡充が図るこ
とができなかった。
保育所設置に向け，
事業者等への周知を
引き続き行っていく
必要がある。

b 利便性の高い地域に
保育所を設置するこ
とができた。

C 子ども・子育て
支援事業計画に
基づき，211名
の定員拡充を図
る。

保護者の利便性
の高い地域に保
育所を整備して
いく。
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６-② 113 保育施設の質の
向上（基幹型保
育所システム）

基幹型保育所同士の相互作用機
能，他機関との連携機能，基幹
型保育所以外の保育施設への助
言支援・コーディネイト等機能
など，基幹型保育所システムを
運用し，保育施設（認可・認可
外）の保育所の質の向上を図
る。

当該年度の基幹
型保育所システ
ム事業計画によ
る事業実施件数

質の高い施策の
実施

子ども若
者計画課

平成28年度
基幹型保育所
システム事業
実施件数
（研修等全
28事業）

前年度の事業内
容を振り返り，
より保育所の質
向上につながる
事業の実施

平成28年度
基幹型保育所
システム事業
実施件数
（研修等全
27事業）

参加者からの意
見や感想を積極
的に取り入れ，
研修内容等に反
映させること
で，参加者の
ニーズにあった
事業を実施する
ことができた。
心理相談員によ
る巡回相談で
は，認可外保育
士施設も対象に
スタートするな
ど，認可保育所
だけではない保
育の質向上を図
るため努めた。

b 事業数だけをみる
と，過去の年度から
減少しているが，事
業内容を整理したこ
とによるものであ
り，実質内容は減ら
さず，新しい事業と
して「エリア園長
会」をスタートさ
せ，事業の幅を広げ
るとともに，各取組
への参加者数を増や
すことができた。例
えば，研修では，開
催回数を前年度11回
から９回に減らした
が，１回あたりの研
修参加者数は，平成
27年度48.8人から
平成28年度63.4人
に増え，参加者総数
でも大幅に伸ばし
た。

b 28年度は，通常実施
している１日２時間
の研修だけでなく，
東京都の事業（月１
回全10回の保育コー
ディネーター研修）
を国立市と連携し
て，を開催するな
ど，より，多種多様
な知識や技術を身に
付ける事業を展開す
ることができた。
毎年，新しい保育施
設が増えているた
め，基幹型保育所シ
ステムの事業内容を
十分に理解すること
や，積極的に参加を
促すため，毎年，基
幹型保育所から丁寧
かつ継続的なフォ
ローが必要である。

B 平成30年度基幹
型保育所システ
ム事業実施件数
（研修等全27事
業（予定））

前年度の事業内
容を振り返り，
課題やニーズ等
を正確に把握す
ることにより，
市内保育施設の
保育の質が維
持・向上する事
業の実施
また，実施した
内容について，
積極的に情報を
発信し，市民が
その状況を把握
できるよう努め
る。
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６-② 114 認可外保育施設
保育料助成事業

認可外保育施設の各施設に入所
している児童の保育料の一部を
月額助成することにより，保護
者の負担軽減を図るとともに，
子育て支援制度の充実を図る。

対象者数：周知
100％

助成者数：助成
100%

子ども子
育て事業
課

対象者数：周
知100％

助成者数：助成
100%

年間延べ
1,628人

助成者数：助成
100%

a 申請要件に該当した
助成者に対し目標達
成ができたため。

a 目標達成ができたた
め。

A 対象者数：周知
100％

助成者数：助成
100%

６-② 115 基幹型保育所同
士の相互連携事
業

運営主体の異なる基幹型保育所
が，人材交流や情報交換等を通
じて，各々の持つノウハウや知
識を共有することで相互連携を
強化する事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
保育の相互見
学，園内研修，
国分寺市保育大
会

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携が強化さ
れ，市内教育・
保育施設へのき
め細かい支援が
できる状態にあ
る。

子ども若
者計画課

平成28年度
事業計画に基
づく，基幹型
保育所同士の
相互行事見
学，園内研修
の相互参加，
保育参観の実
施

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携を強化す
る

相互行事見学
全６回，園内
研修の相互参
加全１回，保
育参観全３回

互いの基幹型保
育所を，訪問，
見学し，情報交
換することで，
相互に保育の違
いや良さを理解
することができ
た

b 事業計画どおり，事
業を実施することが
できたため

b 概ね28年度目標を達
成することができ
た。ただし，相互の
行事日程等が重なる
ことが多く，見学等
したくてもできない
日が多くあることが
毎年の課題となって
いる。

B 平成30年度事業
計画に基づく，
基幹型保育所同
士の相互行事見
学，園内研修の
相互参加，保育
参観の実施

基幹型保育所が
人材交流や情報
交換を積極的に
行うことで，基
幹型保育所同士
の連携を強化す
るとともに，各
基幹型保育所内
に，得た情報
や，学んだこと
を共有する機会
を設ける。

６-③ 116 エリア内の保育
所等の相互連携
推進事業

相互連携と外部機関との連携に
より得たノウハウや知識を，各
エリア内の保育所等に還元する
事業。また，エリア内の保育所
等の相互連携を強化・推進する
事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
研修実施，保育
士・専門職連絡
会，情報誌発
行，学校訪問，
災害時対応訓練

基幹型保育所が
情報交換や交流
の支援を行うこ
とで，各エリア
の教育・保育施
設等の連携が強
化され，それら
がそれぞれ質の
高い教育・保育
を実践してい
る。

子ども若
者計画課

平成28年度
事業計画によ
る（以下参
考）
研修，保育
士・専門職連
絡会，情報誌
発行，学校訪
問，災害時対
応訓練等の実
施

基幹型保育所が
情報交換や交流
の支援を行うこ
とで，各エリア
の教育・保育施
設等の連携が強
化され，それら
がそれぞれ質の
高い教育・保育
を実践してい
る。

研修；８回
保育士連絡
会：６回
看護職連絡
会：５回
栄養士連絡
会：３回
情報誌の発
行：２種類を
各２回
学校訪問：小
学校全十校す
べてにおいて
実施
災害時対応訓
練；２回

各事業を実施す
ることで，業務
に係る知識を増
やすことや，確
認するだけでな
く，情報交換や
交流の機会を設
けることがで
き，相互の保育
の質を高める機
会となった。

b 開催頻度等につい
て，計画通り実施で
きたため
研修については，参
加者数が増えてお
り，良い傾向である
が，参加者が入りき
れる会場が限られて
おり，研修に適切な
会場を確保すること
が困難になる場合が
あることが課題に
なっている。

b 開催内容について
も，マンネリ化しな
い工夫を重ねてお
り，内容の充実化が
図られているため
例えば，保育士連絡
会は，これまで，基
幹型保育所（３園）
での開催が通例で
あったが，他の保育
所を開催会場とし
て，連絡会後に保育
施設の見学を兼ねる
機会を設けた。これ
まで，口頭や文書に
よる情報交換だった
ものが，現場を見な
がら情報交換するこ
とができるように
なった。

B 平成30年度事業
計画による（以
下参考）
研修，園長・保
育士・栄養士・
看護師各職種連
絡会，情報誌発
行，学校訪問，
災害時対応訓練
等の実施

各保育施設が近
隣園を見学する
機会を設けるな
ど，各保育施設
が積極的に情報
交換や連携を図
りやすくできる
ように機会を提
供すると共に支
援を行う。

６-③ 117 基幹型保育所と
外部機関等との
相互連携推進事
業

基幹型保育所が，市の子育て支
援・母子保健関係機関や，学術
機関等と連携し，保育に関する
最新情報や専門知識を収集・習
得する事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
子ども家庭支援
センターとの連
携，つくしんぼ
との連携，健康
推進課との連
携，小学校との
連携

基幹型保育所が
各機関と人材交
流や情報交換を
積極的に行うこ
とで，基幹型保
育所が保育所保
育以外の情報や
知識を習得し，
それを市内教
育・保育施設へ
還元できる。

子ども若
者計画課

平成28年度
事業計画によ
る（以下参
考）
子ども家庭支
援センターと
の連携事業，
つくしんぼ・
保育所相互研
修派遣，健康
推進課との連
携事業（かめ
ちゃん），保
育士連絡会
（小学校の先
生との懇談
会）

基幹型保育所が
関係機関と人材
交流や情報交換
を積極的に行う
ことで，関係機
関の事業を支援
し，保育所以外
からの情報や知
識を習得したも
のを各保育所に
おいて共有を図
る。

子ども家庭支
援センターと
の連携事業：
５回
つくしんぼ・
保育所相互研
修派遣：３回
健康推進課と
の連携事業：
12回
保育士連絡会
（小学校の先
生との懇談
会）：３回

基幹型保育所が
関係機関と人材
交流や情報交換
を積極的に行う
ことで，関係機
関の事業を支援
し，保育所以外
からの情報や知
識を習得し，各
保育所内で共有
を図った。

b 開催頻度等につい
て，計画通り実施で
きたため

保育士連絡会（小学
校の先生との懇談
会）では，昨年度，
試験的に第四小学校
のみで実施したもの
を３エリア１か所ず
つ実施したことで，
各保育所にとって，
より身近な小学校の
先生との交流の機会
を設けた。

b 各事業の内容を，関
係機関と協議し，工
夫を重ねたことによ
り，事業の質を高め
るだけでなく，参加
した基幹型保育所職
員と，関係機関職員
とで連携強化を図る
機会を設けることが
できた。
また，これまで事業
に参加したことがな
かった基幹型保育所
職員が各事業に参加
することで，関係機
関との事業を理解
し，知識，技術等を
持ち帰る機会を得る
ことができた。

B 平成30年度事業
計画による（以
下参考）
子ども家庭支援
センターとの連
携事業，つくし
んぼ・保育所相
互研修派遣，健
康推進課との連
携事業（かめ
ちゃん），保育
士連絡会（小学
校の先生との懇
談会）

基幹型保育所以
外の保育施設に
おいても，他機
関との連携を図
れるよう基幹型
保育所が機会を
提供すると共に
支援を行う。
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６-③ 118 基幹型保育所に
よるその他の事
業

上記に加え，基幹型保育所が，
市の保育の質の維持向上と，安
心・安全な保育所等の運営に資
するために行う事業。

平成31年度事業
計画による（以
下参考）
巡回相談等事
業，指定相談事
業，利用者アン
ケート

市内教育・保育
施設が質の高い
教育・保育を提
供している。

子ども若
者計画課

平成28年度
事業計画によ
る（以下参
考）
心理相談員に
よる巡回相
談・指定相
談，利用者ア
ンケート

市内保育施設に
おいて質の高い
保育が提供され
るよう，サポー
ト体制が整って
いる。

心理相談員に
よる巡回相
談：48回
（市内すべて
の保育施設に
おいて実
施），指定相
談：46回
（希望する保
育施設の
み），
利用者アン
ケート：基幹
型保育所３園
すべてにおい
て実施

心理相談員によ
る巡回相談で
は，家庭的保育
事業と，認証保
育所においても
事務局立会いの
もとに試験的に
実施（年１回）
したことで，よ
りきめ細かい事
業展開を図るこ
とができた。ま
た，利用者アン
ケート結果につ
いては，国分寺
市子ども・子育
て会議において
報告し，基幹型
保育所の保護者
満足度や意見を
公表すること
で，その実態と
情報共有を図る
ことができた。

b 開催頻度等につい
て，計画通り実施で
きたため

心理相談員による巡
回相談・指定相談に
ついては，各保育施
設からのニーズが非
常に高く，より多く
の実施回数を求めら
れているが，心理相
談員の都合により，
これ以上の日数確保
が困難であることが
課題となっている。

b 心理相談員の巡回相
談・指定相談では，
各保育施設に寄り添
い，各保育施設の課
題や悩みを丁寧に聞
き取りながら事業を
実施することで，各
保育施設の質向上の
サポートを図ること
ができた。
利用者アンケートに
おいては，これま
で，結果を他の基幹
型保育所に共有して
いなかったがが，す
べての結果と意見を
共有することで，相
互の保育施設が，保
護者からどのような
点について，良いと
思われているのか，
改善をして欲しいと
思われているのか
等，実態を知り相互
に学ぶ機会を設ける
ことができた。

B 平成30年度事業
計画による
（以下参考）
心理相談員によ
る巡回相談・指
定相談，利用者
アンケート

巡回相談・指定
相談事業におい
ては，心理相談
員が各保育施設
の課題やニーズ
を的確に把握
し，必要な支援
が行う。
利用者アンケー
ト：各基幹型保
育所の回答結果
について，保護
者に公表し，職
員間では，明ら
かになった課題
等について，検
討・取組が進め
られている。

６-④ 119 子ども家庭支援
ショートステイ

保護者が一時的に子どもの養育
が困難になった場合，児童養護
施設などで６泊程度までの一定
期間子どもを入所させ養育を行
う事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。レス
パイト機能など
も，一定程度希
望に応えられて
いる。虐待の減
少が見られる。

子育て相
談室

利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。レス
パイト機能など
も，一定程度希
望に応えられて
いる。虐待の減
少が見られる。

利用延べ人
数：2名
利用延べ日
数：11日

緊急時に必要な
方への支援は実
施できている。

c 利用条件が緊急時の
利用目的であるため
に，厳しいことか
ら，年間の利用状況
が少ない傾向にあ
る。

c ３市で合同委託して
いるため，委託料を
抑えることはできて
いるが，レスパイト
機能はあまり果たせ
ていない。

C 緊急時利用申請
数に対する利用
決定数の比率：
100％

利用条件につい
て緊急時の利用
目的に加え，
ケースワーク上
必要な際の利用
を開始した。家
庭と異なる場所
での児童のアセ
スメントができ
ることで，より
的確な支援を目
指す。

６-④ 120 延長保育事業 保育時間の延長を実施する事
業。通常の18時までの保育時
間を20時まで延長して実施す
る施設を拡大する事業。

現状維持 質の高い延長保
育事業の実施

子ども子
育て事業
課

現状維持 質の高い延長保
育事業の実施

１時間延長：
13施設
２時間延長：
13施設

質の高い延長保
育事業の実施

a 新設園分の増加に伴
うものである。

b 保護者の利用形態に
対応するとともに
に，安全な保育環境
の維持ができてい
る。

A 現状維持 今後も多種多様
な保護者の勤務
形態に向けて調
整していく。

６-④ 121 産休明け保育事
業

０歳児保育で産休明け（生後
56日）から受け入れを行う事
業。実施園を増やす。

全園実施 質の高い産休明
け保育の実施

子ども子
育て事業
課

全園実施 質の高い産休明
け保育の実施

実施：21施
設

質の高い産休明
け保育の実施

c 平成31年度目標に向
けて着実に実施数を
増やすことが出来た
が，目標達成にはな
らず。

b 多種多様な保護者の
勤務形態に合った改
善に向けて今後も調
整していく。

B 全園実施 質の高い産休明
け保育の実施

障害児保育事業 子ども子
育て事業
課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育サービスが
提供されてい
る。

年間延べ471
人

質の高い障害児
保育サービスが
提供されてい
る。

b 年間延べ471人 b 加配職員を配置した
障害児保育を実施し
ている。

B 障害児の受入人
数は増加した。
未実施の園もあ
るため，実施園
を増やしていく
必要がある。

全ての園で障害
児保育を実施す
るように促して
いく。

６-④ 48
再掲

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。
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子ども子
育てサー
ビス課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。

待機児童：
102人
年間障害児受
入人数：471
人

公立保育園と私
立保育園を希望
した場合，公立
保育園希望児童
のために実施す
る，障害児入所
事前保育会に私
立園の園長に参
加の案内を行っ
た。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため。

c 私立園は，受入れ可
否の人員体制状況確
認を保護者自身に確
認をしてもらってい
るため。

B 施設整備がすす
み，毎年保育所
数が増加してい
ることから，新
規保育所にも積
極的に受入れを
してもらうよう
働きかけてい
く。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，入
所のための保育
所見学の日程調
整を行い，保護
者の負担軽減を
図っていく。
積極的に保護者
への情報提供を
行っていく。

子ども若
者計画課

待機児童解消
及び全園受入
れ

質の高い障害児
保育が施される
よう，基幹型保
育所システム事
業を活用した支
援体制がある。

待機児童：
102人
年間障害児受
入人数：471
人
認可保育所
25施設中16
施設で受け入
れ

基幹型保育所シ
ステム事業にお
いて，都と連携
して「保育コー
ディネーター研
修（全9回の講
義と１回の療育
見学）」を実施
し，認可外保育
施設含め26保
育施設から施設
長や保育士，看
護師らが参加し
たことで，各保
育施設におい
て，発達障害へ
の理解を深め，
保育現場でコー
ディネートでき
る職員を養成し
た。

b 待機児童が解消され
ていないが，年間延
べ利用人数が増と
なったため

b 保育コーディネー
ター研修は，今年度
初めて実施した事業
であったが，１日の
みのスポット研修と
は異なり，１年を通
じた研修開催とし
た。専門的知識や技
術を丁寧に学べるだ
けでなく，研修で習
得したことを現場で
実践し，実践したこ
と次回以降の研修で
フィードバックする
機会があり，質の高
い保育を実施する支
援体制を構築するこ
とができたため

B 待機児童解消及
び全園受入れ

基幹型保育所シ
ステムの事業を
活用し，各保育
施設が，「こど
もの発達セン
ターつくしん
ぼ」との連携を
深められるよう
支援する。
（例：保育施設
職員がつくしん
ぼの施設を見学
する機会や実際
に業務に携わ
り，取組を理解
する機会を設け
る等）

６-④ 48
再掲

障害を持つ児童を保育所で保育
する事業。受入人数を増やす。

待機児童解消及
び全園受入れ

質の高い障害児
保育が施される
とともに保護者
の入所手続きの
簡略化が図られ
ている。
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６-④ 122 一時・緊急一時
保育事業

一時的に保育が必要な児童を保
育所で保育する事業。緊急性に
応じて，緊急一時・一時保育の
別がある。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

質の高い一時・
緊急一時保育の
実施

子ども子
育てサー
ビス課

一時保育
年間延べ
1,389人
緊急一時保育
年間延べ224
人
合計　1,613
人

一時保育は，待
機児童保護者へ
の案内を行う。
緊急一時保育は
利用にあたり適
正な審査と，迅
速な手続きを行
う。

一時保育
年間延べ
1,418人
緊急一時保育
年間延べ569
人
合計　1,987
人

保護者への周知
と，手続きの迅
速化により，延
べ利用人数が増
加している。

b 保護者への周知と，
手続きの迅速化によ
り，延べ利用人数が
増加している。

b 保護者への周知と，
手続きの迅速化によ
り，延べ利用人数が
増加している。

B 家庭保育者のみ
ならず，待機児
童保護者の利用
も増加傾向にあ
るため，一時保
育実施施設の拡
大を目指す。
緊急一時保育の
申請があった場
合は，迅速に対
応していく。

保育コンシェル
ジュが保護者に
寄り添いながら
相談を受け，実
施保育所へ予約
状況を確認し必
要な情報提供を
行う。
より積極的に保
護者と関わりを
持ち支援を行
う。

６-④ 123 認定こども園運
営事業

保育園，幼稚園それぞれの長所
を生かし，事業運営を図る。既
存施設の改修を踏まえ，事業展
開していく。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

子ども子
育て事業
課

子ども・子育
て支援事業計
画による。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

なし 子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

e 該当施設なし e 該当施設なし E 子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

子ども・子育て
支援事業計画に
よる。

６-④ 124 病児・病後児保
育事務事業

病後児保育事業は保育施設に入
所している児童の病気の回復期
に集団保育を受けることが困難
な場合に児童を一時的に預かる
事業。
また病気中に自宅保育が困難な
場合に実施する事業が病児保育
事業である。

現状維持 質の高い病児・
病後児保育の実
施及び手続きの
簡略化

子ども子
育てサー
ビス課

４施設 実施4施設と市
で年間４回の連
絡会を実施し，
情報共有，意見
交換を行い質の
向上に努める。

４施設 実施4施設と市
で年間４回の連
絡会を実施し，
情報共有，意見
交換を行った。

b 現状維持のため。 b 保育の質の向上のた
めに，実施4施設と市
で年間４回の連絡会
を実施し，情報共
有，意見交換を行っ
たため，

B 現状病児保育施設が１施設で，定員が２名のため，病児保育対応施設の増設を目指す。保育の質の向上
のために，継続
して実施４施設
と市で年間４回
の連絡会を実施
し，情報共有，
意見交換を行い
保育の質の向上
を図る。

６-④ 125 育児支援ヘル
パー派遣事業

産前支援，産後支援及び育児支
援が必要な家庭にヘルパーを派
遣する事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。育児
に不安を抱えた
保護者への支援
により，安定的
な状態が保て，
虐待の減少が見
られる。

子育て相
談室

利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。育児
に不安を抱えた
保護者への支援
により，安定的
な状態が保て，
虐待の減少が見
られる。

派遣世帯実
数：71世帯
延べ派遣時
間：1,842時
間
利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

いち早く保護者
が育児を軌道に
乗せられるよ
う，きめ細やか
な支援ができて
いる。

a 申請者にはほぼ
100％利用決定。親
類の支援が望めない
あるいは，関係の悪
さにより頼れない
ケースが増えてきて
おり需要は高い。該
当ケースへの利用調
整も工夫してできて
いる。

a 申請者にはほぼ
100％利用決定し，
育児支援実施できて
いる。保護者が育児
に対してのスキルが
持てるよう，個別に
目標を立てて支援で
きている。

A 派遣世帯実数：
77世帯
利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

保護者が育児ス
キルを身に着
け，いち早く保
護者が育児を軌
道に乗せられる
よう，個別に目
標を立てて支援
する。妊産婦に
対する理解をヘ
ルパーにも研修
等を通じて深め
ていく。

６-④ 126 トワイライトス
テイ

保護者が仕事等で常習的に帰宅
が夜間に渡る家庭等で，子ども
に対する生活指導や家事等の面
で困難を生じていると認められ
る場合，子どもを午後10時位
まで保育する制度について研究
を行う。

ニーズの把握及
び制度について
の研究

保護者の帰宅が
常習的に夜間に
渡る家庭等の子
どもが安心して
過ごしている。

子育て相
談室

ニーズの把握
及び制度につ
いての研究

ニーズの把握及
び制度について
の研究

ニーズ把握に
努めた。

ニーズ把握に努
めた。

b 保育所や学童保育所
の利用時間の延長に
より，ニーズはほぼ
ない。

b 保育所や学童保育所
の利用時間の延長に
より，ニーズはほぼ
ない。
ショートの日帰りも
利用可能。

B ニーズ把握に努
める。

ニーズ把握に努
める。

６-⑤ 37
再掲

学童保育所中学
生障害児保育

最長中学校３年生までの障害児
を学童保育所で受け入れる事
業。中学生障害児の放課後の受
け入れについて，今後のニーズ
に対応するため，学童保育所以
外の事業の取入れなど，各課連
携して市の方針を検討してい
く。

定員：児童館併
設学童保育所４
施設で各４人
（事業に支障の
ない範囲で定員
を超えての受け
入れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児が
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。
また，学童保育
所以外の事業の
活用が図られ，
居場所が充実し
ている。

子ども子
育て事業
課

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児が
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。

定員：児童館
併設学童保育
所４施設で各
４人（事業に
支障のない範
囲で定員を超
えての受け入
れを行う。）

学童保育所が，
中学生障害児が
放課後いきいき
と過ごす居場所
となっている。

a 入所基準を満たして
いる申請については
全員入所している。

c 定員を超えた入所に
より，狭隘状況が発
生しているため，環
境整備が必要であ
る。

B 定員：児童館併
設学童保育所４
施設で各４人
（事業に支障の
ない範囲で定員
を超えての受け
入れを行う。）

定員を超えた入
所により，狭隘
状況が発生して
いるため，環境
整備が必要であ
る。

６-⑤ 38
再掲

学童保育所の障
害児の受け入れ
拡充

学童保育所での障害児の受け入
れを行い，保護者の就労等の支
援を行う。職員の技量の向上等
により障害児保育の質の向上を
図る。

学童保育所の増
設等に伴い定員
増を図る。障害
児保育に資する
研修を実施す
る。

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

子ども子
育て事業
課

各施設（16
施設）定員：
低学年１人高
学年１人（事
業に支障のな
い範囲で定員
を超えての受
け入れを行っ
ている。）研
修の実施：有

学童保育所の増
設等に伴い定員
増を図る。障害
児保育に資する
研修を実施す
る。

各施設（16
施設）定員：
低学年１人高
学年１人（事
業に支障のな
い範囲で定員
を超えての受
け入れを行っ
ている。）研
修の実施：有

学童保育所が，
障害児が放課後
いきいきと過ご
す居場所となっ
ている。

a 入所基準を満たして
いる申請については
全員入所している。

b 定員を超えた入所に
より，狭隘状況が発
生しているため，民
設学童１施設開所し
定員増となった。

A 各施設（16施
設）定員：低学
年１人高学年１
人（事業に支障
のない範囲で定
員を超えての受
け入れを行って
いる。）研修の
実施：有

定員を超えた入
所により，狭隘
状況が発生して
いるため，環境
整備が必要であ
る。
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６-⑤ 127 学童保育事業 保護者の労働等により，適切な監護
を受けられない児童について，家庭
に代わり保育する事業。市立学童保
育所の保育時間は，8:00～19:00
で，日曜・祝日等は閉設。民設民営
学童保育所の設置も促進。

子ども・子育て支援
事業計画による。

整った設備・運営環
境の下で，放課後適
切な監護を受けられ
ない児童がいきいき
と遊び，生活してい
る。

子ども子
育てサー
ビス課

障害児年間延
べ登録人数：
1,029人

障害児申込児童
の全入。

障害児年間延
べ登録人数：
886人

障害児申込児童
の全員入所。

b 希望児童が全員入所
のため。

b 希望児童が全員入所
のため。

B 公設公営学童保
育所とともに，
民設民営学童保
育所の周知も積
極的に行い，民

公設公営の申込
みについては，
入所要件の基準
を満たしている
か厳正な審査を

６-⑤ 127 学童保育事業 保護者の労働等により，適切な監護
を受けられない児童について，家庭
に代わり保育する事業。市立学童保
育所の保育時間は，8:00～19:00
で，日曜・祝日等は閉設。民設民営
学童保育所の設置も促進。

子ども・子育て支援
事業計画による。

整った設備・運営環
境の下で，放課後適
切な監護を受けられ
ない児童がいきいき
と遊び，生活してい
る。

子ども若
者計画課

905名の受け
皿を確保する

狭あい状況の解
消に向け，民設
民営学童保育所
を整備する。

民設民営学童
保育所１施設
40名の定員
拡充を図っ
た。
定員数825
名，在籍児童
数1,023名

条例に基づく面
積基準及び人員
配置基準を満た
した学童保育所
を1施設整備し
た。

d 新たな学童保育所を
設置したが，子ど
も・子育て支援事業
計画に基づく定員数
の拡充は行えなかっ
た。

d 既存学童保育所の狭
隘状況の解消には
至っていない。

D 引き続き，子ど
も・子育て支援
事業計画に基づ
き定員の拡充に
向け民設民営学
童保育所を整備
していく。

狭隘状況を解消
し，子どもたち
の保育環境を充
実させる。

子ども子
育て事業
課

子ども・子育
て支援事業計
画による。

整った設備・運
営環境の下で，
放課後適切な監
護を受けられな
い児童がいきい
きと遊び，生活
している。

定員:825人
施設数:17箇
所

民設学童１施設
増設し，狭隘状
況が緩和した。

c 定員増したが，更な
る定員増が必要であ
る。

c 民設学童１施設増設
し，狭隘状況が緩和
したが，更なる増設
を行い環境を整える
必要がある。

C 施設数:19箇所 狭隘状況の解消
のため，施設を
増設し，環境を
整える必要があ
る。

６-⑤ 128 学童保育所三季
休業時保育事業

学童保育所において，三季休業
時（春夏冬休み）のみ保護者の
労働等により，適切な監護を受
けられない児童を受け入れる事
業。

三季休業
保育を希望する
児童すべての受
け入れ

整った設備・運
営環境の下で，
三季休業日に適
切な監護を受け
られない児童が
いきいきと遊
び，生活してい
る。

子ども子
育て事業
課

三季休業
保育を希望す
る児童すべて
の受け入れ

整った設備・運
営環境の下で，
三季休業日に適
切な監護を受け
られない児童が
いきいきと遊
び，生活してい
る。

三季休業
保育を希望す
る児童すべて
の受け入れす
る。

狭隘状況を緩和
するため，教室
借用等し環境整
備に努める。

a 三季休業
保育を希望する児童
すべての受け入れ
る。

c 狭隘状況を緩和する
ため，施設増設や教
室借用等し環境整備
に努めるが，解消ま
でには至らなかっ
た。

B 三季休業
保育を希望する
児童すべての受
け入れる。

狭隘状況を緩和
するため，施設
増設や教室借用
等し環境整備に
努める。

６-⑤ 129 学童保育所の整
備計画

平成21年度策定の施設整備計
画に基づき，老朽化，狭隘化へ
の対応のため施設整備をしてい
く。また，入所児童数増加への
対応の必要性から，新たな整備
計画を検討する。

新たな整備計画
に基づく整備

狭隘状況が解消
された環境で，
入所児童がいき
いきと遊び，生
活している。

子ども子
育て事業
課

狭隘状況の悪
化している施
設エリアに学
童保育所の増
設を行う

狭隘状況が解消
されている。

民設学童保育
所１施設開所

狭隘状況が緩和
された。

b 隘状況の悪化してい
る施設エリアに学童
保育所の増設を行
う。

c 狭隘状況が緩和され
たが解消まで至らな
かった。

B 隘状況の悪化し
ている施設エリ
アに学童保育所
の増設を行う。

狭隘状況を緩和
するため，施設
増設施設整備に
努める。

６-⑤ 130 学童保育所の保
護者会活動の支
援

学童保育所の保護者会活動へ，
施設の利用や職員の活動協力な
どを行う。

保護者会への協
力施設数：全施
設

学童保育所の保
護者会活動の支
援をしている。

子ども子
育て事業
課

保護者会への
協力施設数：
全施設

学童保育所の保
護者会活動の支
援をしている。

保護者会への
協力施設数：
全施設

学童保育所の保
護者会活動の支
援をした。

a 全施設に於いて可能
な限り，活動支援を
行った。

b 父母連ニュースの配
布，保護者会活動の
場所提供等を可能な
限り支援した。

A 全施設に於いて
可能な限り，活
動支援をする。

学童保育所の保
護者会活動の支
援を可能な限り
していく。

６-⑤ 131 小学校高学年の
放課後の居場所
づくり

児童福祉法の改正により，放課
後児童健全育成事業（学童保育
所）が対象とする範囲に小学校
高学年も含まれることとなった
ことを踏まえ，放課後の居場所
づくりに取り組む。

放課後児童健全
育成事業（学童
保育所）で小学
校高学年児童を
受け入れる。

放課後適切な監
護を受けられな
い小学校高学年
児童がいきいき
と遊び，生活し
ている。

子ども子
育て事業
課

小学校高学年
児童を受け入
れるため，施
設を増設し定
員増を図
る。。

小学校高学年児
童を受け入れる
ため，施設の狭
隘状況の解消に
努める。

１施設増設 小学校高学年児
童を受け入れる
ため，施設の狭
隘状況の解消に
努める。

c 増設したが，高学年
受け入れまでの定員
増に至らなかった。

d 狭隘状況の解消に至
らず，高学年受け入
れには更なる増設が
必要である。

C 小学校高学年児
童を受け入れる
ため，施設を増
設し定員増を図
る。。

高学年受け入れ
には更なる増設
が必要である。
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①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。

①６箇所 ①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。

子ども子
育て事業
課

４箇所 小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。

４箇所 小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。

c H29年度9公園実施
に向けて調整する。

b スタッフの働きかけ
により，火を扱った
り，工作により手先
を使う作業をするな
ど充実していた。

B 青空ひろば事業
として9公園実
施

小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

②５箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子育て相
談室

②３箇所 ②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

②３箇所 乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュでき
るよう運営し
た。

c 平成26年度から３か
年契約の協働事業で
の「屋外型親子ひろ
ば」であったため，
現状の実施個所数で
ある。

a 親子ひろばスタッフ
（プレイリーダー）
のもと，乳幼児の親
子で野外遊びを体験
する機会を安全に与
えられることができ
た。
プレイリーダーが外
での遊び方を知らな
い親へ一緒に遊びな
がら，公園での遊ぶ
方法，外での遊び方
を伝授し支援を行え
た。

B 28年度で３か年
契約が完了「屋
外型親子ひろ
ば」事業は廃
止。
29年度では，子
ども子育て事業
課の子ども野外
事業「プレイ
キッズ」と統合
し，「こくぶん
じ青空ひろば」
で協働事業実施
することになっ
た。

子ども家庭支援
センター職員の
子ども・子育て
支援コーディ
ネーターや子育
て応援パート
ナーが，午前中
実施公園へ巡回
を行い，利用者
が遊び体験がで
きる市内子育て
支援活動団体を
紹介するなど繋
ぐ役割ができて
いる。

7-① 66
再掲

プレイステー
ション事業

青少年がいきいきと安全に遊べ
る冒険遊び場として，国分寺市
プレイステーションの管理･運
営を委託する事業｡

年間来場者数：
15,000人（単
年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きている。

社会教育
課

年間来場者
数：15,000
人（単年度）

青少年がいきい
きとして遊べる
遊び場が提供で
きている。

14,480人 木工作や粘土細
工などの手作り
体験や，ターザ
ンロープなどの
体を使った遊び
を通じた体験を
提供することが
できた

c 年度により来場者数
は増減しているが，
概ね目標値に近い来
場者を確保できた

a さまざまな体験を提
供しており，青少年
がいきいきとして遊
べる場の提供ができ
た

B 年間来場者数：
15,000人（単
年度）

子どもが「居場
所」と思える場
となるよう事業
内容の充実を図
る。

7-① 132 自然や生き物と
の触れあいを通
し，自然の不思
議や生命の大切
さを主題とした
体験学習施設の
検討

小学生を主に利用対象とし，既
存施設（緑地・姿見の池）など
を利用して，自然や生き物との
触れあう場として親水施設，ビ
オトープ等の充実を図るため調
査・検討する事業。

体験学習の場：
２箇所以上

市内にある２箇
所以上の緑地・
ビオトープ等に
おいて，子ども
達の自然環境体
験学習が実施さ
れている。

緑と建築
課

体験学習の場
1箇所
指導者1名

参加者増加のた
め周知の仕方を
工夫する。

体験学習の場
1箇所
指導者1名

学校にチラシを
配布したとこ
ろ，定員を超す
応募があり抽選
を行った。

b 恋ヶ窪樹林地で体験
学習の場を1箇所提供
できたことから評価
をbとした。
31年度目標に向け別
の場所での実施を検
討する必要がある。

b 参加者が増加したこ
とから評価をbとし
た。
今後も学校へのチラ
シを配布していく。

B 体験学習の場2
回

西恋ヶ窪緑地で
の昆虫に関する
体験場，及び植
物に関する体験
の場を提供す
る。（各1回）

7-① 133 学童体験農園の
充実

学校近隣の農地を借用し，児童
が土に触れ，種まきから収穫ま
での一連の作業を通して，心豊
かな児童の育成を図る事業。

３校で実施 協調性を養い，
成就感を味わわ
せることができ
ている。

学校指導
課

３校で実施 協調性を養い，
成就感を味わわ
せることができ
ている。

３校で実施 協調性を養い，
成就感を味わわ
せることができ
た。

a 小学校３校で，学童
体験農園を実施し
た。

a 学校近隣の農地を借
用し，児童が土に触
れ，種まきから収穫
までの一連の作業を
することが，教育課
程に深く位置付き，
学校の特色として認
知されている。

A ３校で実施 農作物の収穫を
通して，達成感
や自己有用感を
味わう機会とす
る。
地域社会と連携
して，地産地消
などの視点か
ら，食育との連
携も深めてい
く。

7-① 134 日光移動教室の
充実

校外活動の一環として，小学６
年生全員を対象として実施する
移動教室参加者に補助を行う事
業。

対象児童数：
916人
補助金額：
8,427,200円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
ている。

学務課 対象児童数：
887人(6年生
全員）
補助金額：
8,160,400
円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
ている。

対象児童数：
827人（6年
生参加者全
員）
補助金額：
7,601,431
円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
た。

a 各小学校と協力し，
移動教室の補助金交
付事業を実施し，対
象者全員に補助をす
ることができたた
め。

a 対象児童が移動教室
で充実した体験学習
ができたため。

A 対象児童数：
919人（6年生
全員）
補助金額：
8,454,800円

対象児童が移動
教室で充実した
体験学習ができ
ている。

7-① 24
再掲

子ども野外事業
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7-① 135 芸術鑑賞教室事
業

音楽・演劇等を鑑賞することに
より，生活を明るく豊かにする
芸術について基礎的な理解を深
め情操教育の充実を図る事業。

小学校：２回
（全校合同）

情操教育の充実
が図られてい
る。

学校指導
課

小学校：２回
（全校合同）
中学校：
各校１回

情操教育の充実
が図られてい
る。

小学校：２回
（全校合同）
中学校：
各校１回

情操教育の充実
を図った。

a 芸術鑑賞教室を，小
学校で２回（全校合
同），中学校は各校
１回開催した。

a 音楽・演劇等の鑑賞
を通して，普段はな
かなか接する機会の
ない芸術に触れると
ともに，教科担当に
よる計画的な指導に
よって普段の学習に
反映され，深化され
ている。

A 小学校：２回
（全校合同）
中学校：各校１
回

演目について
は，実行委員が
中心となり，学
習指導要領を踏
まえて，最適な
内容構成になる
よう検討する。
教科担当による
計画的な指導に
よって普段の学
習に反映され，
情操教育の充実
を図る。

7-① 136 わんぱく学校 体験学習や仲間との交流をとお
して，子どもたちの感受性・人
間性をのばし青少年リーダーと
しての資質を育てる事業。

参加者数：45人 国分寺市に愛着
を持ち，地域と
のつながりを大
切に思う青少年
が数多く育って
いる。

社会教育
課

年間実施回
数：11回
参加者数：
45人

国分寺市に愛着
を持ち，地域と
のつながりを大
切に思う青少年
が数多く育って
いる。

29人 キャンプやボラ
ンティア体験な
どを通じ，地域
とのつながりを
大切に思う青少
年が育成できた

c 目標値を下回る参加
者数となったため，
参加条件の見直し等
により増加を図る

a 参加人数を目標値を
下回っているが，ア
ンケートによる満足
度が77%と比較的高
く，プログラムの内
容としては目的を達
成できている

B 年間実施回数：
11回
参加者数：45人

わんぱく学校開
催の趣旨に立戻
り，一貫したつ
ながりのある事
業計画とし，参
加者の満足度と
参加者数の増加
を図る。

7-① 137 伝統文化こども
教室

伝統文化を次世代に継承させる
ため，子どもたちに伝統芸能及
び生活文化を体験・習得させる
事業。

教室構成団体
数：13

子どもたちが伝
統文化に触れ親
しむことによ
り，次世代の継
承者が育つ環境
を整える。

文化と人
権課

教室構成団体
数：13

安定的に継承者
が育つよう，継
続して事業を実
施し，定着度を
高めていく。

教室構成団体
数：14

昨年から継続す
る教室が多く，
教室数全体とし
ても増加し，事
業としての定着
度が高まった。

a 【理由】教室構成団
体数が増えて，目標
数値を上回ったた
め。

b 【理由】10年以上継
続して実施している
教室もあり，事業と
して定着してきてい
るため。

A 教室構成団体
数：13

事業を継続して
いくことで，更
に定着度を高
め，次世代の継
承者が育つ環境
を整えていく。

7-① 138 公民館青少年体
験事業

公民館で開催する「中学生に習
うパソコン教室」で講師の役割
を担う等，青少年向けの様々な
体験事業の実施。

実施事業数：５
事業

中学生が講師補
助として参加
し，講座受講者
のフォローを行
うことで，会話
や簡単な指導
等，異世代との
交流や地域貢献
を体験する場が
できている。

公民館課 実施事業数：
５事業

「中学生に習う
パソコン教室」
で異世代交流や
地域貢献を体験
する事業を実
施。

実施事業数：
５事業

「中学生に習う
パソコン教室」
で異世代交流や
地域貢献を体験
する事業を実
施。

b 「中学生に習うパソ
コン教室」を公民館
全館で実施すること
ができた。

b 中学生が異世代交流
や地域貢献を体験す
る事業を実施するこ
とができた。

B 実施事業数：５
事業

「中学生に習う
パソコン教室」
で異世代交流や
地域貢献を体験
する事業を実
施。

7-① 139 夏休み学校キャ
ンプ

学校施設を利用し，地域の方々
が実行委員会となりキャンプを
開催する事業。

市内全市立小学
校10校で実施

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

市内全市立小
学校10校で
実施

各校さまざまな
特色のあるプロ
グラムを作成す
ることにより，
活動を体験でき
る場を提供す
る。

a すべての小学校で開
催することができた

a 学校キャンプに防災
プログラムやキャン
プファイヤーなどを
取り入れ，子どもた
ちのみならず，地域
の協力者とともに活
動を体験できる場を
提供した。

A 市内全市立小学
校10校で実施

子どもたちに
様々な体験をし
てもらうため，
キャンプのプロ
グラムが更に充
実するよう，協
力団体等の情報
提供を行う。

7-① 140 ジュニアサマー
野外活動交流会

姉妹都市の佐渡市において，国
分寺市では体験できない海や山
などの野外活動を通して，佐渡
市の子どもたちとの交流を図る
とともに，佐渡の歴史や文化に
触れる機会を持つことを目的に
実施。

参加者数：30人 自然豊かな佐渡
での，磯遊び
や，スポーツを
通じて夏休みの
楽しい思い出と
仲間づくりを行
う。

スポーツ
振興課

参加者数：30人　自然豊かな佐
渡での，磯遊び
や，スポーツを
通じて夏休みの
楽しい思い出と
仲間づくりを行
う。

　参加人数，
小学生15
人，中学生１
人（合計16
人）

　佐渡市，入間
市の小学生とレ
クリエーション
や佐渡でのプロ
グラムを通じて
交流をした。

c 参加者が16人にとど
まったのは，市報・
HP以外の事前広報不
足であると考えられ
る。

b 　姉妹都市の小学生
とレクリエーション
や佐渡でのプログラ
ムを通じて，交流し
た。

B 参加者数：30人 　自然豊かな佐
渡市で，野外活
動やニュース
ポーツなどを体
験しながら，佐
渡市の子ども達
との交流を図
る。

7-② 141 児童館・学童保
育所における，
ゴミの分別によ
る日常体験学習

施設内での，大人の目のあると
ころで，ゴミの徹底分別を直接
的に指導したり，イベント時に
は，食器の持参など励行し，環
境学習を遊びながら日常的に行
う。

全施設で実施 子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施し，食器
の持参などを励
行している。

子ども子
育て事業
課

全施設で実施 子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施し，食器
の持参などを励
行している。

全施設で実施 子どもたちが自
ら，ゴミの分別
を実施し，食器
の持参などを励
行している。

a 全施設で実施 c 掲示や声掛けにより
よびかけるが，分別
以前に，そのまま置
き去りにする児童も
いるため，合わせて
声掛けをしていく必
要がある。

B 全施設で実施 分別以前に，そ
のまま置き去り
にする児童もい
るため，合わせ
て声掛けをして
いく必要があ
る。
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7-③ 142 中高生と乳幼児
のふれあい事業

主に，市内各親子ひろば事業で
の，中高生と乳幼児のふれあい
の場を企画し，乳幼児に対する
次世代の親へ向けて，感性を磨
いてもらうなどの体験の場を設
定する。

子ども家庭支援
センターを含む
全市関係事業の
件数：10件

中高生たちが，
兄弟数の少ない
現社会状況の中
で，乳幼児と触
れ合うことの楽
しさ等を経験で
き，今後の結婚
観などに影響を
与えるととも
に，保護者に
なった折の不安
感が解消されて
いる。

子育て相
談室

中高生の受け
入れ人数：
10人

中高生たちが，
兄弟数の少ない
現社会状況の中
で，乳幼児と触
れ合うことの楽
しさ等を経験で
き，今後の結婚
観などに影響を
与えるととも
に，保護者に
なった折の不安
感が解消されて
いる。

中学生の受け
入れ数：15
人

中学生が職場体
験を通じ，乳幼
児と触れ合うこ
との楽しさ等を
経験を与えられ
た。

a 受け入れ人数は，中
学校から依頼された
人数。
中高生は，学校生活
の時間帯と子ども家
庭支援センターの時
間帯を合致させるの
は，なかなか困難で
ある。

c 職場体験の感想で
は，赤ちゃんとのふ
れあいの難しさを知
り，でもその中でも
可愛くて貴重な経験
だったと思いを残し
てくれ，楽しく感
じ，そして，少しで
も不安感が拭い去れ
たのではないかと思
う。
また，受け入れ人数
には含んでいない
が，夏休み等の部活
動や学習時間の合間
をぬって数日，乳幼
児の相手や，親子ス
ペースのスタッフの
手伝いに来てくれた
中学生もいた。

B 中学生の受け入
れ数：20人

中学生の職場体
験以外で，夏の
ボランティアな
どを積極的に受
け入れ，乳幼児
に対する次世代
の親へ向けて，
感性を磨いても
らうなどの体験
の機会を与え
る。

7-④ 143 不登校児童・生
徒への支援

継続して適応指導教室（トライ
ル－ム）を設置することで，不
登校児童・生徒への教科指導や
体験活動を行うなどの支援を行
い，学校復帰への一助とする事
業。

不登校の児童・
生徒の通室数を
できる限り増や
す。

不登校児童・生
徒が支援により
学校復帰するこ
とができてい
る。

学校指導
課

不登校の児
童・生徒の通
室数をできる
限り増やす。

不登校児童・生
徒が支援により
学校復帰するこ
とができてい
る。

中学校：
10名

不登校状態にあ
る児童・生徒の
状況の好転化を
図った。

b 不登校の児童・生徒
の通室を促し，10名
の中学生が通室し
た。
今後，不登校児童・
生徒の通室数を増や
す必要がある。

a 適応指導教室（トラ
イル－ム）において
不登校児童・生徒へ
の教科指導や体験活
動を行うことによ
り，学校復帰に向け
て状況が好転した事
案が見られた。

A 不登校や登校渋
りの状況にある
児童・生徒の通
室数をできる限
り増やす。

適応指導教室
（トライル－
ム）の指導員と
指導主事が直接
学校を訪問し
て，各学校に周
知を図り，学校
復帰を目指す。
新たに中学生の
保護者対象の電
話相談を開始
し，事案の掘り
起こしに努め
る。

7-⑤ 144 コミュニティ・
スクール設置に
向けた諸事業の
推進

学校運営協議会等の充実及び学
校支援地域本部の導入など，学
校を支援する組織づくりを進め
る。学校を支援する地域の体制
が整ったところから，教育委員
会が順次コミュニティ・スクー
ルの設置を進める。

学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

地域との協働に
より学校が運営
されている。

学校指導
課

学校を支援す
る地域の体制
が整った学校
について，教
育委員会が順
次コミュニ
ティ・スクー
ルを指定す
る。

地域との協働に
より学校が運営
されている。

コミュニティ
スクール：
3校

地域との協働に
より学校が運営
された。

a 小学校３校がコミュ
ニティ・スクールと
して継続して指定さ
れている。

a コミュニティ・ス
クールの３校は，地
域との協働により学
校が運営されてい
る。

A 学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

・学校を支援す
る地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会がコミュニ
ティ・スクール
を指定する。
・東京都が推進
する「東京都型
のコミュニ
ティ・スクー
ル」の事業への
参画を検討す
る。
・他課と連携し
て，事業の推進
を図る。

7-⑥ 145 特別支援教室の
設置

通常の学級に在籍する特別な支
援を必要とする児童･生徒に対
し，個別指導等を行うための特
別支援教室を設置していく。

全小中学校に特
別支援教室が設
置されている。

第３次国分寺市
特別支援教育基
本計画（義務教
育時）に基づい
た設置が完了し
ている。

学校指導
課

平成29年度
以降の国分寺
市における特
別支援教育の
方向性を示す
「第３次国分
寺市特別支援
教育基本計
画」を策定
し，その中
で，特別支援
教室の設置方
針を定める。

小学校７校，中
学校４校に設置
されている特別
支援教室の適正
な運営を図る。

平成29年度
以降の国分寺
市における特
別支援教育の
方向性を示す
「第３次国分
寺市特別支援
教育基本計
画」を策定
し，その中
で，特別支援
教室の全校配
置を示した。

小学校７校，中
学校４校に設置
されている特別
支援教室の適正
な運営を図っ
た。

a 平成29年度以降の国
分寺市における特別
支援教育の方向性を
示す「第３次国分寺
市特別支援教育基本
計画」を策定し，そ
の中で，特別支援教
室を「サポート教
室」と名称変更した
うえで，全校に配置
することを示した。

a 小学校７校，中学校
４校に設置されてい
る特別支援教室の適
正な運営を図った。

A 「第３次国分寺
市特別支援教育
基本計画」に基
づき，市立小学
校全校に特別支
援教室を設置す
る。
また，第一小学
校に新たにサ
ポート教室を設
置する。

平成29年度作成
の「特別支援教
室運営マニュア
ル」に基づき，
情緒障害等通級
指導学級から巡
回型の特別支援
教室への円滑な
移行を実現す
る。
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８-① 146 保健指導票の交
付

経済的理由により，診察・検査
などの保健指導を受けがたい妊
産婦と乳幼児に対し健康診査の
受診料軽減のため受診券を交付
する事業。

事業評価は数値
化しづらい。

必要としている
市民に交付され
ている。

健康推進
課

必要とする市
民数を想定で
きないため，
数値化はしづ
らい。

必要とする市民
に交付されてい
る。

交付者
0人

交付なし c 妊婦健康診査受診券
を妊娠届提出時に14
回分発行しており，
必要な健診・保健指
導が充足しているた
め，交付者0人と考え
られる。交付実績か
ら事業の必要性は低
く，あり方について
検討が必要である。

c 妊婦健康診査受診券
を妊娠届提出時に14
回分発行しており，
必要な健診・保健指
導が充足しているた
め，交付なしと考え
られる。交付実績か
ら事業の必要性は低
く，あり方について
検討が必要である。

C 必要とする市民
に交付するた
め，事業評価は
数値化しづら
い。

必要とする市民
に交付する。

８-① 147 難病医療費等の
助成

①指定難病の方②東京都内に住
所を有している方③健康保険に
加入しており，他の医療給付制
度（生活保護等）を受けていな
い方④医療費助成の認定基準を
満たしている方へ支給する事
業。東京都より窓口事務が市に
移譲されている。

申請は任意であ
るため数値化し
づらい。

継続
医療を必要とす
る方がもれなく
利用できるよう
にする。
【活動指標】
東京都と協力
し，制度の周知
を図るととも
に，障害者のし
おり，ＨＰ等を
通し制度の広報
に努める。

障害福祉
課

申請は任意で
あるため数値
化しづらい。

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努める。

申請件数：
1,224

障害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の周
知を図った。

b 目標数値の設定は困
難であるが，平成25
年度実績よりも平成
28年度実績は増加し
ているため。

b 障害福祉ガイドブッ
クの改定等により，
制度の周知が図られ
た。

B さらなる周知を
図る

制度の周知を図
るとともに，障
害福祉ガイド
ブック，ＨＰ等
を通し制度の広
報に努め，周知
が図られてい
る。

８-① 148 小児慢性特定疾
病医療費助成

満18歳未満で小児慢性疾患対
象疾病に罹患している方に支給
する事業。ただし，18歳以上
についても継続して更新手続き
を行った場合に限り20歳まで
延長可能となる。東京都より窓
口事務が市に移譲されている。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

必要としている
市民が申請でき
ている。

新規申請
15人
更新申請
78人
変更申請
２３人

東京都の受任窓
口として申請書
の受理に関する
事務を市で行っ
ている。

c 申請は任意であるた
め
事業評価は数値化し
づらい。

c 東京都の受任事務で
は，市が申請受理の
み行っている事業が
大半を占めるため，
有効性についての評
価は難しい。

C 申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。必
要に応じて保健
師等への相談事
業につなげる。

８-① 149 大気汚染健康障
害者医療費助成

①東京都の区域内に，引き続き
１年以上（３歳に満たない乳幼
児は６か月以上）住所を有する
18歳未満の方②現に，気管支
喘息，喘息性気管支炎，慢性気
管支炎，肺気腫か，これらの続
発症に罹患している方③健康保
険に加入しており，他の医療給
付制度（生活保護等）を受けて
いない方に支給する事業。東京
都より窓口事務が市に移譲され
ている。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

必要としている
市民が申請でき
ている。

新規申請
29人
更新申請
635人
変更申請
94人
再交付申請
8人

東京都の受任窓
口として申請書
の受理に関する
事務を市で行っ
ている。

c 申請は任意であるた
め
事業評価は数値化し
づらい。

c 東京都の受任事務で
は，
市が申請受理のみ
行っている事業が大
半を占めるため，有
効性についての評価
は難しい。

C 申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。

８-① 150 養育医療給付 未熟児（出生時体重2,000グラ
ム以下，またはそれ以外で生活
力が特に弱い乳児）で，医師が
入院養育を必要と認めた方に支
給する事業。平成24年度まで
東京都からの受任事務で窓口事
務のみ行っていたが，25年度
より支給認定，支払等を含めた
全ての事務が市に移譲された。

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

申請は任意で
あるため事業
評価は数値化
しづらい。

必要としている
市民が申請でき
ている。

新規認定
26人

必要として
いる市民が申請
している。

b 申請は任意であるた
め
事業評価は数値化し
づらい。

b 権限移譲により市が
支給認定を行ってい
る。また，申請時に
必要な方に対して保
健師等へ相談をつな
ぐことができた。

B 申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

今後も申請に基
づいた事務を継
続していく。必
要に応じて保健
師等への相談事
業につなげる。

８-① 151 自立支援医療
（育成医療）

肢体不自由など機能障害があ
り，手術等により治療効果が期
待できる18歳未満の児童の医
療費の一部を助成する事業。所
得制限があるほか，住民税額に
よる自己負担あり。東京都より
窓口事務が市に移譲されてい
る。国や東京都へ制度の拡充を
要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担が
軽減されてい
る。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担が
軽減されてい
る。

取扱件数：
26件

正確な手続きを
行い対象者への
医療費補助につ
なげることで，
経済的な負担を
軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，窓口等で
の相談に対し，今後
対象となる可能性の
ある方にはどのよう
な状況の変化で対象
となるか等を適切に
説明し，対象となる
方は確実に申請に結
び付けて医療費の負
担軽減を行ったこと
から，量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 正確な手続きを行い
対象者への医療費補
助につなげること
で，経済的な負担を
軽減したことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 取扱件数：29件 市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける健康推進課
等の関係課との
連携により，丁
寧でわかりやす
い案内を行うこ
とで，対象者を
漏らすことなく
申請へ繋げ，経
済的な負担を軽
減していく。
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８-① 152 乳幼児医療費助
成事業

義務教育就学前の乳幼児の医療
費の自己負担分を助成する事
業。所得制限なし。国や東京都
へ制度の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，乳
幼児家庭の経済
的な負担が軽減
されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，乳
幼児家庭の経済
的な負担が軽減
されている。

受給者数：
6,731人

制度周知により
申請漏れを防
ぎ，未申請者に
は個別にお知ら
せを送付するこ
とにより，乳幼
児家庭の経済的
な負担を軽減し
た。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
により申請漏れを防
ぎ，未申請者には個
別にお知らせを送付
することにより，乳
幼児家庭の経済的な
負担を軽減したこと
から,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 制度周知により申請
漏れを防ぎ，未申請
者には個別にお知ら
せを送付することに
より，乳幼児家庭の
経済的な負担を軽減
したことから,28年度
の目標はおおむね達
成したと考えられる
ため。

B 受給者数：
6,959人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
事前手続きを行
う市民課等の関
係課との連携に
より，対象者に
速やかに医療証
を発行して医療
費を助成するこ
とで，乳幼児家
庭の経済的な負
担軽減を行う。

８-① 153 義務教育就学児
医療費助成事業

義務教育就学期にある児童の医
療費の自己負担分を助成｡ただ
し，通院１回につき200円の
一部負担金あり。児童手当に準
拠した所得制限あり。国や東京
都へ制度の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，義
務教育就学児家
庭の経済的な負
担が軽減されて
いる。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

制度周知による
申請漏れを防ぐ
ことにより，義
務教育就学児家
庭の経済的な負
担が軽減されて
いる。また，よ
り多くの対象者
の経済的負担軽
減へ向け制度拡
大を検討してい
く。

受給者数：
5,802人

制度周知により
申請漏れを防
ぎ，義務教育就
学児家庭の経済
的な負担を軽減
した。また，よ
り多くの対象者
の経済的負担軽
減へ向け制度拡
大を検討し，小
学１年から３年
生の所得制限を
撤廃する方針に
て翌年度予算を
提案した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
により申請漏れを防
ぎ，義務教育就学児
家庭の経済的な負担
を軽減したことから,
量的に適正であった
と考えられるため。

b 制度周知により申請
漏れを防ぎ，義務教
育就学児家庭の経済
的な負担を軽減し，
また，より多くの対
象者の経済的負担軽
減へ向け制度拡大を
検討し，小学１年か
ら３年生の所得制限
を撤廃する方針にて
翌年度へ繋げること
ができたことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 支給人数：延べ
164,359人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
事前手続きを行
う市民課等の関
係課との連携に
より，対象者を
漏らすことなく
適切に手当支給
に繋げること
で，対象世帯の
経済的な負担軽
減を行う。

８-② 154 児童手当 中学校修了前の児童を養育して
いる保護者に支給する事業。所
得制限あり。［支給金額］０歳
～３歳未満：一律月額15,000
円，３歳～中学生：月額
10,000円，第３子以降の小学
校修了前の児童＝月額10,000
円

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

支給人数：延
べ164,359
人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
により申請漏れを防
ぎ，正確な手続きを
行い対象者を手当支
給につなげ，経済的
な負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 正確な手続きを行い
対象者を手当支給に
つなげ，経済的な負
担を軽減したことか
ら,28年度の目標はお
おむね達成したと考
えられるため。

B 支給人数：延べ
164,359人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
事前手続きを行
う市民課等の関
係課との連携に
より，対象者を
漏らすことなく
適切に手当支給
に繋げること
で，対象世帯の
経済的な負担軽
減を行う。

８-② 155 児童扶養手当 ひとり親家庭等が児童を扶養し
ていることに対する手当。対象
となる児童は18歳未満（中度
以上の障害を有する児童は20
歳未満）。対象となる家庭は，
父母が離婚，父または母が死亡
または生死不明，父または母に
１年以上遺棄，父または母が法
令により１年以上拘禁，婚姻に
よらないで出生，父または母が
重度の障害を有するなど。ただ
し，所得制限がある。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

支給人数：述
べ7,643人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 支給人数：延べ
7,535人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，ひとり
親家庭等の世帯
における経済的
な負担軽減を行
う。
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８-② 156 特別児童扶養手
当

20歳未満の心身に障害（①身
体障害者手帳１～３級程度②愛
の手帳１～３度程度③左記と同
程度の疾病もしくは身体または
精神の障害）がある児童を養育
している保護者に支給する事
業。所得制限あり。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

受給者数：
121人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 受給者数：122
人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける障害福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，障害児
のいる家庭の経
済的な負担軽減
を行う。

８-② 157 児童育成手当・
障害手当

育成手当は，18歳に達する日
以後の最初の３月31日までの
児童を養育しているひとり親家
庭の保護者等に支給する事業。
所得制限あり。［支給金額］月
額13,500円。
育成障害手当は20歳未満の心
身に障害（①身体障害者手帳
１・２級程度②愛の手帳１～３
度程度③脳性麻痺または進行性
筋委縮症）がある児童を養育し
ている保護者に支給する事業。
所得制限あり。［支給金額］月
額15,500円。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

育成：
10,565人
障害：1,164
人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 育成延人数：
10,498人
障害延人数：
1,232人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，ひとり
親家庭等の世帯
における経済的
な負担軽減を行
う。

８-② 158 乳児栄養食品支
給
（28年度より廃
止。ただし，28
年3月までに申
請した方へは4
月以降も支給）

十分な栄養を摂取できない乳児
に対し，栄養食品（ミルク）を
支給する事業

申請は任意であ
るため事業評価
は数値化しづら
い。

必要としている
市民が申請して
いる。

健康推進
課

28年度より
廃止。ただ
し，28年3月
までに申請し
た方へは4月
以降も支給す
る。

必要とする市民
に栄養食品（粉
ミルク）が支給
されている。

平成27年度
申請者1人に
対して継続支
給を実施し
た。

栄養食品（粉ミ
ルク）を支給し
た。

b 平成27年度中に申請
のあった市民１人に
対して，継続して支
給を行った。経過措
置であり，28年度か
ら廃止となる。

b 外国籍の市民に対し
て宗教上の理由か
ら，原料に豚の成分
が含まれない栄養食
品（粉ミルク）を支
給した。経過措置で
あり，28年度から廃
止となる。

B 平成28年度で事
業廃止

平成28年度で事
業廃止

８-② 159 国分寺市私立幼
稚園等園児保護
者負担軽減補助
金

私立幼稚園等に入園している幼
児の保護者の負担を軽減し幼稚
園教育の振興と充実を図るため
に補助する事業。

園児数：1,709
人
補助金額：
112,059,000
円

幼稚園児の保護
者の経済的負担
を軽減してい
る。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

幼稚園児等の保
護者の経済的負
担を軽減してい
る。また,幼児
教育無償化への
段階的な取組み
に準じ，経済的
負担軽減の必要
性の高い対象者
が,より手厚い
補助を受けられ
ている。

園児数：
1,433人
補助金額：
93,326,600
円

幼稚園児等の保
護者の経済的負
担を軽減した。
また,幼児教育
無償化への段階
的な取組みに準
じ，経済的負担
軽減の必要性の
高い対象者には
補助額を増額し
て支給した。

b 従来型の私立幼稚園
の園児数が減少傾向
となっているのは働
き方の変化等が影響
しているとみられ,事
業評価は数値化しづ
らいが,各園に園児数
調査や申請書配布等
で協力を受けなが
ら，確実に対象者を
申請につなげ，経済
的負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 幼稚園児等の保護者
の経済的負担を軽減
し，また,幼児教育無
償化への段階的な取
組みに準じ，経済的
負担軽減の必要性の
高い対象者には補助
額を増額して支給し
たしたことから,28年
度の目標はおおむね
達成したと考えられ
るため。

B 園児数：1,480
人
補助金額：
97,748,000円

幼稚園児等の保
護者の経済的負
担を軽減してい
る。また,幼児教
育無償化への段
階的な取組みに
準じ，経済的負
担軽減の必要性
の高い対象者が,
より手厚い補助
を受けられてい
る。

８-② 160 国分寺市私立幼
稚園就園奨励費
補助金

私立幼稚園の設置者が当該幼稚
園の入園及び保育料の減額また
は免除をする場合において，市
が設置者に対して行い，幼児教
育の振興と充実を図るために補
助する事業。

園児数：770人
補助金額：
80,595,200円
(25年度)

幼稚園へ補助す
ることにより,園
児の保護者の経
済負担を軽減し
ている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

幼稚園等へ補助
することによ
り,園児の保護
者の経済負担を
軽減している。
また,幼児教育
無償化への段階
的な取組みによ
り経済的負担軽
減の必要性の高
い対象者が,よ
り手厚い補助を
受けられてい
る。

園児数：934
人
補助金額：
123,296,00
0円

幼稚園児等の保
護者の経済的負
担を軽減した。
また,幼児教育
無償化への段階
的な取組みによ
り経済的負担軽
減の必要性の高
い対象者には補
助額を増額して
支給した。

b 従来型の私立幼稚園
の園児数が減少傾向
となっているのは働
き方の変化等が影響
しているとみられ,事
業評価は数値化しづ
らいが,各園に園児数
調査や申請書配布等
で協力を受けなが
ら，確実に対象者を
申請につなげ，経済
的負担を軽減したこ
とから,量的に適正で
あったと考えられる
ため。

b 幼稚園児等の保護者
の経済的負担を軽減
し，また,幼児教育無
償化への段階的な取
組みにより経済的負
担軽減の必要性の高
い対象者には補助額
を増額して支給した
したことから,28年度
の目標はおおむね達
成したと考えられる
ため。

B 園児数：910人
補助金額：
124,237,000
円

幼稚園等へ補助
することにより,
園児の保護者の
経済負担を軽減
している。また,
幼児教育無償化
への段階的な取
組みにより経済
的負担軽減の必
要性の高い対象
者が,より手厚い
補助を受けられ
ている。

41 / 50 ページ



量的 質的

評価 評価理由と課題 評価 評価理由と課題
量的

31年度目標　（計画（Plan））施策分
野・取
組の方
向性番

号

通番 事業名 事業概要

質的

31年度目標に向けた
28年度取組目標

28年度実績　（実施（Ｄｏ）） 28年度実績評価　（評価（Check））
31年度目標に向けた30年度取組目標

（改善（Action））

量的 質的 量的 質的
量的 質的

自己評価
結果

28年度
所管課

８-② 161 学童保育所事業
への参加費補助

生活保護世帯児童の事業参加へ
の参加費免除及び交通費等の扶
助を行う事業。

必要な児童全員
に扶助を行う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

子ども子
育て事業
課

必要な児童全
員に扶助を行
う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

必要な児童全
員に扶助を行
う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

a 必要な児童全員に扶
助を行う。

a 生活保護世帯児童も
他の児童とともに，
所外保育等の事業に
参加している。

A 必要な児童全員
に扶助を行う。

生活保護世帯児
童も他の児童と
ともに，所外保
育等の事業に参
加している。

８-② 162 国分寺市心身障
害児童福祉手当

20歳未満の心身障害（①身体
障害者手帳１～４級程度②愛の
手帳１～4度程度）がある児童
を養育している保護者に支給す
る事業。所得制限なし。［支給
金額］月額5,400円。ただし，
育成障害手当受給者は除く。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

支給延人数：
2,341人

正確な手続きを
行い対象者を手
当支給につな
げ，経済的な負
担を軽減した。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行い対象者を手当
支給につなげ，経済
的な負担を軽減した
ことから,量的に適正
であったと考えられ
るため。

b 制度周知や窓口等で
の相談業務により申
請漏れを防ぎ，正確
な手続きを行い対象
者を手当支給につな
げ，経済的な負担を
軽減したことから,28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 支給延人数：
2,616人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける障害福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者を漏らすこ
となく適切に手
当支給に繋げる
ことで，障害児
のいる家庭の経
済的な負担軽減
を行う。

８-② 163 自転車駐輪場定
期使用料減免

国分寺市有料自転車等駐車条例
第７条の規定により，生活保
護・児童扶養手当・児童育成手
当受給世帯及び身体障害者に対
し自転車等駐車場定期使用料の
減免を行う事業。

申請に基づき免
除するので，事
業評価は数値化
しづらい。

経済的な負担が
軽減されてい
る。

事業計画
課

申請に基づき
免除するた
め，数値目標
を掲げにくい
が，減免制度
については障
害者福祉ガイ
ドブックへ掲
載し周知をし
ていく。

経済的な負担が
軽減される。

生活保護・児
童扶養手当・
児童育成手当
受給世帯及び
身体障害者の
申請件数は
225件であっ
た。

経済的な負担が
軽減された。

b 申請に基づき免除す
るため数値目標を掲
げにくいが，減免制
度については障害者
福祉ガイドブックへ
掲載し周知をした。

b 経済的な負担が軽減
された。

B 申請に基づき免
除するため数値
目標を掲げにく
いが，平成29年
度は，減免制度
について障害者
福祉ガイドブッ
クへ掲載し減免
制度の周知を
行った。平成３
０年度について
も同様に周知を
図っていく。

経済的な負担が
軽減される。

８-③ 164 ①母子自立支援
員による母子相
談
②母子福祉資金
の貸付

①生活上のさまざまな問題に関
する相談をうけ，児童扶養手
当・児童育成手当，義務教育就
学援助及び公共職業訓練所への
斡旋等，生活，就労面の情報提
供等の支援を行う。
②配偶者のいない母子・女性を
対象として，経済的・社会的に
安定した生活が送れるよう，各
種資金の貸付を行う。

①自立した世帯
数5件
②新規貸付
決定件数：40件
金額：
16,000,000円

①円滑な生活が
送れている。
②就労自立がで
きている。

生活福祉
課

①自立した世
帯数５件
②新規貸付
決定件数：
20件
金額：
10,000,000
円

①円滑な生活が
送れている。
②経済的・社会
的に安定した生
活が送れてい
る。

①自立した世
帯数６件
②新規貸付
決定件数：
29件
金額：
10,111,000
円

①円滑な生活を
送ることができ
るようになっ
た。
②経済的・社会
的に安定した生
活が送れるよう
になった。

b 目標に近い数値だっ
たため。

b ①円滑な生活を送る
ことができるように
なったため。
②経済的・社会的に
安定した生活が送れ
るようになったた
め。

B ①自立した世帯
数５件
②新規貸付
決定件数：28件
金額：
11,000,000円

①円滑な生活が
送れている。
②経済的・社会
的に安定した生
活が送れてい
る。

８-③ 165 母子生活支援施
設入所

生活上の問題で子どもの養育が
十分にできない場合に，居室を
提供し生活支援を図る事業。

母子生活支援施
設入所世帯数：
延べ36件

就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

母子生活支援
施設入所世帯
数：延べ39
件

安定した生活が
送れている。

母子生活支援
施設入所世帯
数：延べ32
件

安定した生活が
送れている。

b 目標に近い数値だっ
たため。

b 安定した生活を送る
ことができているた
め。

B 母子生活支援施
設入所世帯数：
延べ38件

安定した生活が
送れている。

８-③ 166 民生委員による
相談

子育て・母子保健・地域生活・
教育・学校生活等の日常的な子
どもに関する相談について関係
機関（行政・児童相談所・保健
所・警察署・社会福祉協議会
等）と連携して情報提供を行う
事業。

相談件数：500
件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

地域福祉
課

相談件数：
500件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

相談件数：
290件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

c 子ども家庭支援セン
ターや児童相談所な
ど子どもに関する相
談機関が充実してき
たため，民生委員へ
の相談件数が減少し
た。

b 学校や子ども家庭支
援センターなどの関
係機関と連携を密に
し情報提供が行われ
ている。

B 相談件数：500
件

日常的な子ども
に関する相談を
しやすい環境が
整えられ，関係
機関と連携しな
がら十分な情報
提供が行われて
いる。

８-③ 167 生活保護 生活に困窮するすべての国民に
対して最後のセーフティーネッ
トとして保護基準に従い最低限
度の生活を保障し，自立助長を
支援する事業。

被保護世帯のう
ち就労自立した
母子世帯
：５世帯

就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

被保護世帯の
うち就労自立
した母子世帯
：2世帯

就労自立ができ
ている。

被保護世帯の
うち就労自立
した母子世帯
：2世帯

就労自立するこ
とができた。

b 目標数値だったた
め。

b 就労自立することが
できたため。

B 被保護世帯のう
ち就労自立した
母子世帯
：３世帯

就労自立ができ
ている。
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８-③ 168 ひとり親ホーム
ヘルプサービス

就業，技能取得等の自立に向け
た活動又は疾病等のため，日常
生活を営むのに著しい支障があ
るひとり親家庭にヘルパーを派
遣して，家事等の必要なサービ
スを提供する事業。

利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。ひと
り親のため生活
不安定な状況が
解消できてい
る。

子育て相
談室

利用申請数に
対する利用決
定数の比率：
100％

利用申請に十分
に応えて，必要
な支援が実施で
きている。ひと
り親のため生活
不安定な状況が
解消できてい
る。

利用世帯数：
11世帯

ひとり親の就労
が安心して継続
できるよう，き
め細やかな支援
を実施してい
る。

b 申請者にはほぼ
100％利用決定し，
ひとり親である保護
者が安心して就労継
続できるよう，個別
に目標を立てて支援
できている。

b 申請者にはほぼ
100％利用決定し，
ひとり親である保護
者が安心して就労継
続できるよう，個別
に目標を立てて支援
できている。

B 利用申請数に対
する利用決定数
の比率：100％

ひとり親である
保護者が安心し
て就労継続でき
るよう，個別に
目標を立てて支
援する。保育園
等送迎を実施し
て残業等にも対
応できるように
する。

８-③ 169 母子家庭等自立
支援教育訓練給
付金事業

ひとり親（母子家庭の母，父子
家庭の父）の職業能力開発のた
めの指定講座の受講料の20％
を支給する事業。

支給件数：５件 就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

支給件数：１
件

能力開発ができ
ている。

支給件数：０
件

実績がなかっ
た。

c 実績がなかったた
め。

c 実績がなかったた
め。

C 支給件数：２件 能力開発ができ
ている。

８-③ 170 高等職業訓練促
進給付金事業

ひとり親（母子家庭の母，父子
家庭の父）の経済的自立に効果
的な資格を取得するにあたっ
て，２年以上養成機関等で修業
する場合，生活費の負担軽減を
図るため，高等職業訓練促進給
付金を２年間支給する。また，
修業終了時には，高等職業訓練
修了支援給付金を支給する事
業。

支給件数：10件 就労自立ができ
ている。

生活福祉
課

支給件数：３
件

就職に有利な資
格が取得できて
いる。

支給件数：６
件

就職に有利な資
格が取得でき
た。

b 目標に向け，数値が
伸びているため。

b 就職に有利な資格取
得につながったた
め。

B 支給件数：８件 就職に有利な資
格が取得できて
いる。

８-③ 171 ひとり親家庭等
医療費助成制度

18歳に達する日以後の最初の
３月31日までの児童で，児童
扶養手当受給資格と同じような
状態にある母子，父子家庭等に
対し，医療費の自己負担分を助
成する事業。ただし，課税世帯
については一部負担あり。所得
制限がある。国や東京都へ制度
の拡充を要請する。

事業評価は数値
化しづらい。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

子ども子
育てサー
ビス課

事業評価は数
値化しづら
い。

正確な手続きを
行い対象者への
手当支給につな
げることで，経
済的な負担が軽
減されている。

受給者数：
821人

制度周知により
申請漏れを防
ぎ，ひとり親家
庭等の経済的な
負担を軽減し
た。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行いひとり親家庭
等の経済的な負担を
軽減したことから,量
的に適正であったと
考えられるため。

b 事業評価を数値化し
づらいが，制度周知
や窓口等での相談業
務により申請漏れを
防ぎ，正確な手続き
を行いひとり親家庭
等の経済的な負担を
軽減したことから28
年度の目標はおおむ
ね達成したと考えら
れるため。

B 受給者数：809
人

市報等による制
度周知や窓口等
での相談業務，
類似の相談を受
ける生活福祉課
等の関係課との
連携により，対
象者に速やかに
医療証を発行し
て医療費を助成
することで，ひ
とり親家庭等の
世帯における経
済的な負担軽減
を行う。

９-① 172 バリアフリー・
ユニバーサル化
に対応したまち
づくり，道づく
り

バリアフリー・ユニバーサル化
に対応したまちづくり，道づく
りの検討に子どもも社会の一員
として考える。

数値化しづらい バリアフリー化
により，利用し
やすい道路や施
設になってい
る。

学校指導
課

数値化不能 教育活動におけ
るユニバーサ
ル・デザイン化
が図られてい
る。

数値化不能 小中連携教育事
業等を通して，
教育活動のユニ
バーサル・デザ
イン化が進ん
だ。

b 特別支援教育に関す
る研修会を年間５回
開催した。

a 小中連携教育事業等
を通して，教育活動
のユニバーサル・デ
ザイン化が進み，発
達障害がある児童・
生徒にも配慮された
授業づくり，環境づ
くりが，各校で進め
られた。

A 特別支援教育に
関する研修会を
年間５回開催
し，特別支援学
級のみならず通
常の学級の担任
においても障害
理解を図る。

・オリンピッ
ク・パラリン
ピック教育等の
成果を踏まえ，
教育活動におけ
るユニバーサ
ル・デザイン化
を推進する。
・特別支援学級
と通常の学級と
の一層の交流を
図る。

９-① 173 都赤ちゃんふ
らっと事業の推
進

赤ちゃんを連れて出かけたとき
に，授乳ができたり，トイレが
使用できたり，おむつ替えがで
きる施設を増やすことを目的
に，全庁的な啓発をする。都の
事業としては，施設整備が補助
対象となる。

実施施設数:35箇
所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられる。

子育て相
談室

実施施設
数:32箇所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられるよう整
備する。

実施施設
数:31箇所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられるよう
に，現在の設置
場所を維持し
た。

c ひとつの施設（建
物）に，おむつ替え
場所，手洗い，給
湯，授乳室，冷暖房
の設備が備わってい
ても各設備が離れて
いて，乳幼児を連れ
回すことになり利用
しにくく展開が難し
い。

c ひとつの施設（建
物）に，おむつ替え
場所，手洗い，給
湯，授乳室，冷暖房
の設備が備わってい
ても各設備が離れて
いて，乳幼児を連れ
回すことになり利用
しにくい。また，公
共施設では，建物が
古くこの事業の基準
となる要件に見合う
設備が整う施設がな
い。

C 実施施設数:33箇
所

公共施設では，
建物が古くこの
事業の要件に見
合う設備が整う
施設はほぼ登録
されている。今
後は，一般企業
や商業建物など
へ同意をもらえ
るよう引き続き
啓発を進める。
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９-② 174 安全設備の設置 道路照明灯，道路区画線等の交
通安全施設を整備することによ
り，交通危険箇所を解消し，交
通事故の防止を図る事業。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。

道路と下
水道課

基準に基づ
き，優先順位
をつけて設
置。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。

基準に基づ
き，優先順位
をつけて設
置。破損等に
対しては速や
かな修繕を
行った。

基準に基づき，
優先順位をつけ
て設置。破損等
に対しては速や
かな修繕を行っ
た。

b （平成28年度実績）
道路区画線等路面表
示の修繕：17件
3,932千円
道路反射鏡等修繕：
122件　2,595千円
道路照明等修繕：
221件　10,045千
円
道路反射鏡新設工
事：17件　2,419千
円
街灯の修繕：3,305
千円
LED灯新設工事：
52,816千円

b 道路標識等修繕につ
いて，平成28年度中
の対応実績は無かっ
たものの，街灯の
LED化を含め交通安
全施設全般の整備を
推進できた。

B 引き続き道路照
明灯，道路区画
線等の必要な交
通安全施設を整
備することで，
交通危険箇所を
解消し，交通事
故の防止を図
る。道路照明に
ついてはLED化
を進めていく。

引き続き道路照
明灯，道路区画
線等の必要な交
通安全施設を整
備することで，
交通危険箇所を
解消し，交通事
故の防止を図
る。道路照明に
ついてはLED化
を進めていく。

９-③ 175 交通安全運動市
民の集いの開催

ポスターの募集・作成は行わな
いが，交通安全運動市民の集い
を年１回のペースで開催し，交
通安全に対する周知を行う。

交通安全啓発ポ
スターの募集・
作成は行わない
が，「交通安全
運動市民の集
い」を開催（年
１回）。

交通安全啓発ポ
スターの作成は
行わないが，交
通安全を周知す
る事業として，
「交通安全運動
市民の集い」を
開催していく。

事業計画
課

「交通安全運
動市民の集
い」（年１
回）に加え，
新たに一般市
民に向けの交
通安全教室な
どを開催す
る。

市内の交通事故
の特徴として，
自転車が関与し
ている事故の割
合が高いたた
め，自転車利用
者へ交通安全教
育・啓発を強化
する。

例年開催の
「全国交通安
全運動市民の
集い」に加
え，一般市民
を対象とした
自転車交通安
全教室を開催
した。

交通安全運動市
民の集いや自転
車交通安全教室
を通して，交通
マナー及びルー
ルの周知が図ら
れた。

b 新たに一般市民向け
の自転車の交通安全
教室を開催したこと
により，従前より，
交通安全の啓発事業
を強化することがで
きた。

b スタントマンを活用
した体験型の交通安
全教室を開催したこ
とにより，より効果
的に，自転車の交通
マナー及びルールの
周知が図ることがで
きた。

B 例年開催の交通
安全教室及び交
通安全啓発イベ
ントに加え，小
金井警察署及び
関係機関と連携
しながら，新た
に幼児の保護者
を対象とした交
通安全教室を開
催する。

交通安全教室及
び交通安全啓発
イベントを通し
て，交通マナー
及びルールの周
知が図られる。

９-④ 176 水質分析等調査 安全な河川等の水質調査として
野川水質分析，湧水分析，野川
水生生物，井戸水水質などの調
査・分析を実施する。

水質：年１回３
地点
湧水：年７回２
地点
水生生物：年１
回１地点
井戸水：年１回
20地点

潤いと安らぎを
与える水辺環境
を守り，子ども
たちが水に関す
る文化や知識を
深めることがで
きている。

環境計画
課

水質：年１回
３地点
湧水：年７回
２地点
水生生物：年
１回１地点
井戸水：年１
回20地点

潤いと安らぎを
与える水辺環境
を守り，子ども
たちが水に関す
る文化や知識を
深めることがで
きている。

水質：年１回
３地点
湧水：年７回
２地点
水生生物：年
１回１地点
井戸水：年１
回20地点

潤いと安らぎを
与える水辺環境
を守り，子ども
たちが水に関す
る文化や知識を
深めることがで
きている。

b 野川水質調査３地点
(７回)，湧水・池水水
質調査４地点(６回(池
水地点は年１
回）），井戸水水質
検査(20箇所の井
戸）で調査を実施。

b 野川水質調査３地
点，湧水・池水水質
調査地点, 井戸水水質
検査18箇所におい
て，基準を満たして
いた。水生生物は，
32種1,372個体の底
生生物が確認され，
きれいな水域の判定
であった。環境を保
全し，次世代に引き
継いでいくためには
環境に配慮した行動
が求められており，
環境に対する市民意
識を高めていきた
い。

B 野川水質調査３
地点(７回)，湧
水・池水水質調
査４地点(６回
(池水地点は年１
回）），井戸水
水質検査(20箇
所の井戸）で調
査を実施。

水質等の状況を
定期的に把握・
監視すること
は，市民が安
心・快適に暮ら
すためには重要
であるため，今
後も継続して実
施する必要があ
る。

９-④ 177 大気環境分析等
調査

児童の通園，通学等，幹線道路
沿線の大気調査，自動車排気ガ
ス測定，自動車騒音・振動・交
通量および酸性雨等の調査を実
施する。

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７地
点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

環境計画
課

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７
地点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７
地点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

b 市内7地点４項目，二
酸化窒素（NO₂），
一酸化炭素（CO)，
二酸化硫黄（SO
₂），浮遊粒子状物質
（SPM)の大気環境調
査を年１回実施。自
動車の排気ガス測
定，騒音，振動調査
を実施。酸性雨調査
を毎月実施。

b 大気環境調査４項目
全てにおいて，環境
基準の超過はなかっ
た。騒音おいて，２
地点は昼間，夜間と
も環境基準を超過
し，これ以外は環境
基準は満足してい
た。要請限度は全地
点で満足していた。
振動おいて,全地点で
要請限度を満足して
いた。環境を保全
し，次世代に引き継
いでいくためには環
境に配慮した行動が
求められており，環
境に対する市民意識
を高めていきたい。

B 市内7地点４項
目，二酸化窒素
（NO₂），一酸
化炭素（CO)，
二酸化硫黄（SO
₂），浮遊粒子状
物質（SPM)の
大気環境調査を
年１回実施。自
動車の排気ガス
測定，騒音，振
動調査を実施。
酸性雨調査を毎
月実施。

大気環境，騒音
及び振動等の状
況を定期的に把
握・監視するこ
とは，市民が安
心・快適に暮ら
すためには重要
であるため，今
後も継続して実
施する必要があ
る。
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９-④ 177 大気環境分析等
調査

児童の通園，通学等，幹線道路
沿線の大気調査，自動車排気ガ
ス測定，自動車騒音・振動・交
通量および酸性雨等の調査を実
施する。

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７地
点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

環境計画
課

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７
地点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

大気，排気ガ
ス，騒音・振
動：年１回７
地点

公害等から良好
な生活環境守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

b 市内7地点４項目，二
酸化窒素（NO₂），
一酸化炭素（CO)，
二酸化硫黄（SO
₂），浮遊粒子状物質
（SPM)の大気環境調
査を年１回実施。自
動車の排気ガス測
定，騒音，振動調査
を実施。酸性雨調査
を毎月実施。

b 大気環境調査４項目
全てにおいて，環境
基準の超過はなかっ
た。騒音おいて，２
地点は昼間，夜間と
も環境基準を超過
し，これ以外は環境
基準は満足してい
た。要請限度は全地
点で満足していた。
振動おいて,全地点で
要請限度を満足して
いた。環境を保全
し，次世代に引き継
いでいくためには環
境に配慮した行動が
求められており，環
境に対する市民意識
を高めていきたい。

B 市内7地点４項
目，二酸化窒素
（NO₂），一酸
化炭素（CO)，
二酸化硫黄（SO
₂），浮遊粒子状
物質（SPM)の
大気環境調査を
年１回実施。自
動車の排気ガス
測定，騒音，振
動調査を実施。
酸性雨調査を毎
月実施。

大気環境，騒音
及び振動等の状
況を定期的に把
握・監視するこ
とは，市民が安
心・快適に暮ら
すためには重要
であるため，今
後も継続して実
施する必要があ
る。

９-④ 179 放射能対策 空間放射線量，給食食品等の放
射性物質濃度，プール水・親水
施設等の水の放射線物質濃度等
の測定を実施する。

「国分寺市放射
線対策に関する
基本的な対応方
針」に基づく測
定の実施

公害等から良好
な生活環境を守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

環境計画
課

「国分寺市放
射線対策に関
する基本的な
対応方針」に
基づく測定の
実施

公害等から良好
な生活環境を守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

「国分寺市放
射線対策に関
する基本的な
対応方針」に
基づく測定の
実施。

公害等から良好
な生活環境を守
り，子どもが安
全・安心して通
園，通学ができ
ている。

a 「国分寺市放射線対
策に関する基本的な
対応方針」に基づく
測定の実施。

a 市の公共施設等32箇
所の空間放射線量，
屋外の水泳プール，
親水施設等の水，並
びに公の施設等にお
いて提供される食品
等の放射性物質の濃
度測定を行った。全
てにおいて，基準を
満足していた。

A 「国分寺市放射
線対策に関する
基本的な対応方
針」に基づく測
定の実施。放射
線量の測定結果
が安定している
ため，さまざま
な状況を勘案し
て場所と回数を
検討する。

市の公共施設の
空間放射線量測
定及び食品等の
放射性物質の測
定を継続してい
く。

９-⑤ 180 セーフティ教室
等の開催

児童・生徒の発達段階に応じ
て，犯罪に巻き込まれないため
の危険予知能力や危険回避能力
を養う事業。また，家庭や地域
社会との犯罪防止に向けた共通
理解を図り，関係諸機関との連
携を確立する。また，学校に不
審者が侵入した場合を想定し，
安全に避難する方法を身に付け
る。

年間15回 犯罪への危険予
知等能力を養う
ことができてい
る。

学校指導
課

年間15回 犯罪への危険予
知等能力を養う
ことができてい
る。

年間22回
1回：11校
2回：1校
3回：3校

児童・生徒にお
ける犯罪への危
険予知等能力を
育成した。

a 市立小中学校全校に
おいてセーフティ教
室を開催した。
（15校で22回）

a 市立小中学校全校に
おいてセーフティ教
室を開催し，安全・
安心に関する具体的
な指導を行った。

A 年間15回 全校が提出する
「安全指導年間
計画」に基づい
て，セーフティ
教室や安全指導
日の内容の充実
を図り，生活安
全の指導を通し
て，犯罪への危
険予知等能力を
高める。

９-⑤ 181 子ども110番の
家の設置

子どもが被害を受けたり，身の
危険を感じたときに安心して避
難できる「子ども110番の
家」の設置を行う事業。

登録数：1,400
件

子どもが安心し
て避難できるよ
うになってい
る。

学校指導
課

登録数：
1,400件

子どもが安心し
て避難できるよ
うになってい
る。

登録数：
1,040件

子どもが安心し
て避難できるよ
う子ども110
番の家の登録数
拡充を図った。

b 子ども110番の家の
登録数が，前年度に
比べて51件増加し
た。
各校においてPTAと
連携して新規協力者
の勧誘にあたった成
果が見られるが，目
標の達には至らな
かった。

a 子どもが安心して避
難できるよう子ども
110番の家の登録数
拡充を図った。

A 登録数：1,200
件

子ども110番の
家の登録数拡充
のため，各校の
PTAと連携して
周知を図る。
安全指導を通し
て，子ども110
番の家について
児童・生徒への
周知を図る。

９-⑤ 182 通学路見守り活
動の実施

春と秋の交通安全運動週間に合
わせ，通学時における子どもた
ちの安全を図るため，年に２
回，通学用道路にて教育委員会
が見守り活動を行う事業。

巡回回数：年２
回

子どもが関係す
る交通事故の発
生を抑制し，教
育委員会，学
校，保護者，地
域全体で子ども
たちを守るとい
う安全意識を向
上させる。

教育総務
課

巡回回数：年
２回

教育委員会，学
校，保護者，地
域全体で子ども
たちを守るとい
う交通安全意識
を向上させる。

巡回回数：年
２回実施

交通安全運動週
間に合わて実施
することによ
り，交通安全意
識の啓発ができ
た。

a 予定どおり年2回実施
することができた。

a 交通安全運動週間に
合わて実施すること
により，学校，保護
者，地域全体で子ど
もたちを守るという
交通安全意識の啓発
ができた。

A 巡回回数：年２
回

今後も引き続き
見守り活動を実
施していく。

９-⑤ 183 防犯パトロール
の実施

子どもたちの安全確保など市内
の防犯対策のため，自主防犯活
動団体による防犯パトロールや
市職員等による青色防犯パト
ロールの実施を推進する事業。

実施団体数：75
団体

各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われてい
る。

防災安全
課

60団体 各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われてい
る。

74団体 各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われた。

a 自主防犯活動団体47
団体と青色回転灯装
着車両27台が防犯パ
トロール等を実施し
た。

a 各地域で防犯パト
ロール等が活発に行
わた。

A 50団体 各地域で防犯パ
トロール等が活
発に行われてい
る。
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９-⑤ 184 防犯まちづくり
委員会・ブロッ
ク連絡会の開催

防犯まちづくり委員の全市的な
組織である防犯まちづくり委員
会を開催し，各ブロック連絡会
を通じて，委員相互の意見交換
や情報交換，警察等との交流を
図り，地域の防犯啓発活動を展
開する。また，児童の見守りに
関して防犯まちづくり委員をは
じめとする自主防犯活動団体と
ＰＴＡとの意見交換・情報共有
を行う。

延べ認定数：
285人

防犯まちづくり
委員を中心に，
各地域で委員が
防犯活動を活発
に行っている。

防災安全
課

延べ認定数：
195人

防犯まちづくり
委員を中心に，
各地域で委員が
防犯活動を活発
に行っている。

延べ認定数：
161人

防犯まちづくり
委員を中心に，
各地域で委員が
防犯活動を活発
に行った。

c 防犯まちづくり委員
への申出があり認定
した人数は19人だっ
た。防犯リーダー養
成講習会の受講者及
び修了者を増加させ,
申出者の増加につな
げる。

a 防犯まちづくり委員
が地域団体の中心と
なり，駅頭での防犯
キャンペーンや見守
り活動等を行った。

B 191人 防犯まちづくり
委員を中心に各
地域で委員が防
犯活動を活発に
行っている。

９-⑤ 185 防犯リーダー養
成講習会の開催

防犯知識を習得できる講習会を
実施して地域で活動する防犯
リーダーを養成し，地域での自
主防犯活動の活性化を図る事
業。

延べ受講者数：
340人

防犯知識を習得
した市民の増
加。

防災安全
課

延べ受講者
数：250人

防犯知識を習得
した市民の増
加。

延べ受講者
数：235人

防犯知識を習得
した市民が増加
した。

b 受講者が26人で，定
員の30人に達しな
かったため，募集方
法を再考し，受講者
の増加につなげる。

a 防犯知識を習得した
市民が増加した。

A 295人 防犯知識を習得
した市民が増加
している。

９-⑤ 186 事件災害情報の
迅速な提供

事前に登録した市民等に不審者
や事件，災害情報を電子メール
で配信する事業。

登録者数：
18,100人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供する。

防災安全
課

登録者数：
16,600人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供する。

登録者数：
16,974人

市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供した。

a 市報等で，安全・安
心メール登録の周知
を行った結果，666
人が新たに登録し
た。

a 市民等に防犯・防災
情報を迅速に提供し
た。

A 17,600人 市民等に防犯・
防災情報を迅速
に提供する。

９-⑤ 187 自主防犯活動団
体による児童の
見守り活動の推
進

現在，自主防犯活動団体では登
下校時に児童の見守り等を実施
しているが，更に多くの団体に
要請し，登下校時に合わせた防
犯パトロールや見守り活動を推
進する。

実施団体数：45
団体

実施団体数が増
加し，各地域で
の児童の見守り
活動が行われて
いる。

防災安全
課

実施団体数：
18団体

各地域での児童
の見守り活動が
行われている。

実施団体数：
18団体

各地域で児童の
見守り活動が行
われた。

c 自主防犯活動団体の
担い手が交代してお
り結果的に同じ数と
なっているが，より
団体を増やす必要が
ある。

a 実施団体数は増加し
ていないが，各地域
で児童の見守り活動
は行われた。

B 20団体 各地域で児童の
見守り活動が行
われる。

９-⑤ 188 防災行政無線を
使用した「子ど
もの見守り放
送」の実施

児童が犯罪の被害に巻き込まれ
る危険性の高い通学時の安全確
保のため，下校時間前に防災行
政無線を使用して地域住民等に
子どもの見守り活動の呼びかけ
を行う。

放送回数：１日
１回

子ども見守り放
送をきっかけ
に，地域におけ
る子どもたちの
見守り活動が行
われている。

防災安全
課

放送回数：１
日１回

子どもの見守り
放送をきっかけ
に，地域におけ
る子どもたちの
見守り活動が行
われている。

放送回数：１
日１回

子どもの見守り
放送をきっかけ
に，地域ける子
どもたちの見守
り活動が行われ
た。

a 春・夏・冬休みを除
く平日の午後２時に
市内の41基の防災行
政無線を用いて子ど
もの見守り放送を実
施した。

a 防犯まちづくり委員
会等で，地域の子ど
もの見守り放送の目
的を周知し，子ども
の見守り活動を呼び
かけていく。

A 放送回数：１日
１回

子どもの見守り
放送をきっかけ
に地域における
子どもたちの見
守り活動が行わ
れている。

９-⑤ 189 地域防犯パト
ロール協力事業
者によるパト
ロール

市内の事業者と協定を締結し，
車両にマグネットシートを貼付
し，業務中に市内の防犯パト
ロールを実施する。

協力事業者数：
28事業者

協力事業者が増
加し，子どもの
見守りをはじめ
市内での防犯パ
トロールが実施
されている。

防災安全
課

協力事業者
数：19事業
者

協力事業者が増
加し，子どもの
見守りをはじめ
市内での防犯パ
トロールが実施
されている。

協力事業者
数：11事業
者

市内の事業者と
協定を締結し，
車両にマグネッ
トシートを貼付
し，業務中に市
内の防犯パト
ロールを実施す
る。

d 新たに１協力事業者
と協定を締結し，
ホームページで協定
締結事業者一覧を掲
載するとともに，協
定締結時の様子を市
報に掲載し，協定を
締結していただける
協力事業者の募集を
行った。

a 子どもの見守りをは
じめ市内での防犯パ
トロールが実施され
た。

C 協力事業者数：
17事業者

市内の事業者と
協定を締結し，
車両にマグネッ
トシートを貼付
し，業務中に市
内の防犯パト
ロールを実施す
る。

９-⑤ 190 市立小・中学校
周辺における自
主防犯活動拠点
の設置

学校及び周辺の安全を確保する
ため，校内の既存の施設や周辺
の空き店舗や事務所を活用した
地域の防犯ボランティアが集ま
ることのできる自主防犯活動拠
点を設置する。

活動拠点数：２
拠点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化してい
る。

防災安全
課

活動拠点数：
２拠点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化してい
る。

活動拠点数：
２拠点

活動拠点がある
ことにより，各
地域の自主防犯
活動が活性化し
ている。

a ２つの自主防犯活動
団体が学校や神社を
拠点として防犯活動
を行った。

a 地域団体が学校や神
社を拠点とし，集
合・打合せを行った
後に，地域の見守り
パトロールを行うな
ど活動拠点があるこ
とで活動の活性化に
つながった。

A 活動拠点数：２
点

活動拠点数が増
加し，各地域の
自主防犯活動が
活性化してい
る。
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９-⑥ 191 いじめと虐待な
どで被害を受け
た子どもへの支
援

子ども家庭支援センターと，教
育委員会・警察・児童相談所・
主任児童委員が連携して，被害
にあった子どもの支援を実施す
る。必要によって，子どもの実
態に見識の深い選任弁護士に相
談実施し，解決に向ける。

事実発生件数に
対する対応率：
100％

子どものいじめ
や虐待などの事
実発生時に十分
な対応をし，改
善が図れて，当
該児童ができる
だけ早く元気な
姿となるよう支
援されている。

子育て相
談室

事実発生件数
に対する対応
率：100％

子どものいじめ
や虐待などの事
実発生時に十分
な対応をし，改
善が図れて，当
該児童ができる
だけ早く元気な
姿となるよう支
援されている。

個別ケース会
議開催対象家
庭数：40家
庭
弁護士相談：
２件（虐待の
み）

子どものいじめ
や虐待などが発
生した際に，弁
護士に相談し，
専門的な観点か
ら，支援するこ
とができた。個
別ケース検討会
議も素早く実施
した。

b 子どものいじめや虐
待などの発生に対
し，ほぼ対応でき
た。要保護児童対策
地域協議会の個別
ケース検討会議や進
行管理部を活用して
対応した。
重篤なものについて
は，弁護士への相談
も行い，専門的な観
点からの支援策で対
応することができ
た。

b 要保護児童対策地域
協議会の個別ケース
検討会議や進行管理
部を活用して対応し
た。
重篤なものについて
は，弁護士への相談
も行い，専門的な観
点からの支援策で対
応することができ
た。

B 要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議開催数：45回

要保護児童対策
地域協議会の個
別ケース検討会
議や進行管理部
をより充実させ
るよう工夫を
行っていく。
三師会（助産
師，医師，歯科
医師）や弁護士
の参加で重篤な
ケースを専門的
かつ多角的な観
点から支援でき
ているが，さら
により効率的な
開催の工夫をし
ていく。

10-① 21
再掲

青少年育成地区
委員会への補助
金交付

市内５地区の青少年育成地区委
員会の活動に対し補助金を交付
する事業。

補助金額：
1,125,000円

各地区委員会
で，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

子ども若
者計画課

補助金額：
1,100,000
円

地域活動が充実
するよう援助
し，各地区委員
会で，青少年の
ための活動が活
発に行われてい
る。

補助金額：
1,100,000
円

地域活動が充実
するよう，各地
区委員会活動に
おける，子ども
まつりなどで必
要な備品を行政
間で借用，各地
区委員会へ提供
した。発達に課
題のある子ども
を支援するため
の研修を地区委
員向けに提供し
た。

c 5地区中，１地区にお
いて市補助金額に対
し下回る充当額と
なったことから，補
助金額が25,000円
減額した。地区ごと
に見合った補助金額
を精査する必要があ
る。

b 各地区委員会ごとの
活動を特色を掴み，
規模の違いや伝統を
重んじている活動な
どを支援した。特色
の違いを，地区委員
会活動の差としておt
らえられることの無
いよう，広報の工夫
が必要である。

B 補助金額：
1,125,000円

子ども自身によ
る組織の活動が
保障され，各地
区委員会で，地
域の特色を生か
し，青少年のた
めの活動が活発
に行われてい
る。

10-① 22
再掲

地域活動連絡会
への補助金交付

心身に障害のある児童・生徒の
余暇活動の充実を図るため地域
活動連絡会に対して補助金を交
付する事業。

補助金額：
1,995,000円

心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動が充実
している

社会教育
課

補助金額:1,769,000円 心身に障害があ
る児童・生徒の
余暇活動が充実
している

補助金額:1,769,000円 子どものための
活動を援助する
ことができた

b 31年度目標値が補助
金額となっており，
これまで31年度目標
値と同額の補助金を
支出してきたが，補
助金等審査会の意見
を踏まえ，226,000
円を減額した予算額
にて支出した

b 活動団体へ補助金を
交付することによ
り，子どものための
活動援助につながっ
た

B 補助金対象事業
を精査し，適正
な補助額とする

補助金を活用す
る事業と他団体
による取組を切
り分けることに
より，余暇活動
の充実を図る。
また，補助金の
目的に沿った活
動となるよう団
体に改善を求め
る。

10-① 193 児童館におけ
る，施設使用の
提供・備品貸し
出し

児童への還元を目的とする団体
の活動の施設利用を可とした
り，備品の貸し出しを行う事業
（貸し切りは不可）。

施設・備品の貸
し出し件数：
100件

地域の子育て支
援に貢献してい
る。

子ども子
育て事業
課

全施設で備品
の貸出を行
う。

貸し出し要望に
沿った貸出を行
う。

施設・備品の
貸し出し件
数：122件

全施設で備品の
貸出を行う。

a 全施設で備品の貸出
を行う。

a 貸し出し要望に沿っ
た貸出を行う。

A 全施設で備品の
貸出を行う。

貸し出し要望に
沿った貸出を行
う。

10-① 194 子ども読書活動
推進計画の事業
の実施

平成20年度に策定した「国分
寺市子ども読書活動推進計画」
に基づき，読書活動推進事業を
実施する。

平成30年度から
始まる「第三次
子ども読書活動
推進計画」の策
定を29年度まで
に行い,この計画
に基づいた事業
を実施してい
る。

都立多摩図書館
（平成29年度国
分寺市に開館予
定）との子ども
読書活動事業の
連携が行われて
いる。

図書館課 講演会・講
座：１２回開
催
ブックリスト
作成：４種類
団体貸出等用
セット：77
冊買替
お話出前用図
書：２０冊増
外国語図書：
15冊増
乳幼児健診で
の絵本紹介：
24回出前講
座：８回
図書館福袋：
125セット

子ども読書活動
推進計画に基づ
き計画的に執行
する。都立多摩
図書館の連携に
ついて協議する

講演会・講
座：１２回開
催
ブックリスト
作成：４種類
団体貸出等用
セット：77
冊買替
お話出前用図
書：２０冊増
外国語図書：
８冊増
乳幼児健診で
の絵本紹介：
24回出前講
座：８回
図書館福袋：
125セット

子ども読書活動
推進計画に基づ
き順次執行し
た。都立多摩図
書館とは2回協
議を持ち今後継
続した協議を
持っていく。

b 量的には各事業につ
いて達成した。オリ
ンピック・パラリン
ピック開催を前に多
言語資料の積極的な
収集が課題。

b 第二次子ども読書活
動推進計画を受け継
ぎ，第三次計画の策
定の準備を始めた。
都立多摩図書館との
連携については相互
の図書館の役割を明
確にしたうえで，相
互に補完する関係を
目指す。
第五中学校図書委員
と協同で図書リスト
を作成。
今後都立多摩図書館
との継続した協議及
び図書館運営協議会
答申の作成が課題。

B 講演会・講座：
１２回開催
団体貸出等用
セット：75冊買
替
お話出前用図
書：25冊増
出前講座：10回
図書館福袋：
135セット
映画会用ＤＶ
Ｄ：８タイトル

平成29年度から
継続し，第三次
子ども読書活動
推進計画の策
定。
都立多摩図書館
との連携の手法
についての検
討。
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10-② 139
再掲

夏休み学校キャ
ンプ

学校施設を利用し，地域の方々
が実行委員会となりキャンプを
開催する事業。

市内全市立小学
校10校で実施

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

社会教育
課

市内全市立小
学校10校で
実施

学校キャンプを
通して，子ども
たちやその保護
者と地域のつな
がりがより強く
なっている。

市内全市立小
学校10校で
実施

保護者や地域の
方たちが主とな
り開催できたた
め，地域のつな
がりを強くする
ことができた。

a すべての小学校で開
催することができた

a 保護者や地域の方た
ちの他，青少年委
員，民生委員など，
多くの協力を得て実
施できたため，地域
のつながりをより強
くすることができた

A 市内全市立小学
校10校で実施

地域のつながり
をさらに強める
ため，実行委員
会へ地域の協力
者に関する情報
を提供する。

10-② 195 児童館・公民館
における異世代
交流事業

地域の高齢者のボランティアに
よる児童への遊びの指導等を実
施し，異世代交流事業として
様々な文化事業を実施。
地域の小中高校生及び大学生に
よる異世代間交流の場で，お互
いの関わりが深まる事業を実
施。

実施事業数：５
事業

地域の特性を活
かした異世代交
流事業や地域会
議事業が定期的
に実施され，地
域のつながりを
深め，幅広い年
齢の方々との交
流の場ができて
いる。

公民館課 実施事業数：
５事業

異世代交流事
業・地域会議等
で事業を実施。

実施事業数：
５事業

異世代交流事
業・地域会議等
で事業を実施。

b 異世代交流事業（本
多）
地域協働事業（本
多）
ＬＩＶＥ☆ＨＩＫＡ
ＲＩ（光）
もとまちファミリー
運動会（もとまち）
チョッとさきどりク
リスマス会（並木）

b 地域の特性を活かし
た異世代交流事業や
地域会議事業を実施
することができた。

B 実施事業数：５
事業

異世代交流事
業・地域会議等
で事業を実施。

11-① 7
再掲

子どもの居場所
づくりに関する
市民ワーク
ショップの開催

公募市民によるワークショップ
を立ち上げ，子どもの権利の視
点から，子どもたちの居場所に
ついて，現状を踏まえて，どう
あるべきか検討し，市への報告
をいただく。

１回の参加人
数：20人

さまざまな世代
の市民が参加し
て一定の結論が
導かれている。

子ども若
者計画課

実施 地域における子
どもの居場所が
増えていく。

未実施 e 今後の市民ワーク
ショップのあり方等
について関係団体等
と調整を行ってきた
が，実施するに至ら
なかった。

e 未実施のため E 同種の会議との
役割を明確に
し，本事業の在
り方を整理す
る。

参加した人たち
が地域における
理解を深める活
動につなげられ
るようにしてい
く。

11-① 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

利用者延べ数
計：30,000
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：50名
父親の利用延
べ数：100
名，相談件数
計：4,000
件）

国分寺子ども・
子育て支援円卓
会議参加の市民
子育て支援活動
団体で組織され
ている国分寺子
育て支援事業者
協議会との円卓
会議運営の協定
締結を行い，市
事業として位置
づける。

利用者延べ数
計：41,353
名
（妊娠期の方
の利用延べ
数：20名
父親の利用延
べ数：309
名，相談件数
計：4,127
件）

国分寺子ども・
子育て支援円卓
会議の協働運営
とする協定締結
を行うため，検
討会議を実施
し，協定書を取
りまとめた。

b 国分寺子育て支援事
業者連絡協議会の
方々と９回の検討会
議を設け，取り組
み，協定書を双方で
取りまとめたが，28
年度内では締結する
までに至らなかっ
た。

a 国分寺子育て支援事
業者連絡協議会の
方々と９回の検討会
議を重ね，協定書を
双方の思いをまとめ
られた協定書を作成
できた。

A 利用者延べ数
計：40,000名
（妊娠期の方の
利用延べ数：80
名
父親の利用延べ
数：500名，相
談件数計：
5,000件）

市民と市の協働
で子育ち・子育
て支援を進める
ため，国分寺子
ども・子育て支
援円卓会議を共
に運営する協定
締結を踏まえ，
さらなる連携，
活発な活動に
なっている。
また，協働事業
の親子ひろばを
継続実施する。

11-① 24
再掲

子ども野外事業 ①公園で小学生の野外遊びの提
供を行う事業。
②乳幼児の親子を対象とした屋
外型親子ひろば事業。

①６箇所
②５箇所

①小学生が野外
での遊びから生
きる力を身に付
ける。
②乳幼児の親子
が外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。

子ども子
育て事業
課

4箇所 小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。

4箇所 小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。

c H29年度9公園実施
に向けて調整する。

b スタッフの働きかけ
により，火を扱った
り，工作により手先
を使う作業をするな
ど充実していた。

B 9公園 小学生が野外で
の遊びから生き
る力を身に付け
る。
乳幼児の親子が
外遊びし，交
流，相談を行う
ことにより，リ
フレッシュす
る。
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11-① 8
再掲

親子ひろば事業
の拡充

事業：利用者が安心して集える
場で，育児相談もでき，友達関
係も作れるなどを目的とした事
業
対象者：主に０～３歳とその保
護者，妊娠期の方
開設場所：市民活動団体の事業
を含めて，各小学校区に１施設
以上開設，ベビーカーを引いて
利用できる地域に存在（市立児
童館・市立地域センター・市立
子ども家庭支援センター・市立
学童保育所・市立スポーツセン
ター・都営住宅集会室）
屋外型親子ひろば事業は，市内
３箇所公園にて開設
開設時間：各活動により，１日
/週～５日/週，２時間/日～
７．５時間/日
運営状況：市直営事業，指定管
理者運営事業・委託事業，市と
市民活動団体の協働事業，活動
団体独自事業など各種

利用者延べ数
計：48,000名
（妊娠期の方の
利用：100名
父親の利用：50
名，相談件数
計：5,800件）

妊娠期の方から
利用ができやす
い環境となって
おり，利用が増
えている。要支
援・要保護とな
らない健康群が
増え，虐待等の
発生が減少して
いる。

子育て相
談室

②３箇所 ②屋内では物足
りない幼児が外
遊びができる
場，保護者は人
とつながれるよ
う交流の場，ま
た相談を行う場
の環境を整え
る。

②３箇所 ②屋内では物足
りない幼児が外
遊びができる
場，保護者は人
とつながれるよ
う交流の場，ま
た相談を行う場
の環境を整え
た。

c 平成26年度から３か
年契約の協働事業の
ため，現状の実施箇
所数である。

a ②野外遊びのノウハ
ウは，市職員ではこ
の事業規模の展開は
困難である。
市職員が直接この屋
外型親子ひろばを運
営しないことから，
利用者は，利用しや
すいところがあるよ
うである。また一方
では，市との協働で
の運営は，利用者は
もとより，周辺住民
からの理解も得やす
く，近隣の安心に繫
がっている。

B 29年度では，子
ども子育て事業
課の子ども野外
事業「プレイ
キッズ」と統合
し，「こくぶん
じ青空ひろば」
で協働事業実施
することになっ
た。
28年度で３か年
契約が完了「屋
外型親子ひろ
ば」事業は廃
止。

子ども家庭支援
センター職員の
子ども・子育て
支援コーディ
ネーターや子育
て応援パート
ナーが，午前中
実施公園へ巡回
を行い，利用者
が遊び体験がで
きる市内子育て
支援活動団体を
紹介するなど繋
ぐ役割ができて
いる。

11-① 65
再掲

児童館運営委員
会の設置

全館を対象とした，事業評価・
課題抽出のための委員会を立ち
上げる。

開設状況：有 児童館運営委員
会が設置され児
童館の運営に関
する事業評価や
課題抽出がされ
ている。

子ども子
育て事業
課

単館で地域の関係者による意見聴収をする。利用者からの意
見聴収の場を設
ける

1箇所 単館で地域の関
係者による意見
聴収の場の設定
をする。

e 運営委員会の設置は
なかったため，開催
ができなかった。

e 未実施 E ６館 利用者協議会に
関係者の参加を
依頼する。

11-① 144
再掲

コミュニティ・
スクール設置に
向けた諸事業の
推進

学校運営協議会等の充実及び学
校支援地域本部の導入など，学
校を支援する組織づくりを進め
る。学校を支援する地域の体制
が整ったところから，教育委員
会が順次コミュニティ・スクー
ルの設置を進める。

学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

地域との協働に
より学校が運営
されている。

学校指導
課

学校を支援す
る地域の体制
が整った学校
について，教
育委員会が順
次コミュニ
ティ・スクー
ルを指定す
る。

地域との協働に
より，学校が運
営されている。

コミュニティ
スクール：
3校

地域との協働に
より学校が運営
された。

a 小学校３校がコミュ
ニティ・スクールと
して継続して指定さ
れている。

a コミュニティ・ス
クールの３校は，地
域との協働により学
校が運営されてい
る。

A 学校を支援する
地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会が順次コミュ
ニティ・スクー
ルを指定する。

・学校を支援す
る地域の体制が
整った学校につ
いて，教育委員
会がコミュニ
ティ・スクール
を指定する。
・東京都が推進
する「東京都型
のコミュニ
ティ・スクー
ル」の事業への
参画を検討す
る。
・他課と連携し
て，事業の推進
を図る。
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11-① 196 国分寺市子育
て・子育ちいき
いき計画推進協
議会

国分寺市子育て・子育ちいきい
き計画（次世代育成支援対策地
域行動計画）の進捗状況を把
握・評価し，課題の抽出を行
う。（市民等組織）

開催回数：６回
／年

当該組織による
計画事業の評価
がなされ，抽出
された課題に対
しても所管課が
解決に向けて取
り組んでいる。

子ども若
者計画課

開催回数：
５回／年

当該組織による
計画事業の評価
がなされ,抽出
した課題に対し
て。所管課が解
決に向けてどの
ように取り組ん
でいるか把握す
る仕組みを構築
する。

開催回数：
５回／年

当該組織による
計画事業の評価
がなされ，抽出
した課題に対し
て所管課が解決
に向けてどのよ
うに取り組んで
いるか把握する
仕組みを構築し
た。

b 当初の計画回数通り
実施できた。
前年度とは異なり，
１年を掛けて評価を
行ったことで，進行
と議論にゆとりをも
つことができた。し
かし一方で，年度末
近くまで当該協議会
が開催されていたこ
とから，評価書の完
成が次年度開けと遅
くなったため，開催
時期については，改
めて見直しが必要と
考える。

b 当該組織による計画
事業の評価がなさ
れ，評価書の内容に
ついて，各所管課で
確認し，反映状況を
報告する仕組みを構
築した。
なお，実際の反映状
況の報告は，平成29
年からとなる。
今年度は，当協議会
の議論内容が，事業
評価そのものより
も，評価の方法等に
時間が割かれる傾向
が強かったため，次
年度以降は，今年度
の会議を踏まえ，事
業評価そのものの効
果のある議論に集中
できるよう進行する
必要がある。

B 計画の重点施策
に位置づけられ
る施策の状況を
把握できるよう
事業を実施して
いる所管課等へ
のヒアリングを
実施する。

実施計画の
PDCAサイクル
を確立され，子
育て・子育ちい
きいき計画に掲
げる施策の推進
に向け取り組ん
でいる。

11-① 173
再掲

都赤ちゃんふ
らっと事業の推
進

赤ちゃんを連れて出かけたとき
に，授乳ができたり，トイレが
使用できたり，おむつ替えがで
きる施設を増やすことを目的
に，全庁的な啓発をする。都の
事業としては，施設整備が補助
対象となる。

実施施設数:35箇
所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられる。

子育て相
談室

実施施設
数:32箇所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられるよう整
備する。

実施施設
数:31箇所

トイレの利用や
授乳，おむつ替
えのできる施設
が地域にあり，
安心して赤ちゃ
んを連れて出か
けられるよう
に，現在の設置
場所を維持し
た。

c ひとつの施設（建
物）に，おむつ替え
場所，手洗い，給
湯，授乳室，冷暖房
の設備が備わってい
ても各設備が離れて
いて，乳幼児を連れ
回すことになり利用
しにくく展開が難し
い。

c ひとつの施設（建
物）に，おむつ替え
場所，手洗い，給
湯，授乳室，冷暖房
の設備が備わってい
ても各設備が離れて
いて，乳幼児を連れ
回すことになり利用
しにくい。また，公
共施設では，建物が
古くこの事業の基準
となる要件に見合う
設備が整う施設がな
い。

C 実施施設数:33箇
所

公共施設では，
建物が古くこの
事業の要件に見
合う設備が整う
施設はほぼ登録
されている。今
後も，一般企業
や商業建物など
へ同意をもらえ
るよう引き続き
啓発を進める。
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